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１．はじめに 
���� 年 � 月に発生した能登半島地震は半島の北部を震

※域とするマグニチュード（0M）��� の地震であり，」

数の町で震度 � のᦂれがほ された．地震発生から � か

月経㐣した � 月ᮎの時点においてṚ者は ��� 人，全ቯ家

ᒇ数は約 � ༓Ჷとなっている．人的被害は能登半島北部

地域に集中しており，数少ない道路のᦆቯが多く発生し

ており，また水道や㟁Ẽなどの都市ライフラインの⬤弱

さを㟢࿊した災害となった．被災ཎᅉのヲ⣽な解明と今

後の対策強化が望まれている．�
本報告は公開された強震記㘓の分ᯒ㏿報として地震動

のຍ㏿度ᖜと変位ᖜの時間変化にὀ目したグラフに

より被災地域のᦂれの特徴をᴫほした結果を報告する．

能登半島では ���� 能登半島地震があり，���� 年と ����
年にも石川県能登地方を震※とする地震が発生しており，

㐣ཤのᦂれと対ẚしてみる．�
�
２� බ㛤地震ࢹーࢱのᴫ要 
 ���� 年 � 月 � 日に起きた能登半島地震の強震記㘓がẼ

㇟庁と防災科学ᢏ術研究所から公開されている．被害の

あった地域に関連する強震データのᴫ要を⾲ � にまとめ

ている．Ẽ㇟庁の発⾲では輪島市とᚿ㈡町で震度 � とさ

れているがこれらのデータは公開されていない．�
 奥能登地域に分類した輪島市，珠洲市，ᚿ㈡町，能登

町，穴水町では震度 �弱㹼�強のᦂれがほ されており，

.�1(7 ᐩ来では � 成分合成ຍ㏿度が ����*DO であり，震

度相当್は ��� となっている．奥能登地域では全体的に

�* 以上のᦂれが記㘓されている．半島༡部に位置する

尾市，⩚市では震度 � 強㹼� 弱のᦂれとなり，およそ

���*程度のຍ㏿度となっている．�
 ᖹ㔝部において被害があったᐩᒣ県と᪂₲県について

も数್を整理している．尾市に隣接するị見市では震

度相当್は ���，ຍ㏿度は ���* 程度となっている．ᐩᒣ

ᖹ㔝に置かれた地震ィは ���*程度のᦂれを記㘓している．

またᒣ間の町であるᑠ▮部市ではᖹ㔝部よりも大きなᦂ

れとなっている．�

 地┙のᾮ状化の発生が報告されている᪂₲市では震度

� 弱㹼� 強のᦂれとなっている．最大ຍ㏿度は ����* 程度

であり，経験的にᾮ状化が起きる下㝈್を超えている．

᪂₲県内の日本ᾏἢᓊの低地部にある⣒㨶川町，上㉺市，

᯽ᓮ市，ส⩚村，出㞼ᓮ町，୕᮲市，⇩市においても震

�弱㹼�強のᦂれとなっており，地┙の良くないところで

はᾮ状化が起こりうるレ࣋ルのᦂれとなっている．�
�
⾲ � 主な強震記㘓のリスト�

�
�
�

ܯেுਔౕـ
ਔܯ
ౕ

加ଐ࠹
ౕ>*DO@

.-1HW
ਔౕ૮
当

加ଐ࠹
ౕ>*DO@

Ԡ能ౌ ௌࢺࢤౣྡྷ 6.2 796 ,6.003ྡྷౣ 6.2 1632
ௌૺड़ࢤౣྡྷ 6.5 787
जळࢀࢤௌ 6.1 1194 ,6.001୫ 6.2 1469

,6.002ਜ਼Ӆ 6.2 917
,6.+01जळ 6.2 1007

ծௌཔ家ௌࢦ 5.9 626 ,6.006པ 6.6 2828
,6.+03པ 5.9 1221

能ౌௌӋड़津 5.8 592 ,6.+02༆ీ 5.8 791
能ౌௌন波 6.2 733 ,6.005݂⽔ 6.5 1280
能ౌௌ༆ీ 5.8 855 ,6.015ௌ 6.3 1001

ൔౣೈ෨ ࣥඎࢤຌැௌ 5.8 645 ,6.007ࣥඎ 5.8 459
ࣥඎࢤ能ౌౣీ 6.2 643
中能登町末坂 5.9 345
中能登町能登部下 5.7 346
Ӎࢤࡢ༆ీௌ 5.3 565 ,6.008Ӎࡢ 5.4 540
೨ࢤୖۜ 5.0 198 ,6.010ۜୖ 4.6 224

ࢃ ⾼Ԯࢤ෮ 5.1 334
ঘ෨ࢤચௌ 5.0 382
තࢤݡ加 5.3 280 7<0002තݡ 5.4 432
ࢤࢃௌ 5.3 396 7<0005ູ 5.1 213
ࢃೖௌಕ下 4.7 174 7<0007ࢃ 4.4 139
ࢤࢃ੶ࡖ 4.7 143 7<0+03ࢃ 5.0 289

׃ ߕۯ׃ 4.8 173 1,*010׃ 4.5 88
׃ԟۢඔ࡛ௌ 5.1 179 1,*011津 4.8 130
׃ೈۢപࠞ 5.2 187 ড়ࢀ014*,1 5.0 151
׃ۢ࣋ඎ౨ 5.4 245 1,*018ന 5.0 123
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３．ᙉ震グ㘓のศᯒ᪉ἲ 
 震度と最大ຍ㏿度はᦂれの大きさの � 次ᑻ度として有

用であるが，どのようなᦂれ方であったかを示すことは

できない．� 成分のຍ㏿度データを✚分して㏿度波形・

変位波形に変換すればᦂれの特徴をイメージしやすくな

るがデータ数が多くなり↹㞧になる．ᦂれ方の特徴は構

造物の応⟅で見る方が౽利なので水ᖹ動にὀ目して応⟅

スペクトルに変換する方法が一般に用いられている．地

震記㘓の有しているᖜと動数の情報を � 質点⣔の

り子のフィルターをかけて取り出す方法といえる．り

子のᅛ有周期ごとの最大ᖜがィ⟬され，構造物の耐力

とẚ㍑すれば被害の状況を推定することができる．しか

しこの方法ではᦂれの時間変化を↓どすることになる．�
 㕥ᮌは強震動記㘓の時้ごとのຍ㏿度ᖜと動数の

変化をグラフ⾲示する方法を提している．ὀ目する時

้ごとのຍ㏿度ᖜと༟㉺動数を組み合わせて相対変

位に変換し，両者を連続プࣟットすることにより，地震

動のᦂれ方の変化をほ察することができる．ィ⟬手㡰は

以下となる．�
�

�
ᦂれの方向性を考えない場合には，༟㉺動数の変化は

水ᖹ � 方向において差異はないので � 方向のᖹᆒとし，

ຍ㏿度ᖜは � 方向を合成した最大ᖜを᥇用して � ᯛ

のグラフに整理することができる．ຍ㏿度記㘓をຍᕤし

たᅗ形の特徴を利用して震※地のᦂれ方を分ᯒする．�
�
４．震※地のᙉ震グ㘓の≉ᚩ 
 震※地となった奥能登地域はᒣ地形であり，川がᾏに

流れ出た場所にᖹ㔝ができている．ᒣ間部にも集落があ

るが，被害の大きかったᖹ㔝部の地震記㘓にὀ目して前

述の分ᯒを行っている．今回は㏿報であり，ィ⟬した結

果の一部を⤂する．�
奥能登地域でほ 点が近接している場合のィ⟬結果を

示す．ᅗ �は輪島市中心部にあるẼ㇟庁と .�1(7のほ 

データをグラフ化している．Ẽ㇟庁の地震ィは低ᖹ地に

あり，.�1(7はୣ㝠際にある．最大ຍ㏿度は .�1(7が �
ಸ以上であり，ཎ点から遠い位置までグラフがᘏびてい

る．ᅗ中に � ⛊と � ⛊の⿵助⥺を書き入れているが，ᦂ

れጞめは▷周期で途中から � ⛊以上の動に変化して

ᚎ々に収束していくのがわかる．.�1(7 のグラフは � 段

に分かれており，周期の変化も大きくなっている．この

変化が地┙の非⥺形化の影響か断層㐠動成分の影響かは

不明であるが，��* 程度の動の間に何かが起きていた

と考えられる．�
 ᅗ �は穴水町中心部にある �点の .�1(7の分ᯒ結果で

ある．.�1(7穴水は川ἢいの低地であり，.�1(7大町は

ୣ㝠地際に位置している．� 地点の㊥㞳は約 ��NPである．

.�1(7 穴水のᅵ質調査結果によれば㌾弱な⭉㣗ᅵ層がሁ

✚しており，ᦂれጞめから � ⛊程度の周期となっている．

�⛊から ���⛊以上に周期を大きくしながらຍ㏿度ᖜが

大きくなり，最大ຍ㏿度の ����*に㐩してからᖜが減少

している．ᖜ減少時に ��� ⛊よりも長周期になってい

るのは地┙の非⥺形化の影響と考えられる．一方 .�1(7
大町のᅵ質調査結果によれば⾲層に ��P 程度の⾲ᅵと◁

ձὀ目時้を中心に地震記㘓をษり出して窓関数をか

けてὀ目時้近を強調する．�
ղษり出したデータの最大ᖜをỴめる（A）．�
ճษり出したデータをフーリエ変換して༟㉺動数を

Ỵめる（f）．�
մある時้の相対変位をィ⟬する𝑈 ൌ 𝐴/ሺ2π𝑓ሻଶ．�
յ時้を移動して同じィ⟬を⧞り㏉す．�
նሺ𝑈, 𝐴ሻを � 次元プࣟットすれば，ᖜと動数の変

化を追㊧できる．�

    
ᅗ ��D��-0$輪島                   ᅗ ��E��.�1(7輪島�

 

    
ᅗ ��D��.�1(7穴水                 ᅗ ��E��.�1(7大町�
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層が存在する．ᦂれጞめは▷周期であり，ຍ㏿度ᖜが

��P�V�に㐩するとᖜはそのままで周期 �⛊程度まで長周

期化している．その後長周期化した状態でຍ㏿度はᑠさ

くなっていくのがわかる．地┙の非⥺形化の要ᅉとして

地⾲近の◁層のᾮ状化が考えられ，周辺にᄇ◁があっ

た事実ともあう．ボーリングデータがあるので解ᯒ的に

確認する必要があるが，ᾮ状化の有↓を見るのにも౽利

な方法となる．�
 ᅗ ��D�は珠洲市中心部にある .�1(7ṇ㝔の分ᯒ結果で

ある．この地点の地┙調査結果によれば地⾲から ���Pま

ではよく⥾まった◁層があり，その下には㌾弱なシルト

層となり，基┙の位置は不明である．ᦂれጞめの周期は

�⛊以下であり，ຍ㏿度が ��P�V�に㐩すると長周期化して

� ⛊程度のᦂれとなり，さらにᖜが大きくなっている．

最大でຍ㏿度ᖜが ��P�V�，変位ᖜが ����Pとなって以

㝆は長周期のままᖜがᑠさくなっていく．1್が ��以
上の◁層であるが，ᾮ状化の可能性が考えられる．ᅗ

��E�は ���� 年 � 月の珠洲市内を震※とする地震記㘓の分

ᯒ結果である．よくఝた変化となっているが，ຍ㏿度は

��P�V�，周期は ���⛊程度であり ����年よりもᑠさくなっ

ている．強震時に動特性がこのようなかたちになるཎ

ᅉに関してボーリングデータを使って◁層とシルト層の

非⥺形化を分ᯒする必要がある．�
 ᅗ ��D�は今回の地震で最大ຍ㏿度を記㘓した .�1(7ᐩ

来の分ᯒ結果である．このほ 点はᶆ高 ���Pの高ྎに設

置されている．動中は ��� ⛊程度の▷周期のᦂれを⧞

り㏉しており，地⾲層のないᒾ┙であることがわかる．

ᅗ ��E�は ���� 年能登半島地震の時の .�1(7 ᐩ来の分ᯒ

結果である．この記㘓の最大ຍ㏿度は ��� 程度の大きさ

であるが，グラフ形状は相ఝになっている．地⾲層が↓

い場合の例として ����年東北地方太ᖹὒἈ地震の最大ຍ

㏿度を記㘓し，震度 �相当となった .�1(7築㤋も同様の

形状となっている．�

㸳．能登半島༡部のᖹ㔝部のᙉ震グ㘓の≉ᚩ�
 奥能登地域がᒣ地であるのに対し，半島༡部は低地と

ୣ㝠地形となり，半島のけ根に㑚知₲地⁁帯があり低

地が連続している部分もあるため奥能登にẚべて人口も

多い．地震の最大ຍ㏿度は奥能登地域の半分程度となり，

����*DOから ����*DOのᦂれがほ されており，震度 �強
から �弱となっている．�
 近接したほ 点の例として尾市中心部の分ᯒ結果を

ᅗ �に示す．ᅗ ��D�はẼ㇟庁のほ 点の分ᯒ結果，ᅗ ��E�
は .�1(7尾の分ᯒ結果である．�地点の㊥㞳は約 ��NP
である．両者ともにཎ点を㡬点とした㏫୕ゅ形になって

おり，よくఝた形状となっているのがわかる．.�1(7 

尾の地┙調査結果によれば⾲層 ��P は有機質ᅵとシルト，

��Pから ���Pまではやや⥾まった◁層と◁質ᅵ層，その

下にシルト層があり，さらに◁層が続いている．ᦂれが

大きくなれば◁層においてᾮ状化することが予想される

層構成となっている．.�1(7 尾の分ᯒ結果では

ሺ0.01m, 4.4m/sଶ ሻにおいてᾮ状化しጞめ，ሺ0.15m, 4.5m/
sଶ ሻまでᾮ状化が㐍行したと考えられる．市ᙺ所内の⥳

地の┒ᅵ部分に置かれているが，ᾮ状化による長周期化

と考えられる．Ẽ㇟庁のほ 点は市民会㤋の㥔㌴場の一

ゅにありᅵ質調査結果はないが，㊥㞳的にもほぼ同じ地

┙᮲件になっていると考えられる．ຍ㏿度ᖜと変位

ᖜの分ᯒᅗはこのような類ఝ性を見る際にもᙺ立てるこ

とができる．�
 能登半島༡部のᖹ㔝の記㘓として⩚市とị見市の分

ᯒ結果を⤂する．ᅗ �は .�1(7⩚の分ᯒ結果であり，

ほとんど直ゅ୕ゅ形になっている．このほ 点は⩚市

ᙺ所内にあり，ᶆ高 ���Pの◁ୣ上に置かれている．地┙

調査結果は ���Pまで◁層であり，地⾲から ��Pまでは⦆

く，��Pから ���Pまではやや⥾まっており，その下はよ

く⥾まった◁層となっている．㏿度波形をィ⟬すると周

期 � ⛊程度のᦂれが連続している．◁層ごとのᾮ状化程

    
ᅗ ��D���.�1(7ṇ㝔（������）              ᅗ ��E��.�1(7ṇ㝔（������）�

 

    
ᅗ ��D��.�1(7ᐩ来（������）              ᅗ ��E��.�1(7ᐩ来（������）�
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度は明確に判別できないが，ᦂれጞめは▷周期のᦂれと

なっているが，途中から周期が非常に長くなっているこ

とから地┙調査結果における ���Pまでの層がᾮ状化した

と推定される．最大ᖜはሺ0.8m, 4.5m/sଶ ሻであり長周期

の高層ࣅルのようなᦂれが起きていたと推定される．し

かし市ᙺ所内でᄇ◁後は見つけることができなかった．

これは◁ୣ上でのことであり，◁ୣ周辺の低地では㢧ⴭ

なᾮ状化があったと推定される．市ᙺ所周辺において家

ᒇ被害は多くはなく，長周期化による水ᖹ外力の低下が

関係していたかもしれない．�
 ᅗ �はᐩᒣ県ị見市内にある .�1(7ị見の分ᯒ結果を

示している．このほ 点はᖹ㔝部の水⏣地帯の中の消防

⨫のᩜ地内にあり，ほ 点の近くに◁を寄せ集めた㊧が

残っており，相当㔞のᄇ◁があったと推定される．この

ほ 点の地┙調査結果は地⾲から ��Pまでが 1್ ��程度

の◁層，その下がシルト・⢓ᅵ層となっている．⩚に

ẚべてれはあるが �m/sଶになった時点でᾮ状化しጞめ，

���⛊まで長周期化している．ị見消防⨫の周辺は家ᒇも

少なく被害との対応はできないが，ᦂれは ����*程度で頭

ᡴちになっており，低減された地震のᦂれの影響はあっ

たものと考える．なおị見消防⨫の近くにẼ㇟庁のほ 

点が置かれており，よくఝた形状になっていることを

記しておく．�
�
㸴．ࡲとめとᚋのணᐃ�
 本稿は ����年 �月に起きた能登半島地震の公開強震デ

ータの分ᯒ結果を報告している．0M��� の大地震であり

⏒大な被害が発生しているが，ᦂれの特徴には地域性が

見られる．奥能登地域のᦂれは ����兵庫県༡部地震の⚄

ᡞ市，����年᪂₲県中㉺地震の川口町，����年᪂₲県中

㉺Ἀ地震の᯽ᓮ市，����年⇃本地震の┈ᇛ町，����年北

ᾏ道⫹東部地震のむかわ町のᦂれとよくఝており，大

ᖜのຍ㏿度と �⛊㹼�⛊の周期になっていることが確認

された．このᦂれが⪁ᮙ化したᮌ造家ᒇの被害に影響し

たと考えられる．�
 震※地に近接する地域のᖹ㔝部ではᦂれの途中で長周

期化するᾮ状化とみられる動であったことが明らかに

なった．尾市，⩚市，ị見市のほ 点の情報による

推定になるが，低ᖹ地では大規ᶍなᾮ状化が発生して住

宅被害に影響していたと考えられる．住宅被害はᦂれに

よるᦆቯだけでなくᾮ状化によるỿ下や傾ᩳによっても

起こるため地┙のホ౯を⥥ᐦに行う必要がある．�
 本稿では能登半島で得られた強震記㘓の分ᯒ結果を報

告したが，今回の地震ではᐩᒣᖹ㔝や高⏣ᖹ㔝，㉺後ᖹ

㔝においもᾮ状化による被害が報告されている．本報告

と同じ分ᯒ手法を用いてᦂれの分ᯒを行い，地┙調査結

果と対ẚするする研究を㐍めるとともに，大地震時に被

害が多く発生すると予想される地域の被害予 情報の研

究を行っていく予定である．�
�
ㅰ㎡ 

この報告では防災科学ᢏ術研究所とẼ㇟庁のほ 記㘓を

使用しました．関係各位に感ㅰします．�
�
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P波初動部分を用いて推定したサイト増幅特性のばらつき 
The variations of the Site amplification factors estimated by using P-waves 
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   In this paper, the variations of the site amplification factors were estimated by using the P-waves. The Fourier 
spectrum of the seismic record at the ground surface divided by the Fourier spectrum of the seismic record underground 
at the KiK-net stations was used as the site amplification factor, and the variation of the site amplification factor was 
calculated for a large number of earthquakes. The variations were calculated for the S-waves and the whole waveforms 
as well, and compared with the case of the P-waves. As the result, it is suggested that the Site amplification factors may 
differ depending on whether the seismic wave comes from the west or east of the observation point, especially in the 
case of P-waves. 

Keywords : Site amplification factor, Twofold spectral ratio method, KiK-net, P-waves 

１．はじめに 
筆者らは二重スペクトル比法 1) 2)により，観測点間（ペ

ア）の P 波減衰特性の推定を行っている．そのなかで多
数のペアで二重スペクトル比（減衰特性を表す値）が 1
を超える，すなわち観測点間を伝わる P 波がその途中で
増幅するという結果が得られた．一般的に地殻中を伝わ

る波は減衰するため，これが真の減衰特性であるとは考

えにくい．また，Hi-net の地中観測データを用いて算定
した二重スペクトル比は 1 を超えていないのに対して，
付近の地表観測点のデータを用いて算定した場合には 1
を超えることが多かったことから，サイト増幅特性に原

因があるのではないかと考えた．

二重スペクトル比法により，図-1 に示すような地震 1, 
2の記録を用いて観測点 AB間の減衰特性を求めるときを
考える．𝑃𝑖𝑗(𝑓)を減衰特性，𝐺𝑖𝑗(𝑓)をサイト増幅特性とす
ると，観測点 AB 間の二重スペクトル比は(1)式のように
表すことができる（𝑖は地震，𝑗は観測点を表す添字）．

通常，サイト増幅特性は地震に依存せずほとんど一定と

されることが多く，二重スペクトル比法でもその仮定に

基づいて計算を行っている．そのため，𝐺1𝐴(𝑓) =
𝐺2𝐴(𝑓),   𝐺1𝐵(𝑓) = 𝐺2𝐵(𝑓)となり，サイト増幅特性に関す
る後ろの項は除去されて TSR として減衰特性のみを抽出
できる．しかし，サイト増幅特性が地震波の到来方向に

依存すると仮定した場合は(1)式のようにサイト増幅特性
が除去できずに残り，それによって二重スペクトル比が

1を超える可能性が考えられる． 

𝑇𝑆𝑅 = √
𝑃1𝐵(𝑓) ∙ 𝑃2𝐴(𝑓)
𝑃1𝐴(𝑓) ∙ 𝑃2𝐵(𝑓) × √

𝐺1𝐵(𝑓) ∙ 𝐺2𝐴(𝑓)
𝐺1𝐴(𝑓) ∙ 𝐺2𝐵(𝑓) (1) 

そこで本研究では，P 波初動部分のサイト増幅特性が
地震によりどのくらいばらつくのか，複数の観測点にお

いて詳しく検討することを目的とする． 

２．サイト増幅特性の算出方法 
(1)解析に用いた地震と観測点
本研究では，KiK-net観測点の地表データおよび地中デ
ータを用いて解析を行った．  観測点は鳥取県内の
TTRH02，TTRH03，TTRH07，島根県内の SMNH01 の合
計 4点である．観測点位置と解析に用いた合計 26地震の
震央位置を図-1に示す．なお， 2013年に対象観測点の地
震計が変更されたため，観測機器の違いが推定するサイ

ト増幅特性に影響を与える可能性があると考えて，使用

する地震は 2014年以降に観測されたものとした．また，
後述する手順で地震波形の切り出しを行うため，P波と S

地震2

観測点A

地震1

観測点B

図-1 二重スペクトル比計算に用いる 

観測点と地震の配置 
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波の立ち上がりが明確に読み取れ，かつ P~S 時間が 6 秒
程度以上となる地震を選んでいる．表-1 に解析に用いた
地震の数を観測点ごとに示す． 

(2)地震波形の切り出しとサイト増幅特性の算出
本研究では，KiK-net観測点において地表の地震記録の

フーリエスペクトルを地中の地震記録のフーリエスペク

トルで除した値をサイト増幅特性とした．また，P 波初
動部分に加えて，比較対象として S 波初動部分と波形全
体についてもサイト増幅特性を推定した．具体的には，

まず P波初動と S波初動の読み取りを手動で行い，P波初
動部分，S 波初動部分，波形全体のデータの切り出しを
行った．次に切り出した波形の両端に cos 型のテーパー
をかけてフーリエスペクトルを算出した．そのあとバン

ド幅 0.8Hz の Parzen ウィンドウで平滑化を行い，フーリ
エスペクトル比を計算した．地震波形の切り出しの様子

を図-2に示す． P波および S波の初動部分は山田・小田
（2018）が P 波初動を使って二重スペクトル比計算をし
た際に切り出した時間を参考に，読み取った初動到達時

刻の 0.5秒前から 5.12秒間とし，波形全体は，P波初動到
達時刻の 0.5秒前から 40.96秒間とした．

３．サイト増幅特性の算出結果 
(1)サイト増幅特性のばらつき
観測点ごとに，P波初動・S波初動・波形全体のデータ

を用いて算出したサイト増幅特性を図-3 に示す．なお水
平成分は，水平 2 成分のフーリエスペクトルをベクトル

合成し算出したものである．また，グラフ下の数値はば

らつきの指標であり，各周波数でサイト増幅特性の標準

偏差を求め，それらを平均した値を示す．ばらつきを評

価する周波数帯域は0.5Hz～20Hzとした．()内の値は，各
ばらつきを波形全体の場合のばらつきで除した値である．

TTRH02 UD成分 TTRH02 水平成分 TTRH03 UD成分 TTRH03 水平成分 

P波初動 

2.067 (1.25倍) 2.403 (1.80倍) 1.820 (1.11倍) 2.816 (1.79倍) 

S波初動 

3.015 (1.82倍) 1.804 (1.35倍) 2.733 (1.67倍) 1.818 (1.15倍) 

波形全体 

1.659 1.335 1.639 1.576 

図-3 地震波形の切り出し 
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図-2 観測点と震央の位置 

(凡例の色は 3.(2)の検討と対応している) 

表-1 解析に用いた地震数 

観測点 TTRH02 TTRH03 TTRH07 SMNH01
地震数 18 11 6 8
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(2)地震波の到来方向によるサイト増幅特性の違い
次に，P波初動と波形全体（UD成分）についてサイト

増幅特性を地震波の到来方向ごとに整理した．図-5 のグ

ラフは，地震を観測点の西側と東側で分け，片側ずつサ

イト増幅特性を平均したものを示す．青線が観測点東側，

赤線が西側の地震の平均サイト増幅特性である．地震波

の到来方向によるサイト増幅特性の違いを数値化するた

め，周波数ごとに東側地震の平均サイト増幅特性と西側

の平均サイト増幅特性の差の二乗の平方根を計算し，

0.5Hz～20Hz でその平均値を求めた．（グラフ下の数値）

TTRH02 TTRH03 
P波初動 波形全体 P波初動 波形全体 

1.759 (1.3倍) 1.348 2.266 (1.3倍) 1.698 

TTRH07 SMNH01 
P波初動 波形全体 P波初動 波形全体 

2.091 (2.4倍) 0.872 3.419 (1.6倍) 2.105 

0.01

0.1

1

10

100

0.5 10

Ra
tio

Frequency [Hz]

TTRH07 UD成分 TTRH07 水平成分 SMNH01 UD成分 SMNH01 水平成分 

P波初動 

1.399 (1.62倍) 1.020 (1.57倍) 2.493 (1.49倍) 2.047 (1.56倍) 

S波初動 

1.267 (1.47倍) 0.989 (1.52倍) 2.974 (1.78倍) 1.803 (1.37倍) 

波形全体 

0.862 0.651 1.673 1.313 

図-4 算出したサイト増幅特性のばらつき 
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図-5 観測点の両側の地震それぞれに対するサイト増幅特性 
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４．考察 
(1)切り出し部分および成分とばらつきの関係
図-4 より，どの観測点においても，波形全体を利用し

た場合と比べて P 波初動部分を利用した場合のサイト増
幅特性の方がばらつきが大きいことが分かる．P 波初動
部分を利用したサイト増幅特性のなかで最もばらつきが

大きいのは TTRH03 水平成分で，波形全体を利用した場
合と比べて 1.79 倍大きい．P 波初動部分では水平成分の
振幅が極端に小さいためにこのようにばらつきが大きく

なると考えられる．同様に，S 波初動部分を利用したサ
イト増幅特性についても，波形全体を利用した場合と比

べてばらつきが大きく，特に UD 成分のばらつきが大き
いことが分かる．S波初動部分では水平成分に比べて UD
成分の振幅が小さいためばらつきは大きくなると考えら

れた．

(2)二重スペクトル比に与える影響
図-5 より，P 波初動部分を用いた場合には，波形全体

を用いた場合と比べて地震波の到来方向の違いによるサ

イト増幅特性の差が大きい傾向があることが分かった．

この差が二重スペクトル比算出時にどのくらい影響を及

ぼす可能性があるかについて考察する．

図-5 で特に東西での違いが大きかった SMNH01 と
TTRH07 のペアを対象にばらつきの影響を計算した．具
体的には，SMNH01 の西側地震の平均サイト増幅特性を
𝐺1𝐴(𝑓)，東側平均サイト増幅特性を𝐺2𝐴(𝑓)，TTRH07 の
西側平均サイト増幅特性を𝐺1𝐵(𝑓)，東側平均サイト増幅
特性を𝐺2𝐵(𝑓)として，(1)式の後ろの項を計算した．なお，
実際に二重スペクトル比計算に用いる地震は，様々な制

約のもと選ぶべきであり，また 2 観測点で同一地震のデ
ータを使う必要があるが，本検討ではサイト増幅特性の

ばらつきが二重スペクトル比にどのくらい影響を及ぼす

かという点にのみ着目した参考値を算出するため，地震

の選定は行わなかった． 

図-6 に，サイト増幅特性の項を計算した結果を示す．
この値が 1 ならば（サイト増幅特性が地震に依存しない
ならば），サイト増幅特性が二重スペクトル比に及ぼす

影響はなく，1 より小さいならば，二重スペクトル比を
過小評価していることになる．0.5Hz～20Hz での平均値
は，P波初動の場合1.13，波形全体の場合は1.04であり，
本検討のケースでは P 波初動を用いると平均値で 13%ほ
ど二重スペクトル比が大きく評価されることがわかった． 

５．まとめ 
 本研究では，KiK-netの地中および地表の地震観測記録
を用いて，鳥取県・島根県の地震観測点 4 点で P 波初動
部分におけるサイト増幅特性のばらつきについて検討を

行った．これにより得られた知見を以下に示す． 

・P 波初動部分を用いて推定したサイト増幅特性は，地
震波形全体を用いて推定した場合と比べて，地震ごと

のばらつきが大きかった．

・P波初動部分では水平成分よりもUD成分の方がサイト
増幅特性のばらつきが小さい傾向があった．S 波初動
部分では，UD 成分よりも水平成分の方がばらつきが
小さかった．

・UD成分について P波初動では，波形全体の場合と比べ
て，地震波の到来方向によるサイト増幅特性の違いが

大きい傾向があった．

・上記の違いが二重スペクトル比に与える影響について

検討したところ，  SMNH01 と TTRH07 のペアでは
0.5Hz~20Hzの平均値で 13%程度二重スペクトル比が大
きく算出されることが分かった．

これらの結果から，P 波初動部分に対して二重スペク
トル比法を適用する際には，地震波の到来方向ごとにサ

イト増幅特性を区別して考える必要がある可能性が示さ

れた．また，サイト増幅特性が地震の到来方向によらず

一定であるという仮定に基づいて算出された二重スペク

トル比については，地震ごとにサイト増幅特性の影響を

補正することができれば，より正確な減衰特性を得るこ

とができると考えられる．
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図-6 サイト増幅特性の影響（ペア SMNH01_TTRH07） 
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Estimation of Building Damage using Machine Learning 
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Using 250m mesh seismic intensity data from QuiQuake and the Japan meteorological agency, this study developed 

machine learning models for damage estimation of structural and non-structural components. It found that PGV data 

is crucial for accurate predictions, highlighting the need for reliable PGV sources as QuiQuake has ended. 

Keywords : Seismic Intensity, Machine Learnning, Decision Tree, Damage Estimation, Non-Structural Components 

１．はじめに
 地震発生後に建物のᦆയの程度を素早くᢕᥱすること

は，応急復旧をする上で重要であるࠋ建物の簡易ᵓ造ᦆ

യ推定を行う研究はこれまでにも数多く行われてきてお

り 1) など，地震動ᙉ度指ᶆには，⏘業技術⥲合研究ᡤが

QuiQuake 2)としてබ開してきた 250m メッシュの推計震

度や PGV がしばしば利用されてきたࠋ 

QuiQuake は 2023 年 3 月にṆされたが，Ẽ象ᗇ（以

下，JMA と記す）は 2023 年 2 月から 250m メッシュの推

計震度の提供を開始した QuiQuakeࠋ(3 と JMA の推計震

度の⟬出方法は異なるため 2), 3)，JMA の震度でᦆയ推定

を行う場合は，新たに推定モデルをᵓ築する必要があるࠋ

筆者らは，QuiQuake と JMA のそれぞれを対象として，

近年発生した 5 つの地震の建物被害調査結果を用い，機

Ე学⩦により「ᵓ造部材および非ᵓ造部材のᦆയ推定モ

デル」をᵓ築したࠋ本報では，その概要と推定⢭度の違

いを報告するࠋ

２．機ᲔᏛ⩦に用いࡿデータ
2.1 データの概要 

機Ე学⩦には 2726 Ჷの建物被害調査データを使用したࠋ

このデータには被害ランクと地震動，❹工年，ᵓ造✀別，

建物用途，推計震度，PGV の情報等が含まれているࠋ 

被害ランクの区分と建物Ჷ数は，被害無（1626 Ჷ），

上・設ഛに被害有（895 Ჷ），上・設ഛ・ᵓ造に被

害有（140 Ჷ），上・設ഛ・ᵓ造に⏒大な被害有（65

Ჷ）であるࠋ地震動は，東地方ኴ平ὒἈ地震（927

Ჷ），⇃本地震（111 Ჷ），大㜰ᗓ部地震（1121 Ჷ），

2021 年福島┴Ἀ地震（397 Ჷ），2022 年福島┴Ἀ地震

（170 Ჷ）の 5 Ἴで，❹工年は 1971 年 6 月以前（35 Ჷ），

1971 年 7 月～1981 年 5 月（80 Ჷ），1981 年 6 月～2000

年 5 月（626 Ჷ），2000 年 6 月以㝆（1054 Ჷ）， 明

（931 Ჷ）の 5 区分であるࠋᵓ造✀別は S 造（824 Ჷ），

RC 造（656 Ჷ），SRC 造（255 Ჷ），その他（299 Ჷ），

明（692 Ჷ）の 5 区分で，木造の区分はなく，ච震の

建物がその他に 9 Ჷ含まれているࠋ建物用途は 20 区分あ

り，ᐁබᗇ⯋（31 Ჷ），教育・研究施設（197 Ჷ），文

化・社会施設（68 Ჷ），་⒪・福♴施設（209 Ჷ），体

育・スポーࢶ施設（55 Ჷ），その他බ共施設（8 Ჷ），

流通関係施設（134 Ჷ），交通・運㍺施設（36 Ჷ），通

ಙ施設（23 Ჷ），事務施設（385 Ჷ），㔠⼥施設（68

Ჷ），ၟ業施設（157 Ჷ），レジャー施設（17 Ჷ），ᐟ

Ἡ施設（65 Ჷ），生⏘施設（31 Ჷ），発電・࢚ネルࢠー

施設（23 Ჷ），住Ꮿ（170 Ჷ），工場建屋（384 Ჷ），

その他（101 Ჷ），明（564 Ჷ）であるࠋ 

2.2 地㟈動ᙉ度のẚ㍑ 

QuiQuake と JMA の推計震度の比較を図 1 に示す(1)ࠋ

は全建物データの震度の比較で，実線は 1 対 1 の直線を

表すࠋQuiQuake と JMA の震度のᕪは，点線で示すよう

に概ねs0.5 には収まっている(2)ࠋはྛ地震動に対する

推計震度の平ᆒ値の比較である2021ࠋ 年福島┴Ἀ地震と

大㜰ᗓ部地震では，QuiQuake の震度の平ᆒが JMA の

平ᆒより 0.2 程度大きいࠋ 

QuiQuake は PGV も提供していたが，JMA はしていな

いࠋそこで PGV を JMA の震度から藤本・⩫川の⟬式
4)でồめ，学⩦用データとして使用したࠋこれらの PGV

の比較を図 2 に示すࠋ⟬式を使用しているため，PGV

は震度と比てばらつきが大きい（図 図ࠋ（(1)2 2 (2)に

ྛ地震動に対する PGV の平ᆒ値の比較を示すࠋ最も大き

なᕪは，2021 年福島┴Ἀ地震の 4.7kine であったࠋ 

３．機ᲔᏛ⩦にࡿࡼᦆയ᥎ᐃ
3.1 機ᲔᏛ⩦᪉ἲ 

ᦆയ推定モデルとしてはバࢠング木 5)を使用し，5 分

交ᕪ検ドによって学⩦したࠋ以下に説明変数を様々に変

えた場合のᦆയ推定の結果を示すࠋ

3.2 ㄝ᫂ኚᩘを㟈度と PGV のࡕらか 1 つにしたሙྜ 

説明変数を震度にした場合の結果を図 3 に示す(1)ࠋは，

QuiQuake，(2)は JMA の結果であるࠋD1 は被害無，D2

は上・設ഛに被害有，D3 は上・設ഛ・ᵓ造に被害有，

D4 は上・設ഛ・ᵓ造に⏒大な被害有を表すࠋ推定結果

が調査結果と一⮴したḍを㟷色で示しているࠋ図中に示

す正解率は，推定結果と調査結果が一⮴した建物数を全

建物数で㝖したものであるࠋ

図 3 の(1)と(2)の結果には大きな㞳がなく，推定結果

のほとんどが D1 か D2 となっており，ᵓ造被害の推定⢭
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度がపいࠋ一方，説明変数を PGV とした図 4 の結果では， 

D3 と D4 を推定できている建物数が(1)は 49 Ჷ，(2)が 0

Ჷとなっている(1)ࠋはᵓ造被害をある程度推定できてい

るものの，D3 と推定した場合の適中率は 27.5%（㸻

33/120），D4 と推定した場合の適中率は 32.7%（㸻

16/49）であり，༑分な⢭度を有しているとは言い難いࠋ 

3.3 ㄝ᫂ኚᩘを㟈度と PGV の 2 つにしたሙྜ 

図 5(1)は説明変数を QuiQuake の震度と PGV に，(2)は

説明変数を JMA の震度と⟬式より得た PGV にした場

合の結果である(1)ࠋの正解率は 94.0%と(2)の正解率と比

て 10%以上高いࠋまた D1 と推定した場合の適中率も，

(1)が 96.0%，(2)が 88.7%と(1)の方が高く，D2,3,4 も同様

の傾向を示しているࠋ

以上のことから，ᦆയ推定の⢭度には震度だけでなく

PGV も大きな影㡪をえ得ると考えられるࠋJMA は

PGV を提供しておらࡎ，高⢭度な PGV データの入手方

法が今後のㄢ題であるࠋ

3.4 ㄝ᫂ኚᩘを 3 つにしたሙྜ 

図 6 は説明変数を QuiQuake の震度，PGV と(1)❹工年，

(2)ᵓ造✀別，(3)建物用途，(4)ච震層の有無にした場合の

結果であるࠋ図 5(1)の正解率 94.0％よりも上᪼している

ものは(3)と(4)であった(1)ࠋ❹工年と(2)ᵓ造✀別が推定

⢭度の向上にあまり㉳ᅉしておらࡎ，説明変数の設定に

関して，今後さらなる検討が必要であるࠋ

４．まとめ
近年発生した 5 つの地震の建物被害調査結果を用い，

QuiQuake と JMA のそれぞれについて機Ე学⩦により

「ᵓ造部材および非ᵓ造部材のᦆയ推定モデル」をᵓ築

し，その推定⢭度の違いを報告したࠋPGV の⢭度が推定

⢭度に大きな影㡪をえ得ることを示したࠋ
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モバイル空間統計を利用した令和６年能登半島地震発生時の

七尾市における住民避難行動 

−高台・避難場所等の有無および避難者の属性に注目して−
Analysis of Evacuation Behavior of the Public in Nanao City in the Event of 2024 Noto 

Peninsula Earthquake, Using Mobile Spatial Statistics 
-With a Focus on the Presence of High Ground and Evacuation Sites, Shelters and

Buildings and Attributes of Evacuees- 
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   This study investigates the evacuation behavior of people staying in Nanao City at the time of 2024 Noto Peninsula 

earthquake, focusing on the presence of high ground and evacuation sites, etc. and attributes of people. The results 

suggest that, in Nanao City, there was no tendency to evacuate to designated emergency evacuation sites in low-lying 

areas in the immediate aftermath of the earthquake, while evacuees preferred to go to tsunami evacuation buildings or 

higher ground. Furthermore, by age group, the results show that the evacuation tendencies directly after the earthquake 

of people in their 20s, 50s, and 80s were weak, and that the population in their 50s increased significantly on the day 

after the earthquake had occurred. 

Keywords : 2024 Noto Peninsula Earthquake, evacuation site, evacuation building, evacuation behavior by age, Mobile 

Spatial Statistics, GIS 

１．序論 
(1) 背景・課題意識

令和 6 年能登半島地震は，能登地方を中心として甚大

な被害をもたらした．本地震では東日本大震災以来初と

なる大津波警報も発令され，被災者は地震発生直後に津

波からの避難を余儀なくされた． 

被害が大規模であった石川県の 7 市町（珠洲市，輪島

市，穴水町，能登町，七尾市，志賀町，羽咋市）ではお

よそ半数の町丁において高齢化率が 5割を超えており 1)，

また発災が元日であったゆえに同地域に多くの人々が観

光や帰省の目的で来訪していたと考えられる．迅㏿な避

難に困難を抱える人々が比較的多かったという点におい

て，本地震では津波からの避難行動における課題がより

顕在化した可能性があり，具体的な地域特性や年齢層に

着目した詳細な分析が求められる． 

また，例えば本研究の対象地区である七尾市において

は，東日本大震災を契機に制定された「津波対策の推進

に関する法律」に基づく七尾市津波避難計画 2)にて徒歩

での避難を前提として算出した避難可能範囲を公開し，

避難が困難であると考えられる地域では津波避難ビルの

設置や津波避難経路の整備支援等の施策を行ってきた．

津波からの避難を目的としてとられてきたこれらの施策

が実際にもたらした効果を検証する必要もあるだろう． 

(2) 本研究の位置づけと研究目的

高齢者の津波避難行動を分析した研究としては，東日

本大震災における釜石市 3)，大槌町赤浜地区 4)，山田町・

石巻市 5)，茨城県全域 6)を対象にした避難実態調査等があ

る．これらの研究では，高齢者では自宅からの避難途中

または避難先での被災が多く，このとき避難途中での寄

り道が被災の有無を決定づけたケースが多かったこと 3)，

家族血縁の救助，特に若い世代による高齢者世代の見回

りや連れ帰り等で避難行動が遅れたケースが見られたこ

と 4)等が指摘されているほか，自宅に留まるという行動

選択に関して，高齢・体の不自由な家族との同居という

要因が指摘されている 5) 6)．また，東日本大震災において，

道路交通上のボトルネックとなるような地点における渋

滞や，方形の街路における超渋滞現象（グリッドロック）

の発生により，人々の円滑な避難が妨げられたり，その

結果として安全な避難場所や高台にたどり着くことなく

津波の犠牲となったりした事例が多く発生した 7)．居住

者の年齢構成が東日本大震災の被災地と近しい能登地方
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においても同様の事象に着目した避難行動の分析を実施

し，地域性を比較する必要があろう． 

一方で，観光地・観光客における津波避難対策を論じ

た研究としては，東南海・南海地震による津波被害が想

定される 4 地域を対象にし，同地域の海水浴場利用者の

津波防災意識・避難意思決定に至る要因を検討したもの
8)や，和歌山県・白良浜海水浴場にて実施された津波避

難訓練の結果を分析したもの 9)等があるが，実際の津波

避難行動を分析した研究の集積は乏しい．

これら既往研究に対し，本研究では前述の課題意識に

基づいて令和 6 年能登半島地震に伴う津波避難行動分析

を行い，蓄積されてきた津波避難動向に関する知見との

類似性・相違性を検証することを目的とする． 

２．分析方法 
上記を目的として，株式会社 NTT ドコモの「モバイル

空間統計」を利用した津波の避難行動の分析を実施した．

具体的には「低地に立地する指定緊急避難場所における

人口動態」「低地の人口集中地区における人口動態」

「幹線道路上のボトルネックにおける人口動態」の 3 点

に着目して分析を行った． 

対象地は，沿岸部低地に中心市街地・観光地（和倉温

泉街）という特性の異なる二つの人口集中地区が位置し，

それらの比較を同地域内で実施することが可能な点，ま

た各々の沿岸部低地を内陸側で接続するように幹線道路

（能越自動車道・国道 249 号）が整備されており，それ

が避難行動に大きく影響したと考えられる点を鑑みて七

尾市に設定した．同地域の低地には津波避難ビル・津波

一時避難場所に加えて指定緊急避難場所も多く立地して

おり 10)，指定の避難場所が避難行動に与えた影響を明ら

かにできることも期待される． 

３．分析結果 
(1) 総論

七尾市内の能登島地域を除く四次メッシュにおいて，

能登半島地震発災前後（2024 年 1 月 1 日 16 時〜16 時 59

分の 1 時間データ）から発災約 5 時間後（2024 年 1 月 1

日 21 時〜21 時 59 分の 1 時間データ）のデータをそれぞ

れ 1時間前と比較して人口増減を示した（図 1）．地理的

特徴・都市の特性により各メッシュは様々な人口動態を

示しており，それらを（図 2）のように類型化した．ま

た本分析において，低地は「最低海抜が 10m 以下のメッ

シュ（以降，海抜 10m 以下メッシュ）」と定義した．

(2) 低地に立地する指定緊急避難場所における人口動態

1) 海抜 10m 以下メッシュにおける緊急避難による人口変

化が顕著と思われる 15 時（発災前）データと 17 時（発

災直後）データについてメッシュ内に存在する指定緊急

避難場所の収容人員とメッシュ内の人口増減の相関を調

べた結果，r≒-0.068 となり（n=466），両者には相関が

見られなかった．これは海抜 10m 以下に位置する指定緊

急避難場所への避難傾向がないことを示唆している．

2) 一方，海抜 10m 以下メッシュと高台メッシュ(1)におい

ては 15時-17時の人口増減に有意な差があった（表 1）．

海抜 10m以下メッシュ内の人口は 17時データにかけて減

少しており，高台メッシュにおいては人口増加する傾向

にあった．これは，発災時に海抜 10m 以下メッシュに滞

在していた人々は，海抜 10m 以下の避難場所よりも付近

の高台へと避難したことを示唆している．  

図 2 海抜 10m 等高線とメッシュ分類（七尾市一部拡大） 

表 1 海抜 10m 以下メッシュと高台メッシュの 

（17 時人口-15 時人口）平均および仮説検定結果 

図 1 七尾市における地震発生前後（16 時）から津波警報解除後（21 時）にかけての 1時間毎四次メッシュ別人口増減 
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3) 海抜 10m 以下メッシュにおける避難動向を年齢層ごと
(2)に分析した結果，次のことが示唆された（図 3）．

地震発生直後において，人口増減が主に「20 代・30 代」

「40代・70代」「50代・60代・70代」で一致した（図 3 

①）．40 代以降の年代で，自力での避難が難しい親世代

との同伴避難が生じ，その際「40 代・70 代」の避難が遅

れる傾向にあった可能性がある．また，18 時～19 時時点

において，40 代・50 代・70 代・80 代は人口減少が継続

するが，10代・20代・30代は人口増加に転ずる．なお，

10 代・80 代の人口減少率は 10％ほどと比較的低い（図 3

②）．40 代以降の年代で，地震発生直後の避難行動が比

較的長期に及んでいたと考えられる．さらに，20 時から

22 時にかけて，全年齢層で人口が増加している（図 3

③）．20時 30分に大津波警報が津波警報に切り替わった

ことが関係していると考えられるが，それ以前から一部

で帰還行動が確認されている．若年層を中心として，震

災後 2 時間が経過した時点から帰還の傾向が大きくなっ

ていたと考察される．翌朝 7 時頃になると，全年齢層の

大部分で帰還行動が見られ，10 時頃には対象メッシュに

おいて地震発生時の 90%ほどの人口となった（図 3 ④）．

これは夜明けに伴う帰還行動であると考えられるが，10

時頃を境にして人口は減少傾向に転じ，海抜 10m 以下メ

ッシュへの滞在時間は短かったものと考えられる．この

とき，10 時 17 分に約 14 時間ぶりの大きな地震（最大震

度 5弱：七尾市で震度 4）が発生し，緊急地震㏿報も発表

された．これが人口を減少傾向へと転じさせた一因であ

る可能性がある．1 月 2 日の夜間では 10 代から 60 代にお

いて，前日よりも顕著に人口が少なくなっている（図 3

⑤）．自宅やその付近の避難所に滞在していた人のうち，

高齢者が多くの割合を占めていたと考えられる．

4) 上記と，海抜 10m 以下メッシュのうち指定緊急避難場

所を含むものに対象を絞った人口動態（図 4）とでは，

次のような違いが見られた．

地震発生直後において，前述の「20 代・30 代」「40

代・70 代」「50 代・60 代・70 代」で避難行動が一致す

るというトレンドは緊急避難場所を含むメッシュでは見

られなかった（図 4 ①）．また，若年層を中心として，

緊急避難場所を含むメッシュにおいて人口がより減少し

ていることが明らかになった．さらに，18 時～19 時時点

の緊急避難場所を含むメッシュにおいて，30 代以下の世

代の人口減少率と 50代以上の世代の人口減少率とで 10％

以上の差がついた（図 4 ②）．若い世代を中心として

「緊急避難場所ではなく，付近の標高の高い地点を初期

の避難先として選択した」ことが部分的に示唆されうる． 

海抜 10m 以下メッシュ全体の人口動態とは異なり，緊急

避難場所を含むメッシュでは 50 代以降の世代において 1

月 2 日 10 時以降の人口減少が見られない（図 4 ③）．対

象地域において緊急避難場所が避難所を兼ねているケー

スが多く見られることから，1月 2日の夜間は高齢者を中

心に避難所に滞在し，若い世代は海抜 10m 以下メッシュ

の地域外に滞在する傾向があった可能性がある．

(3) 低地の人口集中地区における人口動態

七尾市における低地には，主に中心市街地と和倉温泉

街という二つの人口集中地区がある．中心市街地は七尾

市の中で唯一津波避難ビルが整備されている地区であり，

また和倉温泉街は元日という地震発生時の時間的特徴か

ら来訪者の多さが推測される．特性の異なる両者におい

て，該当メッシュの人口増減を分析した． 

1) 七尾市中心市街地メッシュ(4)においては，地震発生直

後に大きく人口の減少が見られたが，例外的に津波避難

ビルが集中するメッシュでは，大津波警報発令下におい

ても人口の集中が見られた（図 5）．

2) 七尾市中心市街地付近の高台メッシュ(5)においては，

大規模な避難場所かつ避難所である城山東部中学校・城

山運動公園付近では，大津波警報発令下に急激な人口集

中が見られ，大津波警報解除（20時 30分）後も一定の人

口が滞在した（図 6）．希望の丘公園付近でも大津波警

図 3 年齢層ごとの人口推移(3)（七尾市・10m 以下） 

図 4 年齢層ごとの人口推移(3)

（七尾市・10m 以下・緊急避難場所を含むメッシュのみ） 

図 5 七尾市中心市街地メッシュの各メッシュに 

おける 1時間毎の人口増減 

図 6 七尾市中心市街地付近の高台メッシュの 

各メッシュにおける 1時間毎の人口増減 

－ 175 －



 

報発令下で急激な人口集中が見られたが，前者と比較し

て大津波警報解除後の人口滞在傾向は弱い．また，避難

場所ではない公立能登総合病院が位置するメッシュでは， 

発災直後の 17 時頃に急激な人口集中が見られた．  

3) 和倉温泉街メッシュ(6)では，後述のようにメッシュ内

の人々が地震発生後に高台等に避難したことが示唆され

るが，海岸から近くても大津波警報発令下において人口

集中が見られるメッシュが存在した．海抜 10m 以下にお

ける避難場所への避難傾向がないという先述の結果も踏

まえると，この集中は内陸部や高台へと向かう車両渋滞

が一因である可能性がある．

4) 和倉温泉街付近の高台メッシュ(7)においては，温泉街

での人口減少と同時に人口が顕著に増加し，また温泉街

に人口が回帰した時間帯では減少傾向が見られた．地震

発生後に温泉街来訪者が高台へと避難したことが示唆さ

れる．なお，このメッシュ群に含まれる避難場所 3 ヶ所

全てが立地しているメッシュにおいては，予想津波到達

時刻（16時 30分）以降も人口集中が続いた．これは，土

地勘の乏しい来訪者による混乱した避難行動に伴う交通

渋滞や，自主的な避難行動等の来訪者特有の避難行動が

関係している可能性がある．

(4) 幹線道路上のボトルネックにおける人口動態

能越自動車道・国道 249 号といった幹線道路上には河

川・水道上にかかる橋や自動車専用道路 IC 等が存在する．

緊急避難時，特に自動車交通にとってのボトルネックが

位置し，かつ発災直後の人口変化が顕著であったメッシ

ュについても，人口動態の分析を実施した． 

1) 能越自動車道田鶴浜 IC・高田 IC 付近，および国道 249

号沿いのメッシュにおいて，車両渋滞と思われる人口集

中が生じた（図 7）．地震直後より能越自動車道や能登

島への連絡ルートは通行止めとなっており，これが地震

発生後の自動車交通に混乱を与えたものと思われる． 人

口集中のピークは，大津波警報発令中と解除後の 2 回に

分けて見られ，津波からの緊急避難と警報解除後の帰還

行動の双方に交通上のボトルネックが影響を及ぼした可

能性が考えられる．

４．結論 
 本研究における特に重要な結果の一つとして，東日本

大震災において見られた津波避難動向の一部が今回の地

震においても確認されたことが挙げられる．具体的には

高齢者とその子供世代の同伴避難と考えられる傾向が生

じ，避難初期および帰還のタイミングにおけるボトルネ

ックの影響が確認された．また，観光地である和倉温泉

街付近では中心市街地と比して高台への人口集中が長期

化したことが明らかになり，さらなる研究が求められる． 

 最後に，指定緊急避難場所への避難行動傾向が統計的

に見られず，かつそれが若年層においてより顕著であっ

たことに関しても原因究明が必要であろう． 

補注 

(1) 最低海抜が 10mより高く，かつ海抜 10m等高線のメッシュか

ら 1km 以内に座標を有するメッシュ

(2) 「10 代（15～19 歳）」「20 代（20～29 歳）」「30 代（30～

39 歳）」「40 代（40～49 歳）」「50 代（50～59 歳）」

「60 代（60～69 歳）」「70 代（70～79 歳）」「80 代（80

歳以上）」の 8 つ 

(3) 15 時～16 時の各人口を 100 としたときの比を示した

(4) 海岸沿いの低地に位置する七尾市中心部の市街地が広がり，

なおかつ発災直後の人口変化が顕著であったメッシュ

(5) 最低海抜が 10m より高く，なおかつ中心市街地付近（七尾駅

から半径 3km 程度）に位置し，発災直後の人口変化が顕著

であったメッシュ

(6) 温泉地として多くの観光施設や観光客向け商業店舗，旅館等

が集積し，発災直後の人口変化が顕著であったメッシュ．

七尾市元町，和倉町，和倉町ひばり 3 丁目，石崎町香島 1，

3 丁目，光陽台が概ね含まれる

(7) 和倉町の南部に位置する海抜 10m 程度の高台に位置し，なお

かつ発災直後の人口変化が顕著であったメッシュ

参考文献 
1) 朝日新聞 (2024). 能登半島の被災地，地区の半数が高齢化率

5 割以上 珠洲市は 7 割超. 朝日新聞デジタル,

https://www.asahi.com/articles/ASS1M5VX4S1LULLI001.html, 

（参照 2024-04-14）. 

2) 七尾市 (2021). 七尾市津波避難計画. 

3) 金井昌信・片田敏孝 (2013). “津波から命を守るための教訓” 

の検証 ～岩手県釜石市を対象とした東日本大震災における

津波避難実態調査から～. 災害情報, No.11, pp.114-124. 

4) 神原康介他 (2013). 東日本大震災時における岩手県大槌町赤

浜地区住民の避難行動調査. 日本建築学会大会学術講演梗

概集, pp.655-656. 

5) 三上卓 (2014). 東日本大震災の津波犠牲者に関する調査分析

～山田町・石巻市～. 土木学会論文集 A1, Vol.70, No.4, 

pp.908-915. 

6) 田村誠他 (2013). 津波発生時の避難行動解析：2011 年東北

地方太平洋沖地震における茨城県での津波避難. 日本地震

工学会論文, Vol.13, No.4, pp.19-37. 

7) 阿部博史 (2014). 「震災ビッグデータ」から見えてきた東日

本大震災の姿. 放送メディア研究, No.11, pp.271-289. 

8) 増本憲司・川中寵児・石垣泰輔・島田広昭 (2010). 観光地海

岸利用者の津波に対する避難行動と避難意思決定に関する

研究. 土木学会論文集 B2, Vol.66, No.1, pp.1316-1320. 

9) 照本清峰 (2013). 観光地における津波避難体制の課題とあり

方に関する一考察 - 白浜町・白良浜地域における津波避難

訓練をもとにした検討 -. 都市計画論文集. Vol.48, No.3, 

pp.795-800. 

10) 七尾市 (2018). 津波ハザードマップ 七尾市全域版.

図 7 幹線道路上のボトルネックの 

各メッシュにおける 1時間毎の人口増減 

－ 176 －



深層学習を用いた明治期の旧版地図からの低湿地抽出
Extraction of Lowland Wetlands in Historical Topographic Maps Using Deep Learning 
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   The correlation between historical land use as depicted in historical topographic maps and contemporary disasters 
has been noted. Therefore, to utilize such information for hazard assessment, this study focuses on automatically 
extracting land use patterns using deep learning. We aimed to extract water areas, wetlands, paddy fields, and muddy 
fields associated with liquefaction and water-related hazards. 

Keywords : historical topographic maps, land use, deep learning, U-Net, feature extraction 

１．はじめに
明治・大正期の旧版地図は土地の人工改変前の地形や

土地利用を知ることができる貴重な資料である．防災分

野においては，旧版地図における土地利用と現代の液状

化や洪水といった自然災害との関連が指摘されており，

ハザード評価への活用が求められている．

しかし，土地の改変履歴を判読するには膨大な時間が

かかり，広域における判読を手作業で行うことは難しい．

そこで，土地利用分類の自動抽出が求められている．既

往研究では，荻田ら 1)2)が明治・大正期の 5 万分の 1 地形

図から「集落」と「水域」の自動抽出に取り組んでいる．

本研究では，既往研究と同様の地図を用い，液状化や地

震災害と関連がある 3)が既往研究では抽出できなかった

「湿地」，さらに液状化や地震災害，水害と関連がある

「水田」「泥田」4)を加えて「水域」「湿地」「水田」

「泥田」の 4 つの領域を自動抽出することに取り組む． 

２．手法
実験は荻田らが水域を抽出する際に用いた「熱田町

（明治24年測量）」・「鹿島（明治36年測量）」・「竜

崎（明治 36 年測量）」・「佐原（明治 39 年測量）」・

「大阪東北部（明治 41 年測量）」・「岸和田（明治 42
年測量）」の 6 図幅を対象に行った．水域・湿地は荻田

らの作成したアノテーションデータを使用し，水田・泥

田についてそれぞれアノテーションデータの作成を行な

った．使用した図幅における対象とする土地利用の地図

記号を図 1 に示す． 

図 1 対象とする土地利用の地図記号 

対象図幅から図郭を切り抜いて輝度の正規化を行い，

訓練・検証・テストデータを 6:2:2 に分割した．その後，

256 px×256 px のパッチを間隔 128 px で切り抜いた．ま

た，本実験のデータは不均衡であり，少数派クラスのよ

り高精度な抽出に取り組むため，地図記号の向きを考慮

したデータ拡張を行った．処理の概要を図 2，データ拡

張後の訓練データの構成を表 1 に示す． 

図 2 訓練データの拡張方法 

表 1 データ拡張後の訓練データの構成 

モデルのベースには画像のピクセルごとのクラス分類

タスクで代表的な深層学習ネットワークである U-Net を
用いる．荻田らの研究 2)ではU-Netを用いた湿地の抽出は

困難であったが，Wu らの研究 5)ではスイスの旧版地図か

ら湿地を抽出している．彼らは U-Net に ASPP(Atrous
Spatial Pyramid Pooling)を追加し，損失関数は荻田らが

Cross Entropy Loss を用いたのに対して Dice Loss，不確実
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性推定などを用いて土地利用を抽出している．日本の旧

版地図がモノクロ印刷であるのに対して，Wu らが対象

としたスイスの地形図はカラーであり，土地利用の表現

も異なるため，日本の旧版地図に対しても彼らの手法が

有効であるかは明らかでない．本実験では，荻田らの手

法をベースに多クラス分類モデルを作成し，Wu らとの

比較からバッチ正規化，Dice Loss，不確実性推定，ASPP
について検討を行った．実験に使用したモデルを表 2 に

まとめる．なお，バッチサイズ等のハイパーパラメータ

は一律に設定して実験を行なった．

表 2 検討したモデルの構成 

３．実験結果と考察
本実験のテストデータにおける多クラス分類の結果と

出力の例を表 3，図 3 に示す．モデル O と H0 の比較か

ら，バッチ正規化を追加することで学習が安定し，湿地

を含む土地利用の抽出精度が向上する大きな効果が確認

できた．また，Dice Loss を損失関数とした H1 では H0 に

比べて精度の向上が確認できた． Wu らの研究では ASPP
により結果が大きく向上していたが，本実験のデータで

は H1 と H2 に大きな差は見られずその効果は見られなか

った．Wu らの対象とした地図はカラーであること，ま

た，本実験ではWuらが分類した河川・池沼を水域で1ク
ラスにしていることも Wu らのような効果が見られなか

った原因と考えられる．H3 でも精度の差は小さいが，図

3(b)のように他モデルで誤抽出している山間部などを正

しく抽出している画像もあり不確実性推定の効果が確認

できた．しかし，いずれのモデルでも図 3(c)のような細

い河川が抽出されない，訓練に使用していない図幅にお

ける出力では図 4(e)-(g)のように等高線・市街地・線路等

を誤抽出するなどの問題が見られた．

また，H1 と同様の構成でそれぞれのクラスを対象と背

景の 2 クラス分類で学習させたモデルの精度を表 4 に示

す．水域・水田は 2 クラス分類の精度が高くなったが，

湿地・泥田は表 3 に示す多クラス分類の精度が高い結果

となり，少数派クラスでは多クラス分類を行うことでデ

ータの不均衡が改善し精度が高くなったと考えられる．

表 3 各多クラス分類モデルの抽出精度 

図 3 各多クラス分類モデルの出力例 

図 4 未知の図幅における出力例,(d)(e)小千谷（明治 44
年測量）,(f)(g)東京東北部（明治 42 年測量） 

表 4 2 クラス分類モデルの抽出精度 

４．結論と今後の課題
本研究では，明治期の旧版地図から，水域・湿地・水

田・泥田を同時に自動抽出するモデルを作成した．水

田・泥田の結果から，既往研究で取り組まれていたハッ

チングで表される領域に加え，地図記号と境界線で表さ

れる領域についても U-Net を用いて抽出可能であること

を確認できた．

今後の課題として，モデルの精度向上，適応可能範囲

の調査を行う．図 4 で示されるように，モデルのデータ

セットに含まれない図幅に対して性能を発揮できる範囲

は明らかではなく，広域で適応可能か調べる必要がある．

また，GIS 上で分布図の作成し，現代の災害についての

分析に実用できるようにする．
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Building damage inspection is conducted after an earthquake disaster. It is well known that there are wide variations in inspection 

results because they are conducted visually by local government officials, but the details of these variations have not been clarified. 

This paper analyzes such damage inspection process, focusing on how the inspector evaluate the level and area of damages. The results 

categorized the variation into several types and analyzed the factors contributing to each type. 

Keywords :  building damage inspection, damage degree, damage classification, visual inspection 

１．はじめに
 近年の日本は地震やὥ水ྎࠊ風など多くの災害に見⯙

われているࠋこれら災害によって建物に被害が発生する

とࠊさまざまな被害状況の調査が実施されるࠋこのうち

建物被害認定調査はࠊ被災者の生活再建支援を目的にࠊ

ཎ๎自治体職員によって実施されࠊその結果に基づいて

り災ド明書が発行されるࠋ 

建物被害認定調査はࠊ災害時の自治体の業務ではある

がࠊ通常業務とは大きく異なるためࠊ調査員ごとの結果

のばらつきによる調査結果の公ᖹ性やጇ当性の問題などࠊ

さまざまな課題が指摘されている  ࠋ�� ��

建物被害認定調査にはࠊ現場で建物の͆どこ͇に͆ど

のような͇ᦆയが発生したかを目どで確認し記㘓する

「被害の調査」とࠊ調査結果をもとにᦆയ情報を分ᯒし

てその程度をホ౯する「被害のホ౯」の � つの作業があ

るࠋ「被害の調査」ではࠊᖹ面ᅗに被害⟠所を記入する

とともにࠊそのᦆയ程度�Ϩ㹼Ϭ�を記㘓するࠋᦆയ程度

�Ϩ㹼Ϭ�についてはࠊ内㛶府によってすべての部位のᦆ

യ程度の判定基準と例示が定められているためࠊ調査員

は基準と例示をཧ考にᦆയ程度をỴ定する�⾲ ᅗࠊ� ����

ᦆയ程度の基準と例示だけでは全ての被害ࠊしかしࠋ��

を⥙⨶的に説明することができないためࠊ調査員がᦆയ

程度の判定する際にΰしࠊ調査員ごとにᦆയ程度のば

らつきが発生することがࠊ課題として指摘されているࠋ

しかしながらࠊ調査員ごとにどの程度のばらつきが発

生しているのかࠊまたばらつきが発生するཎᅉやࠊそれ

らのᦆയの特徴分ᯒなどの基本的な検討はࠊこれまでほ

とんどなされてこなかったࠋ 

そこで本研究ではࠊ自治体職員を対㇟に被害⏬像から

外ቨのᦆയ程度の判定をしていただきࠊその結果の分ᯒ

からࠊ自治体調査員がᦆയ程度を判断する際の傾向やそ

の要ᅉについて検討したࠋ 

⾲ �� ᦆയ程度の基準�外ቨ��� 

ᅗ �� ᦆയ程度の例示�外ቨ� �� 

２．ᦆയ⛬ᗘのุᐃのᴫ要
���調査方法

本研究で使用した被害真はࠊ���� 年に発生した⇃本

地震でⴭ者らの研究チームが影したᮌ造住宅の真で

あるࠋこれらの真からࠊᦆയ部分の拡大真ではなくࠊ

建物の � 㝵ཪは � 㝵部分の全ᬒがっている真 �� ᯛを

使用したࠋ各被害真にはࠊⴭ者らが事前にᦆയがある

⟠所をᅄゅで囲い（ᦆയᯟ）ࠊあらかじめᦆയの存在を

明示したࠋᦆയᯟはࠊ� ᯛの被害真に」数個設定したࠋ 

ᦆയの記入方法はࠊձᦆയ⟠所を㉥マジックで囲うࠋ

ղᦆയ⟠所に⟬用数Ꮠでᦆയ程度を記入するࠋճᦆയᯟ
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で囲われている被害のうちࠊ」数のᦆയᯟがᦆയが重な

っていたりࠊ⧅がっていたりする場合はࠊ� つのᦆയと

してまとめることも可能ࠋὀ意事㡯としてࠊ㉥マジック

ではࠊᦆയᯟで囲われている被害がすべて囲われるよう

に記入するࠊᦆയ程度が異なる場合はࠊ別のᦆയとして

別のᅄゅで囲うこととしたࠋ 

ᅗ �� 説明資ᩱ�上㸸記入方法ࠊ下㸸ὀ意事㡯� 

���調査対㇟者

本研究ではࠊ「中㉺大震災ࢿットワークおࡖや」で開

ദされた建物被害認定調査実地研ಟ会を受ㅮした行政職

員 �� 人�以下ࢿットワークおࡖやとする�ࠊዉ良県で実施

された建物被害認定調査研ಟ会にཧຍした行政職員 �� 名ࠊ

㟼ᒸ地方⛯⣡整理機構課⛯研ಟ�以下㟼ᒸ県とする�の

行政職員 �� 名のィ �� 名であるࠋ 

３．ศᯒ⤖ᯝ
���分ᯒ方法

調査対㇟者 �� 名に対して SLFWXUH���� のᦆയ真につ

いてࠊ被害⟠所別のᦆയ程度の判断にどれだけのばらつ

きがあるのかを検討したࠋまずࠊᦆയᯟごとにᦆയ程度

のṇ解を検討するࠋこのᦆയ程度のṇ解のỴ定はⴭ者ら

にとっても難しい課題であるࠋそこで本研究ではࠊ各ᦆ

യᯟについてࠊ回⟅の最㢖್をṇ解としたࠋただしࠊ全

てのᦆയᯟについて回⟅が得られたわけではないࠋそこ

で↓回⟅の合が ��㸣以上のᦆയᯟについてはࠊ確認さ

れにくいᦆയとしてࠊ分ᯒから除外したࠋまたࠊᦆയ程

度ϫࠊϬについてはࠊ༑分な㔞のデータないためࠊ今回

はᦆയ程度Ϩ�Ϫについて分ᯒ・考察したࠋ 

���分ᯒ結果

まずࠊᦆയ程度別のᖹᆒṇ解率はࠊϨが ����㸣ࠊϩが

����㸣ࠊϪが ����㸣であったࠋ最もṇ解率が低いᦆയᯟ

はࠊどのᦆയ程度でも約 30㸣であったࠋ次にᦆയ程度別

にϨ㹼Ϫのばらつきをࣄストグラムの型で分類したࠋそ

の結果ࠊᦆയ程度Ϩは「がけ型ୣࠊ型ࢶࠊイン型�ϨRU

ϩ�」ࠊᦆയ程度ϩは「がけ型ୣࠊ型ࢶࠊイン型�ϨRUϩ�ࠊ

ᖹࠊ型ୣࠊᦆയ程度Ϫは「がけ型ࠊ「�ϩRUϪ�イン型ࢶ

ᆠ型ࢶࠊイン型�ϩRUϪ�ࢶࠊイン型�ϪRUϫ�」のタイプ

に分類することができた�ᅗ ᦆയ程度ࠊ本研究ではࠋ��

Ϩ㹼Ϫで共通でṇ解率が ��㸣以上の「がけ型」をṇ解の

タイプとしたࠋタイプ別のṇ解率の内訳を⾲㸰から⾲㸲

に示すࠋ

⾲ �� ᦆയ程度Ϩのタイプ別の内訳 

⾲ �� ᦆയ程度ϩのタイプ別の内訳 

⾲ �� ᦆയ程度Ϫのタイプ別の内訳 

４．ᦆയ⛬ᗘのࡀࡁࡘࡽࡤⓎ⏕する要ᅉの考ᐹ

４－１� ᦆയ⛬ᗘのุ᩿
���同一真内に存在する他のᦆയとのẚ㍑

ばらつきの要ᅉの � つ目はࠊ同一真内にある別のᦆ

യとのẚ㍑が考えられるࠋ例えばᅗ � では3ࠊLFWXUH����� 

3LFWXUH���� ともにᦆയ程度Ϩがṇ解であるがࠊ� つのᦆ

യをẚ㍑して見てしまうとࠊ����より����の方がࣅࣄの

ᖜがᗈく見えるࠋそのため3ࠊLFWXUH���� のᦆയ程度を �

段㝵高く判定したと考えられるࠋ 

ᅗ �� 同一真上に存在する他のᦆയとのẚ㍑の例 

���ᦆയの௦⾲が「最大面✚」または「最大ᦆയ程度」

ばらつきの要ᅉの � つ目はࠊ一つのᦆയᯟの中にᦆയ

程度の異なるᦆയが存在する場合ࠊᦆയ面✚がᗈいᦆയ

程度を᥇用するかࠊᦆയ程度の大きいᦆയを᥇用するか

の違いによると考えられるࠋ例えばᅗ � ではࠊᦆയ面✚

がᗈいࡦびれ（ᦆയ程度Ϩ）と範囲は⊃いが㞳（ᦆ 

被害箇所数 正解率の平均(％) 最⼤正解率(%) 最⼩正解率(%)
がけ型 36 85.8 96.8 75.0
丘型 43 57.5 74.6 35.9

ツイン型(ⅠorⅡ) 13 51.1 56.4 47.4

被害箇所数 正解率の平均(％) 最⼤正解率(%) 最⼩正解率(%)
がけ型 2 82.7 87.0 78.5
丘型 30 55.8 70.7 36.5

ツイン型(ⅠorⅡ) 7 49.4 55.8 41.7
ツイン型(ⅡorⅢ) 10 52.6 59.8 45.9

被害箇所数 正解率の平均(%) 最⼤正解率(%) 最⼩正解率(%)
がけ型 2 77.6 77.8 77.4
丘型 20 57.6 74.4 47.0
平坦型 5 35.0 43.8 28.3

ツイン型(ⅡorⅢ) 6 45.7 50.6 42.9
ツイン型(ⅢorⅣ) 6 51.6 54.9 47.5
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യ程度ϩ）が一つのᦆയᯟに存在しているࠋこの場合ࠊV

ᦆയᯟにされるᦆയ程度にはࠊᦆയ面✚のᗈいࡦび

れを᥇用するとᦆയ程度Ϩとなりࠊ範囲は⊃いが㞳

を᥇用した場合はᦆയ程度ϩとなりࠊホ౯が分かれる結

果となるࠋ 

ᅗ �� 「最大面✚」または「最大ᦆയ程度」の例 

４－２� ᦆയ⠊ᅖのุ᩿
 ᦆയᯟの囲い方についてࠊᅗ � で指示をしたがࠊᅗ �

のようにࠊᦆയ範囲をᗈく囲う事例と⊃く囲う事例がΰ

在した結果ࠊホ౯のばらつきが発生したと考えられるࠋ

ᦆയ範囲の基準について定められていないためࠊ⤫一す

る基準を設ける必要があるࠋ 

ᅗ �� ᦆയ⟠所の囲い方の例 

４－３� 考ᐹ
 ᦆയ程度の判断によるばらつきの発生要ᅉはࠊ��同一

真内の他のᦆയとのẚ㍑ࠊ��ᦆയ程度の௦⾲を「最大

面✚」か「最大ᦆയ程度」とするかࠊ��認識したᦆയ範

囲の大ᑠࠊの㸱つが考えられるࠋ同一真内の他のᦆയ

とのẚ㍑についてはࠊᦆയ程度「Ϩまたはϩ」や「ϩま

たはϪ」のように判定が � 段㝵ずれることはあってもࠊ

ϨとϪでばらつきが発生する事例はなかったࠋこの理由

としてࠊᦆയ程度Ϫ以上では㺀外ቨの下地ᮦが見える㺁状

態という基準がありࠊ下地ᮦが見えていなければࠊᦆയ

程度Ϩまたはϩで判断されるࠋ 

 実際の調査現場ではࠊさまざまな程度のᦆയは当↛調

査員の目に入るためࠊ単に内㛶府の資ᩱをみて判断する

だけではなくࠊᦆയ間のẚ㍑によっても判断されている

と推察されるࠋ 

㸳．ࡲとめ
 本研究ではࠊ建物被害認定調査における調査員のᦆയ

程度の判断のばらつきの現状とその要ᅉについて検討し

たࠋばらつきが発生する要ᅉとして㸱つの要ᅉを指摘し

たࠋこれらの要ᅉはࠊそれぞれ単独で発生している場合

もあるがࠊ対㇟によっては組み合わさって発生している

場合もあるࠋ特に近接するᦆയとẚ㍑してしまう要ᅉはࠊ

人間の調査員にとっては避けることができないࠋこれを

回避するためにはࠊ$, の⏬像認識ᢏ術などを活用しࠊ対

㇟とするᦆയのみに着目して判定するしくみの構築が有

効であろうࠋあるいはࠊ現行の � 段㝵のᦆയ程度の分類

はࠊそもそも人間には判別不能ではないかとも考えられ

るࠋそこでࠊ判定する基準の段㝵を例えば � 段㝵に減ら

せばࠊ調査員の判定結果にばらつきが減りࠊ調査結果の

公ᖹ性を保つことも可能になると考えられるࠋ 

㸴．ᚋのㄢ㢟
 本研究ではࠊᦆയ程度のばらつきについてϨ㹼Ϫを要

ᅉ分ᯒしたがࠊϫとϬのデータが不足していたためࠊ分

ᯒをすることができなかったࠋ今後はࠊϫとϬのᦆയデ

ータを追ຍしࠊ再度分ᯒする必要があるࠋ 

またࠊばらつき発生の要ᅉについてࠊ考察した㸱つの

要ᅉにຍえてࠊ調査員の経験やࠊᢏ術職なのか事務職な

のかなど職務の違いなどࠊ調査員の個別事情の違いによ

る影響も分ᯒする必要があるࠋこのような点をあきらか

にするすることはࠊ調査員への効果的な研ಟ方法の開発

につながると考えているࠋ 
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RFID管理による災害時流出LPガス容器のドローン探索 
Drone Search for Spilled LP Gas Containers during Disasters with RFID Management 
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Information on LP gas containers as social infrastructure is managed by each filling and inspection company 
using bar codes, but this information is not shared by the LP gas industry. Issues such as management costs and 
productivity under normal circumstances, and the search and identification of spilled containers in the event of a 
disaster, have been pointed out. This time, a demonstration experiment was conducted using a platform based on 
RFID management and a drone equipped with an RFID reader, and a search experiment using a drone was 
conducted on the assumption that an LP gas container with an RFID tag attached would leak out during a disaster. 

Keywords: RFID, LP Gas Containers, Disaster Outflow, Unmanned Aerial Vehicles, DX 

1．はじめに

LPガス容器は重要な社会インフラであるが、その取扱

いには注意を払うべき容器であるため、厳格な個体管理が

必要である。LPガス容器は平均20年のライフサイクルで

使用され、充填事業者、販売事業者、検査業者、ユーザー

としての事業所や家庭などの間を循環している。現在、個

体管理にはバーコードが活用されることが多く、検査情報

や充填期限等の情報が照会できる。しかし、業界全体とし

てバーコードが統一されておらず、充填事業者ごとに異な

るバーコードとデータベースで管理されている。 
災害時に電力や都市ガスが停止しても、LPガス容器は

燃料として迅㏿に供給、使用できる良さがある。反面、土

石流や津波などで流出してしまうと、二次被害のリスクが

ある危険物となり、早期の回収が必要となる。ところが、

現在の管理手法の限界や制約により、容器個体の探索や識

別に多大な時間が必要1となっている。また、回収できて

も管理元が特定できないLPガス容器にはガスの充填が行

えず、エネルギーインフラ復旧の弊害にもなっている。こ

れもバーコードが共通化されていないためといえる。 
津波や大規模な河川氾濫、土砂崩れ等でLPガス容器が

流出した災害時、その探索を行い、流出したLPガス容器の

回収を円滑に行うことが業界全体の長年の課題であり、経

済産業省からの要請2もある。しかし、二次災害、二次被

害の恐れから容易に現場に近づくのは困難な場合がある。 
近年、災害時におけるインフラ整備の観点から、LPガス

容器にガスを緊急充填できる「中核充填所3」が整備され

ている。しかし、各社ではそれぞれ異なるバーコードで管

理を行っているため、対応できないバーコードが貼付され

ていると中核充填所で充填できないこともある。また、容

器に複数のバーコードが貼られるなど煩雑な管理がなさ

れている状況もある。 
バーコードでの管理は、各社の業務内ではある程度有効

であっても、ひとたび広域での管理が必要になった場合や

災害時の大規模流出の際には役に立たないと考えられる。 
今回、岐阜県DX推進コンソーシアムワーキンググルー

プ事業費補助金事業の支援を受けた幹事企業の有限会社

笠原商事は、通常の取引を超えた管理の可能性を検証する

以下の3点に取り組んだ。現在のバーコードしか対応でき

ない入出荷・検査結果を管理するシステムから、災害時に

共有できるRFIDに対応した「試作システム」を作成する

こと。管理コードが共通化されたRFIDと「試作システム」

のデータベースとが照合できること。本学と連携して災害

時の流出容器の個体識別の実験を行うこと。である。 
この「災害時共有プラットフォーム」となる検証を通し

て業界への波及を意図している。 
RFIDによる管理を導入することは、LPガス容器製㐀時

に振られる固有の識別記号をRFIDに紐づけ管理すること

が可能となり、広く管理コードの共通化を図ることができ

る。そして、大規模災害等での流出時、容器に貼り付けた

RFIDタグを読み取るリーダーをドローンに搭載し探索す

ることで、効果的な探索が可能となるのではないか。今回

はドローンによる探索の実証実験を中心に報告する。 

2．実証実験の事前準備 

2.1 RFIDリーダーと探索用ドローン 

図 1 平成 30年西日本豪雨時の流出容器回収の様子 
LPガス災害対策マニュアル第 3次改定版参考資料より

地域安全学会梗概集 No.54, 2024. 5
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今回使用したRFIDリーダーは株式会社キーエンスの

「ハンディーターミナルDX-W600」で、 「高出力ユニット

DX-RH1」で拡張し、読取り距離の拡大を期待した。カタ

ログ等には明確な到達距離の記載は無かったが、販社担当

者からは15～20m程度届くことを聞いた。

ドローンはDJI製の産業機「Matrice 350 RTK」（以下M
350）に撮影用のカメラ「Zenmuse H20」 （以下H20）をペ

イロードした。これにリーダーとそのペイロード用の自作

ユニットを含めてペイロード許容重量内に収め、最大離陸

重量の範囲内とした。その分、最大飛行時間（ペイロード

無しで55分）がやや短くなっている。

2.2 実験試験局（無線局）の開設 

RFIDを業務で使用する場合、電波法第27条の29第2項の

規定により、 「920MHz帯移動体識別用陸上移動局」の構内

無線局の登録が必要である。 
今回の実証実験にあたり、想定する使用方法の場合につ

いて東海総合通信局に問い合わせたところ、規定の無線局

ではない実験試験局4の免許手続きを行うこととなった。 
東海総合通信局及び総務省本省の指導を受け、2024年7

月から実験内容、使用する機器の電波規格、岐阜女子大学

の対応、RFIDリーダーメーカーとの連絡、確認、調整を経

て、「実験計画書」を約4か月かけて作成した。これと 「実

験試験局無線局免許申請書」「実験試験局無線局事項書」

「実験試験局無線局工事設計書」とともに東海総合通信局

に11月に提出、11月末日に「実験試験局無線局免許状」の

交付を受けた。 

2.3 RFIDの読取有無の検証パターン 

災害時の流出を想定したとき、RFIDタグを貼り付けた

LPガス容器がどこにどのような状態となっているかは不

明なことが予想される。従って、ドローンを飛行させなが

らRFIDリーダーで読み取る場合、一定の範囲をマッピン

グによるフライトプランを立て、自動飛行させながら探索

する方法が想定された。 

そのため、RFIDタグ（LPガス容器）の状態がどのよう

な場合ならドローンに搭載したRFIDリーダーから読み取

れるかの想定パターンを作成した。 
2.3.1 測定限界の検証（屋外で容器から何ｍまで離れて

読めるか：最大20ｍを想定） 
以下の各状態での読み取り可能距離の測定。 
・タグが視認できる（正面）

・タグの一部が視認できる（側面等：角度による検証） 
・タグが視認できない（背面）

・電波の反射が期待できる（密集）

・電波の反射が期待できない（孤立・端）

2.3.2 災害時を想定した探索境界線の検証 

転倒している状態、土砂に埋もれている状態、水没して

いる状態での各場合について、以下の状態での読取り状況。 
・タグが視認できる（正面：水深）

・タグの一部が視認できる（側面等・斜方向：水深）

・タグが視認できない（背面・水没）

・電波の反射が期待できる状態（水没状況：浅瀬・水底

の状態：岩・石・砂･･･）

・電波の反射が期待できない（水没状況：水底の視認不

可の水深･･･）

・流れや波がありタグが見え隠れする（探索継続時間：

どの程度探索を継続できるか）

・流れている場合（探索継続時間・距離：どの程度追跡・

探索を継続できるか） 
＊検証の内容と状況によって、検証の範囲等を調整する

場合ありとした。 

3．実証実験と考察 

3.1 実証実験の概要 

2.3の検証パターンで読み取れたかどうかの実験では、

RFIDリーダーが読み取ったタイムコードとカメラH20が
撮影した動画のタイムコードをつき合わせることで、LP
ガス容器の流出場所を特定できるのではないかと考えた。 
まずは地上にRFIDタグを貼り付けたLPガス容器を散乱

させた。実験場が見渡せる広さだったので手動操縦で飛行

させ、各容器の異なる方向と角度から探索が可能かを検証

した。 

3.2 使用したRFIDタグの読取りとCSV出力 

実 証 実 験 に あ

たって、笠原商事で

準備されたタグは

図4で、専用プリン

タで出力している。

表面は実験用の試

作システム用共通

バーコードで、パッ

シブタイプのRFID
タグが内蔵されて

いる。

これを今回のLP
ガス容器のRFID管理用に開発されたアプリが内蔵された

リーダー（図5の右が初期画面）で、ドローン飛行ではCSV
出力のモードで読み取る。（図5の右がCSV出力画面：サン

プル）CSV出力はタグ番号と読取り時のタイムコードが記

録される仕様になっている。

アプリ起動後、CSV出力モードで高出力ユニットの電波

発出トリガーボタン押すと電波の発出と読取りが始まり、

図 2 ハンディターミナルを高出力ユニットで拡張 

図 3 実証実験で使用するドローンにカメラとハンディター
ミナル・高出力ユニットをペイロードし飛行する様子

図 4 共通バーコード（表面）と裏
面（RFID タグは内蔵） 
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再度トリガーボタンを押すと電波発出が停止する仕様で

あるため、トリガーONにしてから飛行を開始した。 
読み取ったタグの情報は画面の「CSV出力」 （図5右）ボ

タンでCSVデータとしてリーダー本体の専用フォルダに

保存される。

3.3 ドローンの飛行とカメラ映像の記録 

ドローンM350に搭載したカメラH20を真下に向け、

RFIDリーダーと同じ角度で動画撮影を行った。動画には

タイムコードを記録する仕様とした。（図6）

RFIDリーダーのCSVデータとドローンのカメラ映像の

タイムコードは、リーダーの時計とドローンの時計とでタ

イムラグがあるので補正を行った。

3.4 実証実験の結果 

2024年1月に陸上で行った実証実験では、8本の容器を図

7のように散乱させ、その上空を高度5mで飛行し読み取り

を行った。この時は表1の5本を読み取ることができた。 
読み取り状況を検証した結果 （図7）、各容器に貼り付け

たタグNo.（緑字）をどの順に読み取ったのか（赤字①～

⑤）。カメラ映像から読み取ったドローンの飛行航路（青

色矢印）において、どの位置とタイミングでタグを読み

とったか （ドローンアイコンと赤色矢印）で表示している。 
高度については、検証パターンの2.3.1で検証した結果、

今回のリーダーとドローンの組合せでは、タグが正面また

は一部がカメラから視認できれば、5ｍがほぼ読み取りで

きる高度と判断したことによる。 
先述の15～20mという到達距離とならなかったのは、

リーダーをドローンに搭載したときの電波干渉や振動の

影響を考えた。しかし、RFIDリーダーをドローンに搭載

せず、単独で検証しても、屋外では同様に5ｍ程度であっ

た。

屋内での到達距離の検証では、壁や床、天井等の反射の

ためか電波がやや遠くまで届き、10ｍ前後で読み取れた。

屋外では電波が拡散し、反射が期待できないのではないか

と考えられる。 
できるだけ読み取ることを前提としたので、手動操縦で

飛行させたため、航路はややアバウトとなり、飛行㏿度も

秒㏿0.5～1ｍ前後の低㏿で飛行した。 
図7中のJOC14587，JHR63868，JGV14042の3本はタグの

貼り付け位置が上もしくは横から視認できる状態であっ

たが読み取れなかっ

た。反面、JGV48712
（図8），JEW09429，
JOA16435は、タグの

貼り付け位置が下向

きで、上空のドロー

ンからは視認できな

い状態だったが読み

取ることができた。

電波が地面等で反射

したのではないかと

考えられる。

図7の読取り後、探

索航路の方向及び飛

行高度による読取り

高度 RFIDタグNo. リーダー時間 タイムラグ カメラ時間

① 5m JOK42260 14:57:16 0:00:34 14:56:42 
② 5m JGV48712 14:57:58 0:00:34 14:57:24 
③ 5m JEW09429 14:58:10 0:00:34 14:57:36 
④ 5m JGV53876 14:58:35 0:00:34 14:58:01 
⑤ 5m JOA16435 14:58:43 0:00:34 14:58:09 

図 5 リーダーによる読取りアプリ画面（左）と 
CSV出力による読取り結果画面（右） 

図 6 ドローンからの撮影画像（高度 5ｍで飛行・撮影時
のスクリーンショット：タイムコードは拡大表示） 

表 1 RFID リーダーの読取りタグと動画のタイムコード 1 

図 8 上空から視認しにくいタグ
位置の容器（JGV48712） 

図 7 ドローンによる読取り状況 
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の違いを検証した（表2，図9）。図7の探索方向に対し、約

90度方向を変え、まずは高度5ｍで全体の上空を一通り飛

行した後、4ｍに高度を下げて探索した。 

図中の記号や矢印は図7に準じ、オレンジ色の航路は高

度4ｍの飛行航路である。図9の飛行では図7で読み取れな

かったJOC14587，JHR63868，JGV14042を読み取れたが、

図7で読み取れたJGV53876は読み取れなかった。 

3.5 実証実験の考察 

RFIDタグを貼り付けたLPガス容器をドローンに搭載し

たRFIDリーダーで読み取る実証実験は、一定の条件や制

約下ではあるが、可能であることがわかった。 
今回の事業の期限的な制約と実験試験局の手続きに時

間をとられ、検証期間は1ヶ月半程度となり、2.3の検証パ

ターンは未検証の部分がある。特に、水上での読取りなど

は検証には至っていないが、陸上なら地面やLPガス容器

同士の反射で、タグがドローンから視認できなくても読み

取ることができるようである。反面、視認できる位置でも

読み取れない場合、ドローンの飛行方向や高度を低くする

（距離を縮める）ことで読み取れる場合もあった。また、

5ｍを越えて読み取れる場合もあるようである。

実際の災害時の流出範囲を想定した場合、広範囲の探索

が想定される。今回使用したドローンの場合、安全等を考

慮した1回のフライト可能時間は30～40分前後と仮定する

と、1度に探索できる範囲はその飛行㏿度によって異なっ

てくる。そのため、検証パターンにドローンの飛行㏿度を

加える必要があると考える。 
当初想定していた高度15～20mでの探索は現状では難

しく、高度5ｍの場合、陸上で探索する場合は周辺の樹木

や構㐀物等の障害物の影響を考慮する必要があり、自動飛

行には限界が生じると考えられる。 
こうした課題に対し、広範囲の探索場所の全体を、ある

程度の高度（20～30ｍ）で映像のみの記録で飛行させ、そ

の映像を画像解析した後、LPガス容器と判別された個所

をある程度特定し、その場所へRFIDリーダーで再探索を

行う２段階の探索が有効だと考えられる 

4．おわりに 

現在、東海総合通信局へ水上での実験のため、笠原商事

近くのため池と広範囲の探索を想定し、本学構内を実験試

験局における無線の移動範囲の追加申請をおこなってい

る。許可が下り次第、これらの探索を検証したい。 
本年1月1日に発生した能登半島地震においても、令和6

年1月5日付で「令和6年度能登半島地震により埋没・流出

したLPガス容器による事故防止について」（注意喚起）5が

経済産業省産業保安グループから出ている。 
近年の大規模災害の頻発状況から、災害におけるドロー

ンの各方面での活用への期待が大きくなっている。LPガ
ス容器流出による社会問題の解決に、本実証実験が貢献で

きることを期待している。
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図9 図7の飛行航路の横方向からの読取り 

表 2 RFID リーダーの読取りタグと動画のタイムコード 2 
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   This paper reviews the disaster response of local administrative agencies as a disaster recovery project, and then 
summarizes the response situations and issues of the local government agencies in the case of disasters that occurred 
in Wakayama, especially those that cannot be handled under the Act on National Treasury’s Sharing of Expenses for 
Project to Recover Public Civil Engineering Works Damaged by Disaster. The paper also examines the situation 
assessment and decision-making process in the field, and organizes the decision-making process by applying the OODA 
loop as a management method. Furthermore, based on the five elements necessary for disaster response extracted from 
the experience of the Kii Peninsula flood disaster, the diversity of issues that arise in disaster response is presented. 

Keywords : the disaster response of local administrative agencies, the situation assessment and decision-making 
process in the field, the OODA loop, the five elements necessary for disaster response 

１．はじめに 
本研究は2011年に発生した紀伊半島大水害の経験をき

っかけに，和歌山県における紀伊半島大水害への対応や

栃木県における2019年東日本台風災害への対応を，公共

土木施設災害復旧を担当する県庁の出先機関による現場

対応の視点から調査を進めたものである． 

従来，県庁組織は本庁を中心に一括りに捉えられ，出

先機関の活動に焦点があてられることはあまりなかった．

しかし，災害対応は現場での活動が重視されることはも

とより，出先機関が自律した組織として活動しなければ

ならない場面も多く存在する． 

そこで，地方における行政機関の災害対応を災害復旧

事業として概観した上で，和歌山で発生した災害事例と

して，特に負担法（第3章参照）では対応しきれない事例

を対象に，出先機関の対応状況や課題を整理した．また，

現場における状況判断や意思決定過程の検証を行うとと

もに，マネジメント手法としてOODAループを適用して意

思決定過程を整理する．さらに，紀伊半島大水害の経験

から抽出された災害対応に必要な５つの要素を踏まえ，

災害対応で発生する課題の多様性を提示する． 

２．既往研究 
 大規模災害発生直後，地方自治体では災害対策本部が

開設される．災害対策本部のマネジメントに関し，近藤

ら 1) は ICS の「目標による管理(Management by Objective)」
の視点からその組織・体制や運営・機能を分析し,  蛭間

ら 2) は新潟県において組織の分化によって危機的環境に

適応した事例を紹介している．また，緊急・応急対応時

の人的運用に関し，被災自治体への人的支援としてはひ

ょうご震災記念 21 世紀研究機構研究調査本部の報告書 3) 

や内閣府のガイドライン 4) が公表されているほか，受援

側，支援側の双方から，主として組織論の立場で様々に

研究されている 5) 6) 7)． 
さらに災害対応マネジメント力の向上に関し，土木学

会建設マネジメント委員会 8) では東日本大震災における

東北地方整備局の対応を例として，被災市町村への広範

な資機材の緊急支援について取りまとめている．あるい

は消防庁 9) では危機管理における市町村長の責任や心構

えなどについてまとめている． 
これらの既往研究では組織全体のマネジメントに着目

しているが，現場で発生する課題等の解決までの過程に

関して十分な議論がなされていないものと考えられる．  

３．負担法の概要と負担法で対応しきれない事例 
 公共土木施設の災害復旧事業では「公共土木施設災害

復旧事業費国庫負担法」（略称「負担法」）という法律

がある．自然災害の発生により，地方公共団体が管理す

る公共土木施設に被害が発生した場合，負担法に基づい

て対応することが前提となっている． 
負担法は，第 1 条（目的）に「この法律は，公共土木

施設の災害復旧事業費について，地方公共団体の財政力

に適応するように国の負担を定めて，災害の速やかな復

旧を図り，もつて公共の福祉を確保することを目的とす

る」とあるとおり，自然災害の発生により，地方公共団

体が管理する公共土木施設に被害が発生した場合，国の

支援によって速やかに復旧できるようにと定められた法

律で，図 1 は負担法に基づく災害復旧事業の流れについ

て示したものである．通常の道路建設事業とか河川整備

事業であれば予備設計から工事着手まで早くて 3 年かか

るような手続きが、災害復旧事業の場合はおよそ 3 か月

で進められる．だからこそ被災状況を把握し，地域の実

情を理解する現場の責任は重いと言える． 
負担法による災害復旧事業の採択要件には「①異常な
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天然現象、②公共施設、③地方公共団体等の施行」とい

う３つの条件がある．これらの条件に対し，現実にはそ

の条件にそぐわない事象が多々あり，例えば，雨の降っ

ていないときに土砂災害が発生する，河川水位がそれほ

ど上がっていないけれども橋の橋脚が倒れる，あるいは

公共施設と民間施設（民間管理地）がそれぞれ適正に維

持管理されていたとしてもそれぞれの被害が相互に影響

を及ぼす場合などがある．さらに被災箇所の隣接地で民

間施設が被災し，同時に復旧しなければ機能回復が難し

いとか，あるいは被災箇所が複数の所管にまたがるなど

により調整が困難な場合などがある（表 1）．そうした

場合には，個別の対応が求められることとなる． 

４．振興局制度と土木事務所制度 
 土木系部署の出先機関の組織形態として，振興局制度

と土木事務所制度がある．全国的には 47 都道府県のうち，

振興局制度をとっているのは 16，土木事務所制度は 31
（著者調べ）となっている．それぞれの制度の組織的な

違いは，振興局制度の場合は振興局を介して平時より地

域ステークホルダーをはじめとする関係機関との連携が

図られやすいのに対し，土木事務所制度の場合は本庁の

指揮の下，個別行政が強力に推進される．一方，災害時 

図 1 災害復旧事業の流れ 

写真1 橋脚の変位による路面の屈曲 

には現場における意思決定に大きな違いが生じるものと

考えられる． 本論文では，振興局制度における出先機関

の意思決定過程を調査するため，振興局制度をとる和歌

山県における災害事例のうち，災害復旧制度の適用外で

あった事例における意思決定過程を調査した． 

５．負担法で対応しきれない災害事例の調査 
(1) 災害対応マネジメントとしての OODA ループ

災害対応マネジメントでよく用いられる手法として

PDCA サイクルが知られている．PDCA サイクルはもと

もと品質管理から生まれた手法で，業務の継続的な改善

を図る意思決定モデルとして，災害対応では津波防災計

画や業務継続計画などの策定・運用で用いられる．一方，

OODA ループは，もともとアメリカ空軍の軍事戦略家が

提唱したモデルであり，変化する状況を「観察

（Observe）」し，それぞれの状況に応じて「状況判断

（Orient）」のうえ，随時かつ柔軟に行動の「意思決定

（Decide）」を行い「行動（Act）」する概念とされ，限

定的な情報しか得られない環境下での意思決定手法とし

て危機管理などの場面で多く引用されている 10) 11)．災害

という不確実性下で状況判断や瞬時の行動に重点をおく

手法として，また県の権限を執行するにあたり迅速な意

思決定を行うという観点からも，現場対応のマネジメン

トを扱う今回の検証に適当であると考えられる．(図 2)
(2) 調査した災害事例

調査の対象としたのは和歌山県における3件の事例であ

る．1件目は2017年10月22日，台風21号の豪雨に伴い，和

歌山県紀の川市西脇地区で斜面崩落が発生した．崩落し

た斜面の上部には供用前の広域農道が建設されており，

道路も含めて被災した．また，崩落土の移動先に家屋が

あり，住民1名の死亡が確認されたほか，人的・物的被害

が発生した．発生当初から農道が被害の原因であるとの

指摘があり，被災原因の究明と責任の所在についての判

断が求められた． 

2件目は県道橋「恋野橋」の橋面変状を発見したことが

発端となる被災事例の現場対応である． 

恋野橋は和歌山県北部を流れる一級河川紀の川に架か

る車道橋である．2018年10月30日に道路の定期パトロー

ルで橋面の変状を確認し，その後，橋脚の傾斜を確認し

たため（写真1），11月2日から全面通行止めとした．並

行して新恋野橋の建設が進められていたが，完成には1年

半ほどかかる予定であり，地域の交通手段を確保する対

策が求められた．

3件目は2019年7月28日，和歌山県田辺市上秋津で県道

田辺龍神線沿いの山腹が崩壊し，道路が崩土と巨石で塞

がれ通行止めとなった．崩壊した山腹は保安林に指定さ

れ，以前より治山事業が行われており，地すべりの兆候

が確認されているところであった．山腹は更なる崩壊が

いつ起こってもおかしくない状況で崩土除去のみによる

通行再開は見込めず，早期通行確保のための対策につい

ての判断が求められた． 

図 2 マネジメント手法 

表 1 負担法で対応しきれない事象 
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(3) OODA ループを適用した意思決定過程の検証

本稿の3事例における意思決定過程を整理した．ここで

は事例2を参考に図3に示す．この事例では災害復旧過程

として1過程，OODAループとして4過程の計5過程を考えて

いる．災害復旧過程としては，そのまま放置すると危険

であり，新橋の建設にも影響しかねない被災した旧橋の

撤去を意思決定し，工事を推進する過程である．OODAル

ープの過程ではまず緊急対応の過程，次に県としての方

針を決定する過程，三つ目は関係者との調整の過程，四

つ目は調整後の執行に向けての意思決定過程である．そ

れぞれのループの中で単純に完結しているわけではなく，

ループ間で共通した活動がなされている，あるいは新た

な意思決定に以前の状況判断が影響しているなどの状況

があることも見てとれる．つまり，事例が異なれば，あ

るいは状況が変化すれば意思決定過程が変動するのでは

ないかという予想ができる．

災害復旧過程及び緊急対応過程と方針決定の過程は県

全体の災害対応の中においてはPDCAサイクルの一部とし

て計画策定から実行への過程であると見ることもできる．

一方，課題の顕在化については次のOODAループの観察の

段階であると見ることもできるが，あくまで課題は次の

マネジメントのきっかけととらえ，また，確認・改善と

いったマネジメントの過程を踏まえたものでもないこと

からこの図の中ではOODA ループの外付けに整理するもの

である．

県の出先機関にとって地域ステークホルダーと想定さ

れるものとして，市町村，建設業事業者，教育関係組織

など様々な組織が考えられるが，本事例における3つ目の

調整の過程において最も重要な地域ステークホルダーと

想定されるのは地元自治会である． 

地元自治会は地域の社会環境を熟知しているのみなら

ず，事業を進めるにあたり必要な借地等において，地権

者と最も近い存在でもある．そのため，県の計画を理解

してもらうことはもちろんであるが，災害対応という急

を要する事業の中では県と地元自治会との協働関係は欠

かせない．本事例においては県の提示した仮橋の計画が

地元説明会で否定された後，速やかに地元としての意見

がまとめられ，県に対し要望書という形で逆提案された

という経緯がある．従来地域ステークホルダーは組織に

とって外部環境として認識され，そのストレスを組織内

部でどのように処理されるかが組織マネジメントの要素

と理解されている．しかし災害対応では，本来は相互に

自律的である組織間において相互に依存的である場合が

ある． 

６．５つの要素から見た災害対応の課題 
(1) 災害時に必要な 5 つの要素

太田ら 12)は 2011年紀伊半島大水害の災害復旧における

現場対応の課題を整理することを目的とし，県の出先機

関として災害復旧を担当する機関の長である建設部長の

経験者に対するアンケートやヒアリング調査を実施した． 
そしてアンケート調査の結果として，紀伊半島大水害の

経験、特に人員体制に関する意見から組織マネジメント

の問題を抽出するとともに，建設部長時代に「うまくで

きた」と思うところから，スピード，コミュニケーショ

ン，インフォメーション，プランニング，プレゼンテー

ションという災害対応に必要な 5 つの要素を抽出した．

(2) 5 つの要素から見た出先機関の課題

OODA ループで整理されたマネジメントの状況をさらに

詳しく検証するため，災害時に必要な 5 つの要素に即し

て課題を整理したものが表 2 である．また，表 3 は 3 件

の災害事例の総括である．表中の◎と〇は表 2 の備考欄

で同じ記号の記載された課題があることを示すもので，

その他の課題は△としている．今回の３つの事例では災

害対応で必要な 5 つの要素それぞれで何らかの課題が示

されている．災害事例 1 で重要なポイントが被災者との

コミュニケーションに見られたように，災害事例 2 では

工費・工期の検討や社会環境への影響（交通弱者への対

応）などを踏まえた仮設ルートのプランニングが最重要

課題であり，また，災害事例 3 では幹線道路の利用者に

対して，地元要望を踏まえた復旧計画を提示していくこ

とが最重要課題であった．

７．考察 
 災害対応を 5 つの要素に振り分けて整理することによ

り，災害対応で発生する課題の多様性と，それぞれの課

題に対して，そもそもの重要度や対応の難易度，他組織

や社会への影響度などに濃淡・強弱のある具体の内容が

明らかとなり，ポイントを押さえた対応が求められ，ま

た組織間関係の対象者や関係を構築する方法が変化する

ことを理解しなければならないと考えられる． 

図3 災害事例（県道橋の被災）における意思決定過程 
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表2 災害事例（県道橋の被災）における課題の整理 

表3 災害対応に必要な要素に即した課題整理（総括） 

８．今後の研究 
 今回の調査研究では，振興局制度をもつ和歌山県の出

先機関の調査を基に現場での課題の多様性と組織間関係

の変化が明らかとなった．このことが土木事務所制度の

場合はどのように表れてくるのか，さらに他府県の事例

を調査していく必要がある．災害という不確実性下の下

で，出先機関が自律した組織として，地域のステークホ

ルダーと如何に対峙し，組織としてどのような行動を起

こしていくか，組織行動論からのアプローチに期待され

る．
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地形データの精度に着目した小規模河川の 
氾濫危険箇所推定に関する考察 
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   Recently, flood hazard maps have become necessary for small rivers. In E River in the northern part of Kyoto 
Prefecture, which is the subject of this study, flood hazard maps have not been prepared and the flood hazard areas are 
unclear. To study the estimation method of flood hazard areas, the influence of topographic data on two-dimensional 
flood inundation analysis and the effectiveness of LiDAR topographic data acquisition were discussed. As a result, the 
two-dimensional inundation analysis was able to reproduce realistic flood inundation phenomena by reflecting the 
surveyed river channel data in the existing data. In addition, LiDAR acquired accurate information on the length and 
width, although the positional information needed to be modified. 

Keywords : Hazard map, Small river, Inundation analysis, LiDAR, Manning’s formula 

１．はじめに 
 近年，小規模河川において洪水ハザードマップの作成

が求められている．令和元年東日本台風 1)では宮城県丸

森町を流れる阿武隈川支川の内川・新川・五福谷川の 3
つの小規模河川において浸水被害が発生している．これ

らの河川では水防法 2)による洪水浸水想定区域の指定義

務がなく，浸水の想定に含まれていなかった．これを踏

まえて「小規模河川の氾濫推定図作成の手引き」3)がと

りまとめられた．この手引きにおいて氾濫解析に用いら

れる河道測量データは，国土地理院の基盤地図情報数値

標高モデルや航空レーザー測量から得た表面の三次元計

測データである．しかし，これらのデータは整備されて

いない箇所があることや川幅が狭い場合，既存の手法で

は河道形状を十分に捉えられないなどの課題が同手引き

でも述べられており，小規模河川における氾濫危険箇所

を推定するための実用的な手法の開発が必要といえる． 
 そこで本研究では京都府北部を流れる小規模河川を対

象として，(1)二次元氾濫解析に及ぼす地形データの影響，

及び，(2)LiDAR による小規模河川の地形データ取得の有

効性について考察する． 

２．対象河川 
 本研究では京都府北部を流れる小規模河川(本稿では E
川と表記する)を対象とする．E 川の概要を図 1 に示す．

本河川では洪水ハザードマップが作成されおらず，氾濫

時の危険箇所が不明瞭である．また川幅が 4～5 m と狭い

図 1 対象河川 
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為，既存の標高データの基盤地図情報数値標高モデルの

5m メッシュ 4)(以下，5mDEM)のみでは河道をシミュレー

ション上で再現することは難しいと考えられる．なお，

図中右に配置している写真は E 川の上流から下流方向に

向かって撮影しており，右手が右岸，左手が左岸となっ

ている．写真左上の数字は 4 章で述べる計測区間の番号

である．

３．二次元氾濫解析による氾濫危険箇所の推定 
3.1 氾濫解析 
 本研究では iRIC・Nays2DFlood5)を用いた二次元氾濫解

析を行う．本ソフトでは河道及び氾濫域を平面二次元モ

デルで計算することによって河道形状を考慮した解析が

可能である．解析メッシュサイズは概ね 1 m×1 m とし，

粗度係数はコンクリート水路の標準値 6)として 0.015 を与

えた．流入流量は河道計画時に用いられていた再現期間

10年計画洪水流量を参考に 30 m3/sに設定した．また，氾

濫域においては家屋等の建築物が分布している．本解析

では家屋を障害物セルとして解析メッシュに設定した． 

3.2 河道データの反映と解析ケース 
 図 2 に本解析での対象範囲を示す．E 川の上流部(約
1.68 km2)はほとんどが山地であり，下流部(約 0.59 km2)は
大部分を平地が占め，家屋等の建築物が分布している．

また，解析範囲の上流部には河道が 90 度折れ曲がる地点

(以下，直角カーブ)が存在しており，一次元のモデルで

は流れに対する直角カーブの影響を考慮できない為，二

次元のモデルで計算する必要がある．よって氾濫した際

の危険性を把握する為に，5mDEM を地形データとして

用い，iRIC・Nays2DFlood で家屋等が分布する下流部に

おいて解析メッシュを図 3 の左図のように作成した．さ

らに，この解析メッシュに対して GNSS 測量及び簡易レ

ーザー測量で取得した河道データを反映したものを図 3
の右図に示す．河道がはっきりと確認でき，1 m×1 m の

メッシュデータに反映できていることがわかる．河道デ

ータを反映していない解析メッシュを CASE-1，河道デ

ータを反映したものを CASE-2 として，それぞれ二次元

氾濫解析を実施する．

図 2 解析範囲 

図 3 解析メッシュ(標高コンター図) 

3.3 解析結果と考察 
 図 4 に CASE-1，CASE-2 の河道内及び氾濫域の最大水

深コンター図を示す．図より、CASE-1の河道データなし

の解析では図中の赤枠に示した箇所で氾濫していること

が確認できる．一方，CASE-2の河道データありの解析で

は，直角カーブでの氾濫を除いて氾濫箇所を確認できな

い．河道データの有無によって氾濫挙動に差が生じたこ

とが明白である．解析に使用した地形データは 5mDEM
であり，E 川のような川幅が狭い場合は河道がシミュレ

ーション上で再現されず，計画洪水流量を流下させるこ

とができていない．川幅が狭い河川を対象とする際は，

5mDEM だけでなく河道データを測量で取得し，解析メ

ッシュに反映する必要がある． 

図 4 河道データの有無による氾濫挙動の違い 

 図 5 に CASE-2 の直角カーブにおける最大水深と流速

ベクトルを示す．河道データありの解析では直角カーブ

での氾濫が確認できる．直角カーブでの氾濫が発生した

原因としては，流れの滞留が考えられる．この部分での

流速ベクトルは図中の赤枠に示すように渦巻いており，

流れの滞留が発生している．これによって水位が上昇し，

直角カーブでの水深が河道深さを上回ったと考えられる．

また，図の左下あたりには障害物として設定した家屋間

に河川水が滞留している様子も見て取れる．以上より，

5mDEM のみを用いた解析メッシュでは氾濫解析の精度

が低いが，河道データを反映させることができれば，二

次元氾濫解析の信頼性が向上できるといえる． 

図 5 最大水深と流速ベクトル 

４．LiDARによる小規模河川の測量 
 LiDAR 機能を利用した測量技術は，1960 年代には開発

されており，それほど新しいものではないが，近年，ス

マートフォンに LiDAR 機能が搭載される等、誰もが容易

に使用できる状況となっている．本研究で対象とする小

規模河川に対して，容易に入手できるレベルの LiDAR 機

器を用いた測量を実施し，その有効性について考察する．

4.1 使用機器 
 本研究では iPad Pro (第 3世代)のLiDAR機能を用いた．

使用アプリは Scaniverse7)である．このアプリでは最大 5 
m 先までの範囲を計測できる．E 川では計測地点から対

岸の距離は 4～5 m であり，河道内にも立ち入ることがで

きた為，河道全体の計測ができた．計測の際には iPad の

内蔵 GPS/GNSS 機能による位置情報も同時取得される． 

4.2 河道形状の計測 
計測区間については河道全体を一度のスキャンで計測
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するとデータ容量が大きくなり，処理の時間が長くなる．

そこで，下流部から上流部を図 6 に示す①から⑫の区間

に分割して計測した．また，E 川に架かる橋を計測デー

タの重ね合わせ作業の際の目印とし，区間境界に当たる

橋をオーバーラップさせて計測した．

図 6 計測区間 

図 7 は区間②の計測データを位置情報付きの点群デー

タ(LAS 形式(WGS84/UTM zone 53))で出力し，点群処理ソ

フトの Cloud Compare8)で表示したものである．河道形状

や橋が高精度で再現されており，任意の位置での河川断

面形状の抽出が可能となった．

図 7 計測データ(区間②) 

図 8 計測結果(変換前・変換後) 

 次に，計測データの位置情報を確認する為，得られた

点群データを GISソフト(QGIS9))で地理院地図上に表示し

た．図 8 の左図はその結果であり，位置情報は地図上の

河川の位置とのずれが大きい．これは iPad の位置情報を

用いていることが原因であると考えられる．一般的にス

マートフォンなどで用いられている位置情報の測定方法

は単独の受信機で 4 つ以上の GPS や GNSS の衛星から電

波を受信し，位置を算出する単独測位である．その為，

衛星の位置誤差によって約 10 m の誤差で位置が決定され

る 10)．一方，右図は計測データを式(1)により XY 平面上

で座標変換(回転と移動)をした結果である．

(X
'

Y')= (
cos θ - sin θ
sin θ cos θ ) (

X
Y)+ (

∆X
∆Y) (1) 

X'：X 座標の変換値［m］，Y'：Y 座標の変換値［m］

X：X 座標の計測値［m］，Y：Y 座標の計測値［m］ 
∆X：X 座標の移動値［m］，∆Y：Y 座標の移動値［m］ 
θ：回転角［°］ 
 なお，式(1)の X，Y 座標は測定区間ごとに平均座標を

原点とした座標である．表１は，移動量 ∆X，∆Yと回転

角度 θ である．この表より各区間において座標変換の設

定値がばらついており，iPad の位置情報は誤差が大きく，

誤差の程度は測定の度に異なるといえる． 
 しかしながら，図 8 より変換後の点群の位置は地図上

の河川と一致していることから，LiDAR で得られた点群

の相対的な位置関係は信頼できるものであるといえる． 

表 1 座標変換の設定値 

4.3 一次元等流計算 
 LiDAR により得られた河川断面を用いて，マニングの

式による一次元等流計算によって満水時の流速及び流量

を求める．そして，計算結果から E 川において最も流下

能力が小さく，氾濫の危険性が高い箇所を推定する． 
 河道断面の抽出には Cloud Compare の断面図作成機能

を用いた．抽出した断面の例を図 9 に示す．作成した断

面図に雑草などのノイズがある場合は，この部分を削除

し修正する．また，抽出した断面は開断面である為，閉

断面として処理する．両岸で高低差がある場合は低い方

の岸を基準とした閉断面として扱う．これは両岸に高低

差がある場合，低い方の岸が満水時に先に溢れ出すから

である．また，河床での点群データが空白の部分は水面

の為，LiDAR 計測が出来なかった区間である．ただし，

観測を行った時期の E 川の水深は深くても 20 cm 程度で

あった為，空白の前後の座標を直線で繋いでいる．河道

断面は基本的に 5 m ごとに作成した．マニングの式を式

(2)に示す．

Q=A
1
n
(
A
S
)
2
3
I
1
2 (2) 

Q：流量［m3/s］，A：断面積［m2］ 
n：マニングの粗度係数，S：潤辺［m］，I：勾配 
 ここで断面積Aは図 9に示すような座標点で囲まれる多

角形の面積として求める．マニングの粗度係数nはコンク

リート水路の標準値である 0.015 とする．潤辺Sは図 9 の

断面を構成する点群において，連続する 2 点間の距離の

総和である．勾配Iは GNSS 測量により得られた標高を用

い(一部区間はデータ欠測のため地理院地図の標高値を代

用)，その区間の平均勾配を用いた．

図 9 断面図 

4.4 計算結果と考察 
 図 10 に起点からの距離に対する各区間の標高・断面

積・流速・流量の変化を示す．⑫の区間は河道が 90 度折

れ曲がっている為，下流・上流の 2 つの区間に分割して

表示している．また，図中の破線部は断面を抽出できな

かった区間であり，線形で補間している． 
断面積は区間同士がほぼ連続的に繋がっているが，流

区間 θ［°］ ΔX［m］ ΔY［m］
1 19 18 -1

2 -2 4 -26

3 -1 2 -6

4 -1 10 -28

5 -5 17 -21

6 -2 18 5

7 -13 31 -8

8 -7 21 -28

9 -4 19 -18

10 -3 15 -8

11 -1 15 18

12 -3 10 -17
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図 10 E川の各区間の標高・断面積・流速・流量 

速においては区間境界で大きく変化している．これは，

流速を求めるための勾配の値として，区間ごとの平均勾

配を用いていることが原因である． 
以下に図から得られる主な考察を記す． 

 区間①は E 川において平均的な最大流量を有している

区間である．③，④，⑤，⑧，⑨などの区間も 40～60 
m3/s の流量で推移しており，流量的に安定した区間であ

るといえる． 
区間⑥は前後の区間と比較して，最大流量が大きくな

っている．断面積の値は前後の区間との差はあまり見ら

れないが，勾配が前後に比べて大きく，その為，流量が

大きくなっていることが確認できる． 
 区間⑦は本研究での一次元等流計算の結果で最大流量

が全区間において最も小さい区間である．よって，最も

氾濫の危険性が高い箇所であると考えられる．この区間

は断面積と勾配の双方が小さいことが原因であると考え

られる． 
 区間⑪は断面積・流速及び流量が急激に増加している

箇所が見られる．これは上流方向に比較的急な勾配とな

っており，これに沿って断面積及び流速が増加している

為である． 

５．結論 
 本研究では京都府北部を流れる小規模河川を対象とし

て，(1)二次元氾濫解析に及ぼす地形データの影響，及び，

(2)LiDAR による小規模河川の地形データ取得の有効性に

ついて考察した．以下に得られた知見を示す．

(1)二次元氾濫解析に及ぼす地形データの影響

1) 河道データの有無によって氾濫域の差が大きいことを

確認することができた，測量によって河道データを取得

し，既存の地形データに反映させることによって，より

現実的な洪水氾濫現象を再現することが可能となった． 
2) E 川直線部分では計画洪水流量を流下させることがで

きたが，上流部の直角カーブにおいて氾濫が確認された．

氾濫の原因としては，直角カーブにおける流れの滞留に

伴う水位上昇による越水である．

3) 建物を障害物セルとして設定することによって，家屋

間における氾濫した河川水が溜まりやすい箇所をシミュ

レーション上で可視化することができた．

(2)LiDAR による小規模河川の地形データ取得の有効性

1) LiDAR による河道形状の計測によって，位置情報に関

しては修正が必要であるが，長さ及び幅方向に正確な情

報を取得することができた．

2) 計測した各区間の点群データから作成した 3Dモデルに

よって河道の様子を視覚的に把握することができた．

3) 一次元等流計算を計測データから抽出した連続的な断

面を用いて計算したことにより，断面積・流速・流量の

変化を詳細に確認できた．そして最大流量の観点から氾

濫の危険性が高い箇所を推定することができた．

 今後の展開として，LiDAR で得られた高精度の地形デ

ータを二次元氾濫解析で使用する地形データへ反映させ

ることで，小規模河川の氾濫危険箇所の推定精度が向上

することが考えられる．ただし，氾濫解析で用いる地形

データ(解析メッシュ)に得られた点群データをすべて反

映することは，計算機能力等の鑑定から現実的ではない．

解析結果に及ぼす地形データの精度については今後さら

に検討する必要がある． 

謝辞 
 本稿の作成にあたって，E 川の基礎資料の提供をいた

だいた舞鶴市役所の東山直様をはじめとする職員の皆様

には厚く御礼申し上げます． 

参考文献 
1)宮城県，令和元年東日本台風，宮城県の災害対応の記録とそ

の検証，p.18，https://www.pref.miyagi.jp/documents/9059

/842408_1.pdf(2024年 3月 5 日閲覧)

2)e-GOV法令検索，水防法，https://elaws.e-gov.go.jp/docume

nt?lawid=324AC0000000193(2024年 3 月 5日閲覧)

3)国土交通省，小規模河川の氾濫推定図作成の手引き，

https://www.mlit.go.jp/river/shinngikai_blog/tyusyokasen/

pdf/manual.pdf(2024年 3 月 5日閲覧)

4)国土地理院，基盤地図情報ダウンロードサービス，https://f

gd.gsi.go.jp/download/ref_dem.html(2024年 3月 5 日閲覧)

5)iRIC，ソルバー，Nays2DFlood，https://i-ric.org/solvers/

nays2dflood/(2024 年 3月 5 日閲覧)

6)国土交通省，近畿地方整備局，設計便覧(案)，第 2 編，河川

編，第 11 章，水路，p.4，https://www.kkr.mlit.go.jp/plan

/jigyousya/technical_information/consultant/binran/etsu

ran/qgl8vl0000005eb1-att/sekkei02_11.pdf(2024年 3月 5日

閲覧)

7)Scaniverse-3D Scanner with LiDAR for iPhone and iPad，h

ttps://scaniverse.com/(2024年 3月 5 日閲覧)

8)Cloud Compare，3D point cloud and mesh processing softw

are Open Source Project，https://www.cloudcompare.org/

(2024 年 3月 5 日閲覧)

9)QGIS，https://qgis.org/ja/site/(2024 年 3月 5 日閲覧)

10)国土地理院，GNSSを使用した測量のいろいろ，https://www.

gsi.go.jp/denshi/denshi45009.html(2024 年 3月 5 日閲覧)

－ 194 －



 

 
 

SfM/MVS  
Estimation of Building Inclination Damage Assessment of Residences Using SfM/

MVS  
 

 1  2 2 
Michiru SUGIMOTO1 , Munetoshi IWAKIRI2and Takumi FUJIWARA2 

 
1  
     Graduate School of Applied Mathematics, National Defense Academy of Japan 

2  
     Department of Cyber and Computer Science, National Defense Academy of Japan 
 

This study proposes a method for assessing the damage status of disaster-stricken houses remotely by muni
cipal surveyors. Three-dimensional models are generated from models generated from images captured by res
idents of the building's exterior, and the inclination is calculated using sensor values from the image data. 
While conventional methods require precautions to ensure that only gravity, not other acceleration, is present
 during image capture, this method considers factors such as camera shake during capture. Furthermore, data
 is sorted, unnecessary data is removed, and the model is regenerated and recalculated. This approach aims 
to classify damage assessment surveys of houses in accordance with future standards. 
 
Key Words : Structure from Motion, Multi View Stereo, Accelerations Sensor, disaster-stricken houses, Inclin

ation 
 

 
 

 

地域安全学会梗概集 No.54, 2024. 5

－ 195 －



 

n
k

g=
(x,y,z) nCk

n k

g' R1

R2

g'

g'=R2 R1 g   

n nCk

 

－ 196 －



 

 

 

－ 197 －



 

 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

－ 198 －



–

–

ືຊᏛⓗ᩿ᒙ◚ቯࡿࡼࣥࣙࢩ࣮࣑ࣞࣗࢩ⮬Ⓨⓗ◚ቯṆ᮲௳
Study of a model condition for spontaneous rupture stopping 

by dynamic fault rupture simulation 

⏣ᒣۑ 㞞⾜
1
㸪⩚⏣ ᾈ

1
㸪 㝯ኴ

2
㸪⸨ཎᗈ⾜

3 

Masayuki YAMADA1, Koji HADA1, Ryuta IMAI2 and Hiroyuki FUJIWARA3

1 (ᰴ)ࢡࢵ࢙ࢪ࣮ࣗࢽ ◊✲㛤Ⓨࣉ࣮ࣝࢢ

     Research Laboratory, NEWJEC Inc. 
(ᰴ)ࢬ࣮ࢪࣟࣀࢡࢸ㸤ࢳ࣮ࢧࣜࡎࡳ 2 㒊ࣥࣙࢩ࣮ࣗࣜࢯࢫ࢚ࣥࢧ

     Science Solutions Division, Mizuho Research & Technologies, Ltd. 
3 (ᅜ◊)㜵⅏⛉Ꮫᢏ⾡◊✲ᡤ ࢡࢫࣜࢻ࣮ࢨࣁࢳ࣐ࣝホ౯◊✲㒊㛛

     Multi-hazard Risk Assessment Research Division, National Research Institute for Earth Science and Disaster 
Resilience 

   The model condition for spontaneous rupture stopping was discussed by dynamic fault rupture simulation. The 
dynamic fault rupture simulation was conducted using the three-dimensional finite difference method without giving a 
priori rupture starting area by changing the coefficient of friction or changing the frictional constitutive law. It was 
conducted on condition that the shear rigidity was changed along the fault plane and that the shear stress on the fault 
plane was loaded by forced displacement of model edges. Spontaneous rupture stopping was clearly represented by 
giving the non-uniform forced displacements. 
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Vp

(km/s)

Vs

(km/s)

ρ

(t/m3)

D1 D1
D2 D2
D3 D3
D4 D4

D7 B7 D7

D6 B6 D6

D5 B5 A5 B5 D5

B1
B2
B3
B4

Ѝ化x–
任km健–

嘉性宏–––––嘉康挙–––––––––––––––––––––––––––––––––––––––––––宏––––––––挙–––––––––––––––––––––––––––––––––康挙–––––––性宏–

宏–
–

–
–
慮–

Ў–
化z任km健–

崎慮–
–

崎擦–
–

崎果–

D1 D1
D2 D2
D3 D3
D4 D4

D7 B7 D7

D6 B6 D6

D5 B5 A5 B5 D5

B1
B2
B3
B4

x–

y–
z–

ᙉไኚ–ᙉไኚ–

挙㸣ῶ–
ᙉไኚ–

挙㸣ῶ–
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–

–

(4)ẁ㝵ⓗ࡞㍕Ⲵ᮲௳㍕Ⲵ⠊ᅖ

᩿ᒙ㠃┤ࡿࡍ∦ഃࣝࢹࣔࡢ➃㒊(y = 㸫15 km)ࢆᅛ

ᐃࡋ㸪ᑐഃࣝࢹࣔࡢ➃㒊(y = +15 km)㠃ᙉไኚ

ቯ◚ࡢᒙ㠃᩿ᛂຊ᩿ࢇࡏࡍಁࢆቯ◚ࡢ㸪᩿ᒙ㠃࠼ࢆ

᭱㸪᩿ᒙ㠃ࡣ㸬ᙉไኚࡓࡏࡉ⏕Ⓨࢆᛂຊ┤ࡿࡆጉࢆ

᩿ࢇࡏࡢᛂຊࡀⓎ⏕ࡿࡍ᪉ྥࡓࡋ㸬ᙉไኚึ᭱ࡣ

ࡢ 7 ⛊㛫࡛ࡽ㍕Ⲵࡋ㸪ࡢࡑᚋࡢ 93 ⛊㛫᩿ࡣᒙ㠃ࡢ

≧ែࢆ☜ㄆྜࡓࡗ࠸ࡿࡍィ 100 ⟭༢ィࢆ⟭ィࡢ⛊

㸪ࡓࡲ㸬ࡓࡋ㏉ࡾ⧞ࢆ⟭༢ィ࡛ࡲࡿ⮳㸪᩿ᒙ◚ቯ࡚ࡋ

ᙉไኚࡢ x ᪉ྥᡂศࡀ 5 m ᩿࡚ࡋ㏉ࡾ⧞ࢆ⟭༢ィࡢ

ᒙ◚ቯࡓࡗ⮳ሙྜ㸪㸯༢๓ࡢ◚ቯ๓ࡢ≧ែᡠࡋ㸪

ᙉไኚ㔞ࢆῶ࡚ࡋࡽ༢ィ⟬ࡾ⧞ࢆ㏉ࡓࡋ㸬x ᪉ྥᡂ

ศࡢᙉไኚ㔞ࡣ㸪5 m㸪1 m㸪0.2 m㸪0.05 m㸪0.01 m ࡢ

㡰ῶࡓࡋࡽ㸬༑ศᑠࡿࢀࡽ࠼⪄࠸ࡉ 0.01 m ᙉไࡢ

ኚ㔞(x ᪉ྥᡂศ)᩿ࡿࡌ⏕࡚ࡗࡼᒙ◚ቯࢆᮏ◊✲࠾

㸬ࡓ࠼⪄ᯝ⤖ࣥࣙࢩ࣮࣑ࣞࣗࢩⓗ᩿ᒙ◚ቯືࡿࡅ

᩿ᒙ㠃ࡢ◚ቯࡍಁࢆᛂຊࢆⓎ⏕ࡿࡏࡉᙉไኚࡣ㸪x = 
±15 km 㸪x = ±30 km࡚ࡏࡉῶࡽ ࡚࠸࠾ 5%ᑡࡃ࡞

タᐃࡓࡋ(ᅗ-2)㸬ࡣࢀࡇ㸪ᐇ㝿ࡢᆅẆ࡛ࡣᆒ㉁ࡸ࿘㎶ࡢ

᩿ᒙࡢᏑᅾ࡚ࡗࡼ≉ᐃ᩿ࡢᒙᚲࡶࡋࡎᆒ୍࡞ᙉไኚ

ࡀస⏝ࢆࡇࡿࢀࡽ࠼⪄࠸࡞ࡋ᰿ᣐࡿ࠸࡚ࡋ㸬

㸱㸬ືຊᏛⓗ᩿ᒙ◚ቯࣥࣙࢩ࣮࣑ࣞࣗࢩ⤖ᯝ
(1)◚ቯࡿࡅ࠾◚ቯ้ศᕸ◚ቯ㛤ጞⅬ

ᅗ-3(a)㸪(b)ࡣ㸪ࢀࡒࢀࡑᙉไኚࢆ 5%ῶ࣮ࢣࡓࡋࡽ

㸬ࡿ࠶ቯ้ศᕸ࡛◚ࡿࡅ࠾◚ቯࡢࢫ࣮ࢣࡢ㸪ᆒ୍ࢫ

◚ቯࡉ῝ࡣ z = 5㹼8 km  㸪z = 5㹼8ࡵࡓࡓ࠸࡚ࡋ㞟୰
km Ⅼࡢ㸬◚ቯ㛤ጞ๓ࡿ࠸࡚ࡋ♧࡚ࡋᣑࢆ㒊ศࡢ

ࡽࡉࡽ 100 ⛊㛫ࡢィ⟬(0.01 m ༢ࡿ࠼ࢆ㏣ຍኚࡢ

ィ⟬)ࡓࡗ⾜ࢆ㝿ࡓࡌ⏕ᗈᇦ◚ቯ࡛ࡿ࠶㸬

(b)ࡢᙉไኚࡀᆒ୍ࡢࢫ࣮ࢣࡢ⤖ᯝࡿࡳࢆ㸪◚ቯ

ࡾࡲጞࡀቯ◚ࡽప㏿ᗘഃࡢቃ⏺㒊ࡢᗘᕪ㏿ࡣ x = ±20
㹼25 km ࡛Ṇࡿ࠸࡚ࡋ㸬ࡶ࡛ࢫ࣮ࢣࡢࡇ◚ቯࣝࢹࣔࡣ

➃ x = ±25 km ࡽ࠼⪄ࡿ࠸࡚ࡋṆ㸪⮬Ⓨⓗࡎࡽ⮳

ࢆᙉไኚࡢ㒊➃ࡢ㸬(a)ࡿࢀ 5%ῶࡣ࡛ࢫ࣮ࢣࡓࡋࡽ㸪

ྠᵝ◚ቯࡀ㏿ᗘᕪࡢቃ⏺㒊ࡢప㏿ᗘഃࡽ◚ቯࡀ㛤

ጞࡋ㸪x = ±20 km ㏆࡛Ṇࡿ࠸࡚ࡋ㸬᫂ࡽ⮬Ⓨⓗ

㸬ࡿࢃࡀࡇࡿ࠸࡚ࡋṆ

(a)ᮏ◊✲ࡿࡅ࠾◚ቯ้ศᕸ(ᙉไኚ 5㸣ῶ) 

(b)᪤ ◊✲  ቯ้ศᕸ(ᙉไኚᆒ୍)◚ࡿࡅ࠾(7
ᅗ-性 ◚ቯࡿࡅ࠾◚ቯ้ศᕸ 

 

㔞ศᕸࡾࡍ(2)

ᅗ-4(a)㸪(b)ࡣ㸪ࢀࡒࢀࡑᙉไኚࢆ 5%ῶ࣮ࢣࡓࡋࡽ

ቯఏ㏿ᗘศᕸ࡛◚ࡿࡅ࠾◚ቯࡢࢫ࣮ࢣࡢ㸪ᆒ୍ࢫ

㸬ࡿ࠶

◚ቯ㛤ጞ┤ᚋࡢࣝࢹࣔ㏿ᗘࡀపୗࡿࡍ x = 5㹼8 km 

㏆࡚࠸࠾ᒁᡤⓗ◚ቯఏ㏿ᗘࡀࡀࡍ♧ࢆ್࠸ࡁ㸪

◚ቯ㡿ᇦࡢ୰ኸ㒊ࡿࡍ┠╔㒊ศࡣ◚ቯఏ㏿ᗘ

ࡀ 1.5 km/s㹼3.0 km/s ࡛㸪᪤ ࡢ◊✲(ࡤ࠼㸪Somerville 
et al.(1999)13))ࡿࡼ㐣ཤࡢෆ㝣ᆅ㟈ࡢ◚ቯఏ㏿ᗘ 2.4㹼
3 km/s  㸬ࡿ࠶ㄪⓗ࡛

ᅗ-5(a)㸪(b)ࡣ㸪ࢀࡒࢀࡑᙉไኚࢆ 5%ῶ࣮ࢣࡓࡋࡽ

㸬ࡿ࠶㔞ศᕸ࡛ࡾࡍࡿࡅ࠾◚ቯࡢࢫ࣮ࢣࡢ㸪ᆒ୍ࢫ

x ᪉ྥ 0.01 m ࡿ࠶༢ィ⟬⤖ᯝ࡛ࡿ࠼ࢆ㏣ຍኚࡢ

ࡣ㸪ᅗ-5࡛ࡵࡓ 1 cm(0.01 m)௨ୖࡾࡍࡢ㔞ࡢ✵㛫ศᕸࢆ

㸬ࡓࡋ♧

⣙ࡃࡁࡶ㡿ᇦ࡛᭱࠸㏆ቯ㛤ጞⅬ◚ࡣ㔞ࡾࡍ 40㹼
50 cm ◚㸪ࡣ࡛ࢫ࣮ࢣࡢᆒ୍ࡀᙉไኚࡢ㸬(b)ࡿ࠶࡛

ቯࡓࡌ⏕ࡀ x = −10㹼10 km㸪z = 6㹼7 km ࡶ⠊ᅖ࡛᭱ࡢ

◚㸪ࡎࡏ㐩➃ࣝࢹࣔࡣࡾࡍ㸪ࡋ♧ࢆ㔞ࡾࡍ࡞ࡁ

ቯࡣ⮬ⓎⓗṆࡿࢀࡽ࠼⪄ࡿ࠸࡚ࡋ㸬(a)ࡢ➃㒊ࡢᙉ

ไኚࢆ 5%ῶࡣ࡛ࢫ࣮ࢣࡓࡋࡽ㸪◚ቯࡓࡌ⏕ࡀ x = −7
㹼7 km㸪z = 6㹼7 km 㸪ࡋ♧ࢆ㔞ࡾࡍ࡞ࡁࡶ⠊ᅖ࡛᭱ࡢ

⮬☜᫂ࡾࡼࢫ࣮ࢣࡢ㸪ᆒ୍ࡎࡏ㐩➃ࣝࢹࣔࡣࡾࡍ

ⓎⓗṆࡿࢃࡀࡇࡿ࠸࡚ࡋ㸬

(a)ᮏ◊✲ࡾࡍࡿࡅ࠾㔞ศᕸ(ᙉไኚ 5㸣ῶ) 

(b)᪤ ◊✲  ቯఏ㏿ᗘ(ᙉไኚᆒ୍)◚ࡿࡅ࠾(7
ᅗ-4 ◚ቯࡿࡅ࠾◚ቯఏ㏿ᗘ 

(a)ᮏ◊✲ࡾࡍࡿࡅ࠾㔞ศᕸ(ᙉไኚ 5㸣ῶ) 

(b)᪤ ◊✲  㔞ศᕸ(ᙉไኚᆒ୍)ࡾࡍࡿࡅ࠾(7
ᅗ-手 ◚ቯࡾࡍࡿࡅ࠾㔞 

㸲㸬1995ᖺරᗜ┴༡㒊ᆅ㟈ࡢ㟈※᩿ᒙ 
ᅗ-6 ᆅ㟈άືࡢ┴රᗜࠕࡢ㸪ᆅ㟈ㄪᰝ◊✲᥎㐍ᮏ㒊ࡣ

㸰ࡽ㜰⚄࣭ῐ㊰㟈⅏ࠕࡢ㸪Ẽ㇟ᗇᅗࡢ(ᚩࠖ14≉ࡢ

㸮ᖺࠖ≉タࡢࢺࢧ➨ 4❶㈨ᩱ㞟 ࡢ(15 1995ᖺරᗜ┴༡㒊

ᆅ㟈࣒ࢬࢽ࣓࢝ࡢゎేࢆグࡋ㸪୰ኸ㒊ࡢỈⰍ࡛♧ࡓࢀࡉ

රᗜ┴༡㒊ᆅ㟈ࡢᆅ㟈᩿ᒙࡢ༡➃᥋ࡿࡍᮾすࡢ㯤Ⰽ

㸬ࡿ࠶࡛ࡢࡶࡓࡋ➹ຍࢆ⥺

⦰ᅽࡢᮾすࡰ㸪ࡣරᗜ┴༡㒊ᆅ㟈ࡽゎ࣒ࢬࢽ࣓࢝

㸬ᅗ-5ࡿࢃࡀࡇࡓࡌ⏕࡚ࡗࡼ ࡣഃࡢ⥺㯤Ⰽࡢ

㧗㏿–◚ቯ㛤ጞⅬ–

㧗㏿–◚ቯ㛤ጞⅬ–

ᙉไኚ

ῶ–
ᙉไኚ

ῶ–

－ 201 －



–

–

᭷㤿㸫㧗ᵳ᩿ᒙᖏࡸᒣᓮ᩿ᒙᖏ㸪༡ഃࡣ୰ኸᵓ㐀⥺᩿

ᒙᖏࡾ࠶ࡀ㸪ᮾすᅽ⦰ࡿࡼᛂຊࡣᚲࡶࡋࡎභ⏥࣭ῐ㊰

᩿ᒙᖏ㞟୰ྍ࠸࡞ࡋ⬟ᛶࡿࢀࡽ࠼⪄ࡀ㸬ࡣࢀࡇ㸪2 ❶

ᙉไኚࡿࡏࡉ⏕Ⓨࢆᛂຊࡍಁࢆቯ◚ࡢᒙ㠃᩿ࡓࡋ♧࡛

ࡇࡓ࠼⪄࠸࡞ࡋ⏝సᆒ୍ᒙ᩿ࡢᐃ≉ࡶࡋࡎᚲࡀ

㸬ࡿ࠶ㄪⓗ࡛

ᅗ-播 岩査査手 ᖺරᗜ┴༡㒊ᆅ㟈ࡢᆅ㟈᩿ᒙ࣒ࢬࢽ࣓࢝

ゎ件ᆅ㟈ㄪᰝ◊✲᥎㐍ᮏ㒊 Ẽ㇟ᗇࡧࡼ࠾(14  ຍ➹停(15

㸳㸬ࡾࢃ࠾
ᐇ㝿ࡢᆅẆෆᆅ㟈᩿ᒙࡢ᮲௳㏆ືࡓ࠸⏝ࢆࣝࢹࣔ࠸

ⓗ᩿ᒙ◚ቯ࡚ࡗࡼࣥࣙࢩ࣮࣑ࣞࣗࢩ㸪⮬Ⓨⓗ◚ቯࢆ

Ṇࡿࡍ᮲௳࡚࠸ࡘẚ㍑㸪᳨ウࡓࡗ⾜ࢆ㸬

ᮏ◊✲࡛ࡣ㸪ᆅẆࢆᵓᡂࡿࡍᅛయ≀㉁ࡿࡼ㟼ᒾᅽࢆ

⪃៖ࡓࡋ㸬㟼ᒾᅽࡶ㸪ᆅ㟈Ⓨ⏕ᒙୗ➃࡚࠸࠾㸪

ὶືⓗ࡞ᣲືࡍ♧ࢆᒙᅽຊࡀ㔮࡞࠺ࡼ࠺ྜࡾᆅẆὶయ

✲◊ 㸬᪤ࡓࡋ௬ᐃࢆ ᭷ࢆᗘᕪ㏿ࡣ㸪◚ቯ࡚ࡗᚑ(7

࠸ࡘ௳᮲ࡿࡍ㛤ጞⓎⓗ⮬ࡽప㏿ᗘഃࡢቃ⏺㒊ࡿࡍ

࡚ຍࡓࡋ㸬᩿ᒙ㠃┤ࣝࢹࣔࡿࡍ➃㒊㠃ᙉไኚ

ࢆ࠼㸪᩿ᒙ㠃ࢆ◚ቯ᩿ࢇࡏࡿࡏࡉᛂຊ᩿ᒙ㠃ࡢ◚

ቯࢆጉࡿࡆ┤ᛂຊࢆⓎ⏕ࡓࡏࡉ㸬ࡢࡇᙉไኚࡀᆒ୍ࡢ

ࢆᙉไኚࡢ㒊➃ࢫ࣮ࢣ 5%ῶࢆࢫ࣮ࢣࡓࡋࡽẚ㍑ࡋ㸪

⮬Ⓨⓗ࡞◚ቯṆ≧ἣࡢ㐪᳨࡚࠸ࡘ࠸ウࡓࡗ⾜ࢆ㸬ᙉ

ไኚࡀᆒ୍ࡶ࡛ࢫ࣮ࢣࡢ⮬ⓎⓗṆ࠼⪄ࡿ࠸࡚ࡋ

ࢆᙉไኚࡢ㸪➃㒊ࡀࡿࢀࡽ 5%ῶࡣ࡛ࢫ࣮ࢣࡓࡋࡽ㸪⮬

Ⓨⓗ࡞◚ቯṆࡾࡼࡀ᫂░ࡓࢀࡉ♧㸬

㸪◚ቯ㡿ᇦ୰ኸࡋ♧ࢆ㔞ศᕸ㸪◚ቯఏ㏿ᗘࡾࡍ

㒊ࡢ◚ቯఏ㏿ᗘࡀ᪤ ✲◊ࡢㄪⓗ࡛ࡾ࠶㸪ࡾࡍ

㔞ࡢ✵㛫ศᕸࡶᐇ㝿ࡢᆅ㟈ࡾࡍࡿࡌ⏕㔞ศᕸ▩

ࣙࢩ࣮࣑ࣞࣗࢩⓗ᩿ᒙ◚ቯືࡿࡅ࠾✲◊㸪ᮏ࠸࡞ࡋ┪

㸬ࡓࡋ♧ࢆጇᙜᛶࡢࣥ

㸪1995ࡓࡲ ᖺරᗜ┴༡㒊ᆅ㟈ࡢᆅ㟈᩿ᒙ࿘㎶ࡢά᩿

ᒙࡢ⨨㛵ಀࡽ㸪᩿ᒙ㠃ࢆ◚ቯࡿࡏࡉᛂຊࢆⓎ⏕ࡉ

ゝཬࡇࡿ࠶ࡀᛶ⬟ྍࡿࡍ㒊࡛ኚ➃ࡀᙉไኚࡿࡏ

㸬ࡓࡋ

ᮏ◊✲ືࡿࡅ࠾ⓗ᩿ᒙ◚ቯࡣ࡛ࣥࣙࢩ࣮࣑ࣞࣗࢩᆅ

⾲㠃࡛ࡢᦂࡢࢀ้ṔἼᙧࡀィ⟬ࡿ࠸࡚ࢀࡉ㸬ᚋ㸪ᆅ

⾲㠃࡛ࡢᦂࡓ࠸⏝ࢆࢀ㟈※࡞࠺⾜ࢆࣥࣙࢪ࣮ࣂࣥ㸪

ᮏࡢࣥࣙࢩ࣮࣑ࣞࣗࢩጇᙜᛶ᳨ドࡽࡉࢆ㐍ࡃ࠸࡚ࡵண

ᐃ࡛ࡿ࠶㸬

ㅰ㎡

ᮏ◊✲ࡣ㸪㜵⅏⛉Ꮫᢏ⾡◊✲ᡤ᩿ࡿࡼᒙᴟ㏆ഐᆅ㟈

ືホ౯ືࡢࡵࡓࡢຊᏛⓗ᩿ᒙ◚ቯࣥࣙࢩ࣮࣑ࣞࣗࢩゎᯒ

ᨭᴗົ࡚ࡋ⎔୍ࡢᐇࡍ࡛ࡢࡶࡓࡋ㸬

ཧ⪃ᩥ⊩

1)ὠ⏣୍㸸ᐊෆᐇ㦂ࡢ⤖ᯝࢆ⤌ධືࡓࢀຊᏛࣔࢆࣝࢹ

㸪ΎỈᘓタ◊✲ሗ࿌㸪ࣥࣙࢩ࣮࣑ࣞࣗࢩᒙ◚ቯ᩿ࡓ࠸⏝

➨ 93 ྕ㸪pp. 82̽88㸪2016. 
2)ὠ⏣୍㸪ᐑ⭜῟୍㸪௵ᖾ㸪ᮡᒣ♸㸪ᆤㄔ

ྖ㸸ࢺ࣮ࣞࣉቃ⏺ᕧᆅ㟈ࢆᑐ㇟ࡓࡋᐊෆᐇ㦂⤖ᯝࢆ

㋃ືࡓ࠼ࡲຊᏛⓗ᩿ᒙ◚ቯࣥࣙࢩ࣮࣑ࣞࣗࢩ㸪᪥ᮏᆅ㟈

ᕤᏛㄽᩥ㞟㸪19 ᕳ㸪4 ྕ㸪pp. 4_1̽4_12㸪2019㸬 
3)ຍ℩♸Ꮚ㸸2014 ᖺ㛗㔝┴㒊ࡢᆅ㟈ືࡢຊᏛⓗ㟈※ࣔ

ࡢࡑ)ࣝࢹ 3)㸪᪥ᮏᆅ⌫ᝨᫍ㐃ྜ㸪2016. 
4)ຍ℩♸Ꮚ㸪ᇼᕝᬕኸ㸪㛵ཱྀᏊ㸪బ➉㸪ᮡᒣ㞝
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南海トラフ地震の津波浸水域内の 

長期湛水リスク評価のための基礎的検討 
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   To evaluate the risk of long-term flooding within the tsunami inundation area caused by land subsidence due to the 

Nankai Trough earthquake, this paper compares the area of the area below 0 m elevation before and after the quake 

within the tsunami inundation area.  The results of the comparative analysis indicate that there are municipalities where 

the area of the area less than 0 m in elevation becomes more than ten times larger than before the subsidence and that 

the risk of long-term waterlogging due to the Nankai Trough earthquake may be concentrated in certain cities. 

Keywords : Nankai Trough earthquake, Long-Term Flooding, Tsunami 

１．序論 
南海トラフ巨大地震のような海溝型地震では，陸域で

大規模な地盤沈降が生じ，満潮時の平均海水面よりも標

高が広いゼロメートル地帯が拡大ことが想定される 1)．

さらに，拡大したゼロメートル地帯に津波が浸水するこ

とで，浸水した海水がそのまま陸地に残り続ける長期湛

水による被害地域が拡大することが懸念される 2)． 

長期湛水被害の最大の問題点は，浸水した海水が自然

には排水されずその場に留まることで，災害直後の救

助・救出活動から，その後の復旧・復興まで，長期間に

わたって災害対応の障害となる点にある．例えば，東北

地方太平洋沖地震では，地盤沈降により宮城県沿岸部で

海抜 0m以下の面積が 3.4倍に増加 3）し，それに伴う長期

湛水により，宮城県亘理町の荒浜小学校では約 850人が 2

日間にわたって孤立した 4)． 

南海トラフ地震に伴う地盤沈降による長期湛水につい

て検討した事例として，例えば牧ら 5)は高知市を対象に，

津波浸水後の長期湛水の被害について分析し，対応課題

の検討を行っている．高知県では南海トラフ地震による

長期湛水の発生が想定される場所を公表している 6)．さ

らに，高知市では 2019年に長期湛水エリアに取り残され

た住民の救出計画を作成している 7)．また，兵庫県でも

南海トラフ地震に伴う長期湛水被害の推計と対応の検討

が行われている 8)．このように，南海トラフ地震に伴う

長期湛水への対応は全国で検討されているが，個別の事

例に留まっており，南海トラフ地震による津波浸水が想

定される市町村のどこに長期湛水のリスクがあるのかは

必ずしも明らかになっていない． 

そこで本研究では，南海トラフ地震による地盤沈降に

伴う長期湛水のリスクを評価することを最終的な目的と

した．そのために本稿では，南海トラフ地震の津波浸水

域内において，長期湛水のハザードが相対的に高い市町

村を検討することを目的とした． 

2．分析方法 

本稿では，南海トラフ巨大地震による津波浸水区域内

の地盤沈降前後の標高0m未満の範囲の面積を市町村毎に

比較した．分析に用いたデータは，内閣府の南海トラフ

巨大地震モデル検討会が公表する「陸域における津波浸

水深データ」である．当該データは，南海トラフ巨大地

震で想定される 11ケースの津波断層モデル毎に算出され

た津波浸水区域のデータであり，10m メッシュ毎に浸水

深，地殻変動後の標高，地殻変動量が格納されている． 

本稿では，11 ケースの津波断層モデルの中でも基本的

な検討ケースである 5ケースを分析対象とした．ケース 1

は，「駿河湾～紀伊半島沖」に「大すべり域＋超大すべ

り」域を設定した津波断層モデルである．ケース 2 は，

「紀伊半島沖」に「大すべり域＋超大すべり域」を設定

した津波断層モデルである．ケース 3 は，「紀伊半島沖

～四国沖」に「大すべり域＋超大すべり域」を設定した

津波断層モデルである．ケース 4 は，「四国沖」に「大

すべり域＋超大すべり域」を設定した津波断層モデルで

ある．ケース 5 は，「四国沖～九州沖」に「大すべり域

＋超大すべり域」を設定した津波断層モデルである． 

また，当該データは各津波断層モデルで，堤防が機能

する場合と，地震動により堤防が機能しなくなる場合の

2 種類の堤防条件で津波浸水区域が算出される．つまり，

本稿では，津波断層モデル 5種，堤防条件 2種の計 10パ
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ターンの津波浸水区域を分析対象とした．

3．分析結果 
図 1，2に堤防が機能する場合と地震動により堤防が機

能しなくなる場合，それぞれの堤防条件における地盤沈

降前後の標高0m未満の範囲の面積の比較結果を示す．な

お，図中の直線は地盤沈降後の標高0m未満の範囲の面積

比を示す．また，地盤沈降後の標高0m未満の範囲の面積

上位 5 位の市町村名を示している．まず図 1 に着目する

図 1 地盤沈降前後の 0m未満の範囲の面積の比較（堤防が機能する場合） 

図 2 地盤沈降前後の標高 0m未満の範囲の面積の比較（地震動により堤防が機能しなくなる場合） 
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と，標高0m未満の範囲の面積が最も広い市町村がケース

によって異なる結果であった．ケース 1，2では伊勢市，

ケース 3～5では高知市が標高 0m未満の範囲の面積が最

も広い．また，名古屋市，西尾市，伊勢市はすべてのケ

ースで上位 5 位内に入る結果であった．特に伊勢市は，

どのケースにおいても地盤沈降後の標高0m未満の範囲の

面積が沈降前の 10倍以上拡大する結果であった．

一方で図 2 に着目すると，どのケースにおいても標高

0m未満の範囲の面積上位 5位に出現する市町村が概ね同

じであることが見て取れる．図 2 ではどのケースにおい

ても，1位が岡山市，2位が名古屋市である．またケース

1以外のケースでは，3位に大阪市がランクインしている．

また，図 2の地盤沈降後の標高 0m未満の範囲の面積は，

図 1の堤防が機能する場合の面積に比べ広い． 

図 3に伊勢市における，地盤沈降前後の標高 0m未満の

範囲の空間分布を示す．なお，津波断層モデルはケース

1の場合を示ししている．図 3から宮川や伊勢田川等の河

口周辺で地盤沈降後に標高0m未満の範囲が拡大すること

が見て取れる． 

図 4 に岡山市及び名古屋市における堤防条件毎の地盤

沈降後の標高 0ｍ未満の範囲の空間分布を示す．なお，

両市，津波断層モデルがケース 1 の場合を示している．

図 3 地盤沈降前後の標高 0ｍ未満の範囲の空間分布（伊勢市） 

図 4 堤防条件毎の地盤沈降後の標高 0ｍ未満の範囲の空間分布（左：岡山市 右：名古屋市） 

地盤沈降前の標高０m未満の範囲

地盤沈降後の標高０m未満の範囲

堤防条件：堤防が機能した場合
津波断層モデル：ケース１

堤防が機能した場合の標高０m未満の範囲

地震動により堤防が機能しなくなる場合の標高０m未満の範囲

津波断層モデル：ケース１ 津波断層モデル：ケース１
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岡山市は堤防が機能する場合は，標高0m未満の範囲が分

布しない結果であった．しかし，地震動により堤防が機

能しなくなる場合は，主に南区において標高0m未満の範

囲が分布する結果であった．名古屋市では，堤防が機能

する場合は南区に，標高0m未満の範囲が分布する結果で

あった．一方で，地震動により堤防が機能しなくなる場

合は港区を含む名古屋市の広い範囲に標高0m未満の範囲

が分布する結果であった． 

4．考察 

分析の結果，地盤沈降により，標高0m未満の範囲の面

積が地盤沈降前の 10倍以上広くなる市町村が存在するこ

とが明らかになった（図 1・2）．特に，伊勢市はどの津

波断層モデルにおいても，標高 0 m 未満の範囲の面積が

10 倍以上広くなる結果であった．このような市町村では

地盤沈降を考慮した災害対応計画の検討の必要があると

考えられる． 

また，堤防が機能する場合の条件では，標高0m未満の

範囲の面積の最も広い市町村が異なっていた（図 1）．

これは，各ケースの津波断層モデルの位置に依存してい

ると考えらる．震源に近い市町村では津波の浸水面積も

広いため，標高0m未満の範囲の面積の最も広がったと考

えられる． 

一方で，津波断層モデルによらず，どのケースにおい

ても，標高0m未満の範囲の面積が広い市町村が存在して

いた．特に，地震動により堤防が機能しなくなるケース

では，分析対象とした 5 ケースで上位 5 位に入る市町村

が概ね同じであった（図 2）．特に，すべての津波断層

モデルで上位 2 位であった岡山市と名古屋市は，の空間

分布から，堤防条件の違いにより標高0m未満の範囲の分

布が大きく異なる結果であった（図 4）．このような結

果になった要因として，堤防条件による津波浸水区域の

違いが挙げられる．堤防が機能する場合では，堤防によ

り津波の浸水が防がれるため，浸水範囲が狭くなる．特

に岡山市は堤防が機能する場合は，市内に津波はほとん

ど浸水してこないシミュレーション結果となっている．

地震動により堤防が機能しなくなる条件は，津波の浸水

に対して無防備な条件であるため，標高の低い場所はど

んな津波断層モデルの条件だろうと津波が浸水する結果

になると推察される．そのため，全国有数のゼロメート

ル地帯である岡山市や名古屋市，大阪市が上位にランク

インしたと考えられる．

なお，岡山市に分布する標高0m未満の範囲の土地利用

は主に田んぼや農地である．一方で，名古屋市は人口が

集積した工業地帯や住宅地域である．このことから，長

期湛水が発生した際の被害の様相は異なると考えられる．

そのため，南海トラフ地震時の長期湛水リスク評価をす

る際は，長期湛水域内の土地利用や人口も考慮する必要

があると言える． 

5．結論 

本稿では南海トラフ巨大地震に伴う地盤沈降によって

生じる津波浸水域内の長期湛水リスクを評価するための

基礎的検討として，津波浸水域内の地震前後の標高0m未

満の範囲面積を比較した．分析には内閣府が公表する南

海トラフ巨大地震の津波浸水区域データを使用し，基本

的な検討ケース（計 5 ケース）を対象に分析を行った．

比較分析の結果から，地盤沈降により，標高0m未満の範

囲の面積が地盤沈降前の 10倍以上広くなる市町村が存在

すること，南海トラフ地震による長期湛水のリスクは特

定の都市に集中して発生する可能性があることを明らか

にした．今後は長期湛水域内の人口や土地利用を考慮し

たリスク評価分析を実施する予定である． 
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The 2023 Kahramanmaraş Earthquake in Türkiye killed 50,339 people and caused extensive damage in a wide area 
of Türkiye and Syria. In this study, a questionnaire survey was conducted among the residents of the seven affected 
provinces in Türkiye. This paper summarizes the responses to the questionnaire survey in terms of indoor environmental 
damage and discusses the casualties and rescues. The damage in Hatay Province was large, and a similar trend to the 
2016 Kumamoto Earthquake can be seen with regard to damage from furniture overturns. In addition, there were many 
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Nanbu Earthquake.  
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１． はじめに 
(1) 研究背景

2023年 2月 6日 1時 17分(UTC)にトルコ共和国南東部
にて発生した Mw7.8 のトルコ・カフラマンマラシュ地震
では，1999年イズミット地震の死者数約 1万 5000人 1)を

上回る 50,339人が亡くなり(2023年 3月 20日現在 2))，ト
ルコ・シリアの広範囲で甚大な被害をもたらした．米国

地質調査所(United States Geological Survey，USGS)による
と，この 11 分後に Mw6.7 の余震，その約 9 時間後に
Mw7.5 の余震が発生したとされている．この地震は，人
的被害発生要因・地震動評価・構造物被害などの観点か

ら，国際的にも重要な位置づけとなる地震災害であり，

この被害発生メカニズムを解明することは，トルコおよ

び世界の地震防災・減災に資するとともに，日本におい

ても重要な示唆を与えるものとなる．

(2) 本研究の位置づけと研究目的

近年，内陸型地震の中で多くの人的被害・建物被害が

発生した日本の災害である 1995年兵庫県南部地震や 2016
年熊本地震に対して，住民を対象とした室内環境被害の

把握や揺れ，救助の有無等のアンケート調査が実施され

てきた．既往研究として，岡崎ら 3)・太田ら 4)・著者の一

部ら 5)の 1995年兵庫県南部地震に対する住民アンケート
調査がある．これらの研究は，死傷者の発生要因を住居

環境や住居被害，室内被害と変容等から整理した．2016
年熊本地震に関して，気象庁が同様の調査を実施してい

る 6)．さらに，日本に限らず，地震大国であるトルコや

台湾においても，同様のアンケート調査が実施されてき

た．USGS もアンケートによる震度調査手法を開発して
おり，Did You Feel It?というインターネットベースで調
査する仕組みを運用している 7)．したがって，室内環境

被害の状況の把握を含む，このようなアンケートによる

震度調査は，震度や被害状況を適切に評価できる方法論

である．  
著者等の研究グループでは，カフラマンマラシュ地震

を対象としたアンケートによる震度調査を実施した．震

度評価においては，現在検討中であるものの，本論文で

は，アンケートの回答のうち，「室内環境被害」の観点

からまとめ，死傷者の発生や救助の有無について考察す

る．さらに，兵庫県南部地震や熊本地震での室内被害の

特徴との比較を通して，トルコの被害の特徴を考察する． 

２．2023年トルコ・カフラマンマラシュ地震概要 
(1)地震の概要

USGSは，MM震度階級での震度マップ8)を公開してお

り，最大MMはIXであった(図1)．国立研究開発法人産業
技術総合研究所の地質調査総合センター9)は，トルコ内
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務省災害緊急事態対策庁のウェブサイトで公開されてい

る強震記録を使用し，日本で使用する震度階級を計算し

た結果を公開しており，震度6弱以上の強い揺れが150 km
近くにわたって分布していると報告している．図2に被災
地周辺の県の位置関係を示す．南西側のハタイ県のアン

タキヤ市周辺は震度6強，カフラマンマラシュ県周辺は震
度5弱から震度6強の揺れが観測されていた．

図1 USGSによる震度マップ9） 

図2 被災地11県の位置関係 

(2)建物被害・人的被害の概要
トルコの建物は，RC造住宅やレンガの組積造住宅が主

である．特に被害が甚大であった被災7県(アドゥヤマン，
ガジアンテプ，ハタイ，カフラマンマラシュ，マラティ

ヤ，オスマニエ，シャンルウルファ)の建物被害(2023年2
月19日時点)と人的被害(2023年2月24日時点)を図3に示す
10)．気象庁震度で震度6強と推測される地震断層沿いのハ
タイ県で建物被害が多く，人的被害も最も多い．次に多

いのは，震度5弱から震度6強と推察されているカフラマ
ンマラシュ県であった．

３．アンケート調査の概要 
(1)質問票の構成
本調査で使用した質問項目は，1999 年コジャエリ地震

調査 11)と 2015年ネパール・ゴルカ地震調査 12)を基に作成

した，アンケートによる震度調査票である．アンケート

調査は，Google Formと Survey123を用いたオンライン方
式であり，トルコ語版と英語版を準備した．質問項目は

表 1に示す 32問であり，地震時の回答者の場所と問 32以
外選択回答形式である．2023 年 4 月に実施されたパイロ
ット調査 13)にて把握された地鳴りの大きさや，今回の被

災地の特徴である屋上の温水器の被害の有無を追加した

質問になっている． 

(2)調査の実施
今回は，特に被害が多かった被災 7 県に着目して分析
を進める．共同研究者かつ著者の一部である Ozelから，
トルコの被災 7 県の国民教育庁教育長を通して調査の許
可を得て実施した．回収期間は 2023年 10月～11月末と
設定した．オンライン方式でのアンケート調査であり，

フォーム上で被験者(公立小・中・高校生徒の保護者)に
回答への同意を確認している．本調査内容は愛媛大学の

研究倫理申請の承認を得て実施されている(1)．回収数は

14,737, 有効調査票数は 12,798であった.
(3)回答者の位置情報の特定
トルコの行政単位は，大きい方から il(県)，ilce(郡)，

mahalle(マハレ：住区)の 3 つの単位に分節されている．
質問票では，地震時にいた県・郡，行政の最小単位であ

るマハレ名称の記入を必須としている．あわせて，地図
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図 3 2023年トルコ・カフラマンマラシュ地震での 

建物被害と人的被害 10）

建物被害 

人的被害 

表 1 アンケートの質問項目 
番号 質問項目 分類

1 地震発生時、どこにいたか？ 地震時の場所

2 地震にどのように気づいた？

3 地面の揺れをどう感じたか？

4 地震発生時、どこにいた？屋内か屋外か？ 地震時の場所

5 建物の主な材質は？

6 建物は何年前のもの？

7 建物は何階建て？

8 建物の何階で地震を感じたか？

9 地震で目が覚めたか？ 起きたか

10 ベッドは動いたか？

11 建物の中で、怖かったか？

12 壁の絵や照明など、ぶら下がっているものはどうなったか？

13 棚の上の物はどうなったか？

14 家具はどうなったか？

15 地震でどんな音が聞こえたか？

16 地下などから轟音が聞こえたか？

17 あなたがいた建物の漆喰はどうなったか？

18 外壁はどうなったか？

19 あなたがいた建物の倒壊は？

20 屋上の太陽熱温水器の被害は？

21 近所の煙突の被害は？

22 近所の石垣やレンガ塀の被害は？

23 レンガ造の建物の被害は？

24 近所の鉄筋コンクリート建物の被害は？

25 道路はどうなったか？

26 地盤の変形は？

27 あなたやご家族は建物の中に閉じ込められたか？

28 あなたやご家族の地震によるケガは？

29 地震発生時、自動車に乗っていた方は，地震をどのように感
じたか，または地震によってどのような影響を受けたか？

自動車

30 性別

31 年齢

32 揺れを感じた時、感じたこと（自由記述）

属性

揺れの感じ方

建物種別

家の中の状況

音・地鳴り

建物被害

道路・地盤

ケガ・救助

アダナ

カフラマンマラシュ

シャンルウルファ

オスマニエ

キルズハタイ

マラティヤ

アドゥヤマン

ディヤルバクル

ガジアンテプ

エラズー
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上で地震当時にいた場所を指定してもらっている(任意)．
それらの情報をもとに，位置情報を特定し，OCHA が提
供する行政界データ 14)と入力された県・郡・マハレおよ

び位置情報を照らし合わせ，それらに齟齬があるかどう

かを確認し，位置情報の精査を実施した．表 2 に分析に
使用する被災 7県の有効回答数を示す． 
(4)本報告での分析の狙い
本論文では，アンケートによる震度調査票の設問項目

のうち，室内環境に関する結果について報告する． 

表２ 県別の有効回答数 

県名 有効 
回答数 

全体回答数に 
占める割合 

アドゥヤマン 835 6.5% 
ガジアンテプ 4,747 37.1% 
ハタイ 2,120 16.6% 
カフラマンマラシュ 617 4.8% 
マラティヤ 3,097 24.2% 
オスマニエ 1,082 8.5% 
シャンルウルファ 228 1.8% 

４.室内環境被害の分析と評価
表 1 の問 10～14(家の中の状況)，問 19(建物被害)，問

28(負傷の有無)，問 29(救助の有無)の結果(図 4)に着目を
し，トルコと日本における室内環境被害の違いから，死

傷者の発生や救助の有無について考察する． 
(1)室内のベッドの動き
本設問は，インタビューによるパイロット調査の際に，

質問項目とは別に言及が多かった内容であるため，今回

加えた設問である．地震発生時が就寝時間帯ということ

もあり，図 4(a)より，どの県においても，回答者の約半
数がベッドが動いたと回答し，その他の回答者がベッド

が動いた，動いて落ちそうになった，ベッドから落ちた

と回答し，室内は相当の揺れであったことが窺える． 
(2)室内の吊り物の動き
図 4(b)より，ほとんどすべての吊り物が破損または落

下したとの回答は，ハタイ県が最も多く，2 番目はアド
ゥヤマン県であった．  
(3)室内の棚の上の物の動き
図 4(c)より，ハタイ県の被害が大きい結果となった．
特に，棚が落ちたとの回答者はやはりハタイ県が最も多

く，ハタイ県の回答者のうち 27％を占める．一方で，ア
ドゥヤマン県の被害も大きいことが把握された．  
(4)室内の家具の動き
図 4(d)より，ほとんどすべての家具が転倒し，かなり
の被害が発生したとの回答者はハタイ県が最も多く，ハ

タイ県の回答者のうち 22％を占める．ハタイ県内では，
重い家具が全体的に動き，一部転倒したとの回答が最も

多く，42％であった．カフラマンマラシュ県でも家具が
激しく揺れたが 29％，重い家具が一部揺れたが 23％，重
い家具が全体的に動き一部転倒したが 25％という結果に
なった．今回の調査では，具体的にどのような重い家具

が動いたのか特定すること難しいが，上記の結果より，

転倒または移動した割合が高いことが注目される．2016
年熊本地震 6)では，固定していない家具の被害について，

図 4 アンケート調査による室内環境被害と負傷の有無，救助の有無との関係 

（g）ハタイ県における建物被害と救助の有無 
をクロス集計した結果 

（h）カフラマンマラシュ県における建物被害と救助の有無
をクロス集計した結果 
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（e）ハタイ県における被害なし建物内の
家具の動きと負傷の有無をクロス集計した結果 

（f）カフラマンマラシュ県における被害なし建物内の
家具の動きと負傷の有無をクロス集計した結果
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（a）室内のベッドの動き （b）室内の吊り物の動き （c）室内の棚の上の物の動き （d）室内の家具の動き
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家具の移動なしが 8％，それ以外は移動したり倒れた家
具もあった．ハタイ県でも似たような傾向が見て取れる． 
(5)負傷の有無
ハタイ県とアドゥヤマン県を除く 5 県では，負傷なし

が約 90％を占める．ハタイ県では，負傷なしは 61％，ア
ドゥヤマン県では，負傷なしは 67％であり，死亡した方
がいると回答したのは，ハタイ県で 94名(4％)，アドゥヤ
マン県で 48名(6％)となった．
(6)救助の有無
負傷の有無と同様，ハタイ県とアドゥヤマン県を除く

5 県では，救助の必要なしが約 90％を占める．家族や親
戚，近所の人による救助は，ハタイ県のうち 23％，アド
ゥヤマン県のうち 20％であった．さらに，救助隊，警察，
軍隊により救助されたとの回答は，ハタイ県のうち 1％，
アドゥヤマン県のうち 1％であった．
(7)室内環境被害と建物被害，負傷・救助の有無の関係
建物が部分的に倒壊したり，完全崩壊すれば，室内環

境被害が発生し，負傷・死者の発生は否めない．ここで

は，建物被害がない回答に着目し，室内環境被害と負傷

の有無，救助の有無について，ハタイ県とカフラマンマ

ラシュ県に注目し考察をする．アドゥヤマン県での室内

環境の被害も大きいが，この回答は，その後に発生した

Mw7.5 の余震も反映されている可能性もある．現状，ア
ドゥヤマン県における日本で使用する震度階級の情報や，

この被害が本震または余震によるものなのか判断できな

いため，上記 2県に絞り考察する．
問 19で建物被害なしと回答したのは，ハタイ県のうち

63％，カフラマンマラシュ県のうち 88％であった．建物
被害なしにおける，室内の家具の動きと負傷の有無をク

ロス集計した結果を図 4(e, f)に示す(不明の回答は除く)．
その結果，ハタイ県において，重い家具の被害が重度で

あればあるほど，負傷の有無も増加する結果となった．

カフラマンマラシュ県では，ハタイ県と同様の傾向を示

す一方で，全体的な負傷の発生割合はハタイ県よりも低

い結果となった．さらに，建物被害なしにおける，家具

の動きと救助の有無をクロス集計した結果，ハタイ県で

は，1,344名の 287名が救助され，そのうち 221名が，重
い家具が全体的に動き一部転倒した以上の被害状況で救

助されたことが把握された．また，カフラマンマラシュ

県でも，544名のうち 47名が救助され，21名がハタイ県
同様の状況で救助された．

次に，ハタイ県とカフラマンマラシュ県に注目し，建

物被害と建物の中に閉じ込められた人の救助の有無をク

ロス集計した結果(不明は除く)を図 4(g, h)に示す．両県に
おいて，建物被害が大きくなるについて，倒壊建物に閉

じ込められる傾向にあることがわかる．また，誰が救助

をしたのかという観点から見ると，両県において家族や

親戚，近所の人であったという回答が多く，救助隊や警

察，軍隊との回答は少ない．しかし，カフラマンマラシ

ュ県において，完全崩壊した建物において，ハタイ県と

比較すると相対的に救助隊や警察，軍隊によって救助さ

れた回答が多い．これは，被災地の被害の規模やアクセ

スの問題，救助隊の数等にも左右されると考えれる．ま

た，建物被害なしであっても，ハタイ県では家族による

救出が 10%行われていた．建物被害と救助の有無の結果
に関する傾向は，1995 年兵庫県南部地震でも同様の傾向
が報告されている．トルコの室内家具の耐震に関する取

り組みの実施や，防災教育，住民に対する救出訓練の有

無等について，更なる分析を進める必要がある．

５.まとめ
2023 年トルコ・カフラマンマラシュ地震における被災

7 県の住民を対象としたアンケート調査を実施した．本
論文では，室内環境の被害を明らかにし，死傷者の発生

や救助の有無について考察を行った．その結果，震度 6
強とされているハタイ県の被害が大きく，家具の転倒被

害に関して，ほとんどすべての家具が転倒したとの回答

はハタイ県で 2 割を占める．また，1995 年兵庫県南部地
震の傾向と同様に，建物被害が大きくなるについて，倒

壊建物に閉じ込められる人数を増加し，家族や親戚，近

所の人によって救助された事例が確認された．今後，日

本とトルコにおける室内の家具の様相やレイアウト等も

踏まえ，考察を進める． 
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Sentinel-1衛星による山口県上関大橋の段差事故のモニタリング
Monitoring of Girder Step Accident on the Kaminoseki Bridge, Yamaguchi, 

Using Sentinel-1 Satellite 

○松岡 昌志1
，大串 文誉2

Masashi MATSUOKA1 and Fumitaka OGUSHI2 

1 東京工業大学	 環境・社会理工学院 
     School of Environment and Society, Tokyo Institute of Technology 
2 株式会社テラフェーズ 
     Terra Phase, Inc., Japan 

   On November 14, 2020, at around 8 p.m., the end of the main girder on the Murotsu side of the Kaminoseki Bridge 
in Yamaguchi Prefecture was lifted, causing a step in the road surface and resulting in a collision with a passenger car. 
In this study, a time-series interferometric analysis of synthetic aperture radar (SAR) images taken by a Sentinel-1 
satellite that had been observing the bridge since before the step accident occurred, was conducted to examine whether 
the occurrence of the step could have been predicted. 

Keywords: displacement, bridge girder, synthetic aperture radar, times-series interferometric analysis 

1．はじめに
2020年 11月 14日午後 8時頃に山口県の上関大橋にお
いて，室津側の主桁端部が浮き上がったことで路面に段

差が発生し，乗用車 1 台が衝突事故を引き起こした．
1969 年に完成したこの橋のように，高度経済成長期に建
設されたインフラ施設は我が国に数多くあり，維持管理

が課題になっている．老朽化だけでなく人口減少に伴う

労働力の減少などにより，点検には多大なコストと労力

がかかっており，管理者の負担になっている．平常時か

ら都市のインフラ施設をモニタリングし，老朽化に起因

した事故や被害を事前に防ぐことは，安全・安心な社会

を維持する上で重要である．多くのセンサを必要な箇所

に設置して異常を監視するシステムの構築などが考えら

れるが，対象となるインフラ施設を多く抱えている我が

国では限界があるため，補完的なモニタリング技術が望

まれている．本研究では，段差事故の前から上関大橋を

観測している Sentinel-1衛星の合成開口レーダ（SAR）画
像の時系列干渉解析（NN-PSI）を行い，段差発生を予見
できたのかについて考察を行った．

2．NN-PSI (Non-Linear Non-Parametric Persistent 
Scatterer Interferometry) 

NN-PSI1)は既往の時系列干渉解析の問題であった非線

形的な挙動および 2πアンビギュイティを生じる大きな
変位が推定できない点を改良し，マイクロ波が持続的に

強く散乱するピクセルについて視線方向（スラントレン

ジ方向）の時系列変位を計測する方法である．解析には

多時期の人工衛星の SAR画像を用意する必要がある．観
測の模式図を図 1 に示す．変位計測の精度はマイクロ波
の波長に依存する．ここで用いる Sentinel-1衛星はCバン
ド（波長：約 5.5 cm）の SARセンサ搭載し，位相情報か
ら変位を計測するので，精度はミリメートル相当になる．

一方，空間分解能は画像ピクセルの大きさ（Sentinel-1 衛
星は約 2 m ×約 14 m）に依存する． 

図 1	 時系列 SAR観測による変位計測の模式図 

3．SAR画像 
2014 年に打ち上げられた Sentinel-1 衛星は 2 基体制に
て運行され，それぞれ下降軌道と昇降軌道から上関大橋

を観測している．すべての観測画像が無償で利用できる

点が他の人工衛星とは異なる．本報告では，2017 年 1 月
9日から段差事故が生じた後の 2020年 12月 19日までの
下降軌道の 121 シーン（1440 日間）のデータを用いた．
送受信偏波は VVである．図 2(a)に上関大橋の SAR画像
を，図 2(b)には光学センサ画像(Google Earth)を示す．本
来の橋は 1本なのに SAR画像では 3本の線が映る．これ
は，橋桁が海面よりも高い位置にある場合に起こる現象

で，衛星から照射したマイクロ波が橋桁に直接当たった

もの（1回散乱），橋桁と海面との反射（2回散乱），そ
して，橋桁の下側と海面との複数反射（3 回散乱）が記
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録されるために発生する 2)．本研究では橋桁の変位計測

が目的なので，1 回反射のところを用いる．つまり，衛
星に近い側（図 2(a)の SAR 画像においては東側）に映る
橋について視線方向の時系列変位を推定する．

4．上関大橋の時系列変位と考察 
上関大橋とその周辺において，NN-PSIから推定したマ
イクロ波の散乱体の高さ（参照DEMからの高さ）および
位置を地図（グラウンドレンジ）に投影した結果を図 3
に示す．図中の赤点は散乱体の位置を示す．ただし，こ

の点は散乱体があると思われるピクセルの北東端である．

室津側を拡大した図には段差が生じた付近（girder-1）お
よびやや南側（girder-2）の散乱体の推定高さを示してい
る．そして，高さの値を参考にして選択した橋桁と考え

られる散乱体のピクセルを青色矩形で示している．

girder-1 と girder-2 のピクセルの時系列変位（平均）を
図 4 に示す．正の値は衛星に近づく方向，負の値は衛星
から遠ざかる方向に変位していること意味する．図より

girder-1 と girder-2 共に 1 年ごとの周期的な変位がみられ，
これは夏季の気温上昇に伴う部材の膨張に起因している．

girder-2 においてその変化が大きい．そして，1095 日
（2020 年 1 月）頃から girder-2 は衛星から遠ざかるよう
に，1300日（2020年 8月）頃からは girder-1が衛星に近
づき始め，段差発生の直前まで徐々に変位が大きくなっ

ている．なお，実際の段差の大きさは室津側で最大約

200 mm3)とマイクロ波の波長の 4 分の 1 よりもかなり大
きいため，段差発生後の推定変位には信頼性がない．橋

の水平変位がほぼゼロだとすると，視線方向の変位は鉛

直方向の変位に変換できる．段差発生の直前の変位は夏

季の材料膨張に伴う変位より大きく，視線方向の変位が

約 10 mmとするとマイクロ波の入射角を考慮した鉛直変

位は約 15 mmだったことが推察される． 

5．まとめ 
2020年 11月 14日に山口県の上関大橋において発生し
た路面段差発生を未然に予測できたのかを考察するため

に，2017 年 1 月から段差発生後まで上関大橋を観測した
Sentinel-1衛星の時系列干渉解析（NN-PSI）から橋桁の変
位を推定した．その結果，室津側の橋桁においては 2020
年に入ってからそれ以前とは異なる変位挙動を示してい

たことを明らかにした．

参考文献
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図 2	 上関大橋の衛星画像，(a) Sentinel-1 SAR画像，
(b) Google Earthの光学センサ画像

図 3	 上関大橋付近の散乱体の位置（数値は NN-PSIか
ら推定した参照 DEMからの高さ，青色矩形は
橋桁と考えられるピクセル）背景：地理院地図

図 4	 NN-PSIから推定した視線方向の時系列変位
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非常時に役立つ防災倉庫 
―３か所の防災倉庫の比較ー 

Disaster prevention warehouse useful when a disaster occurs 
‐Comparison of three disaster prevention warehouses₋ 

石原貴代 
Tkayo ISHIHARA 

名古屋学芸大学 

Nagoya university art and science 

At the neighborhood association, we toured the disaster prevention warehouse and interviewed the neighborhood 
association president. In order to review stockpiles and make improvements, it is necessary to learn about disasters from 
the government. 

Key words: Disaster prevention warehouse , stockpiles ,serve the purpose 

１．研究の背景と目的 

 日本で多発する災害、「ひとたび災害が起こると、避難所は

『住まいを失い、地域での生活を失った被災者の拠り所』とな

り、また『在宅で不自由な暮らしを送る被災者の支援拠点』と

なる。」1) 避難所運営ガイドラインの「平時から実施すべき業

務」では「避難所生活は住民が主体となって行うべきものです

が、その運営をバックアップする体制の確立は、市町村の災害

対応業務の根幹の一つと言えます。」1)と避難所生活は住民が

主体になって行うべきと記している。 

 避難所リーダーをはじめとする人材育成により、地域では自

主防災会が結成されており、「自主防災組織について」自主防

災会等の推移2)において、平成7年から平成19年までの間、組織

率(全国)が上昇し続けていることが示されている。 

 内閣府の防災のページ「特集 災害の備え、何をしています

か」においては自治体における備蓄について「市区町村等の自

治体では、災害発生時に避難所となる公立小中学校や自治体所

有の施設等に災害に備えた備蓄倉庫を設け、水や食糧、生活必

需品、医薬・医療品、また防災資機材を配置・管理している。」
3) と東京都港区の例に配置・管理している備蓄品を挙げてい

る。さらに「超高層マンションの災害に備えた備蓄」について

も事例紹介をしている。 

そこで、本研究では、住民主体の避難所生活づくりに必要な

備蓄について、自治会等の防災倉庫を見学し、自治会長等の聞

き取りをしたたので、報告する。 

２．防災倉庫の見学および聞き取り調査の対象と結果 

防災倉庫の見学・聞き取りが出来た3か所の自治会等の調査

時期、地域は、2020年愛知県A市4）、2021年名古屋市B区高層マ

ンション5）、2024年愛媛県C市で、調査は、案内役が同行し、

見学しながら自治会長等から説明を受けた。聞き取り結果は、

表１～３に聞き取り項目ごとに比較表を作成した。 

(1) 見学・聞き取り内容等の比較
調査日・調査対象の概要・調査対象の予想される災害(表１)、

自治会等の地域の様子(表２)、防災倉庫の様子とその備え・備

蓄品の使用状況(表３)と３つの表にまとめた。 

(2) 特筆すべき点
3か所の防災倉庫を比較して特筆すべきと考えた点を挙げる。

①自治会長等の任期、②備蓄品の使用・管理者、③備蓄経費の

出どころ、④復旧への視野の4つと考えられる。 

 説明頂いた三か所の自治会長等は、1年毎で交代、調査時に

20年めと着任期間が大きく違った。備蓄品の使用者は各自治会

等であるものの、その管理を市の専門職員が行っているところ

もみられた。備蓄品購入や施設の増設等に関する費用の出どこ

ろは、市や県の補助金や自治会等費が中心となるものの、自治

会で宝くじの申込みを行い当選した費用を施設改善の経費とす

るところもみられた。当面の地域被災者の支援を想定して備蓄

等を進めている2自治体等に対して、復旧を視野に入れ保険加

入し、設備が損壊した際に備えている自治会等もみられた。 

(3) 備蓄の有無・管理状況
今回見学した 3 か所の防災倉庫の備蓄内容は、A では先述の

自治体における備蓄の「配置・管理」している項目の全てが備

蓄され、B では医薬品が、C では飲料水・食糧、医薬・医療品

の備蓄が無かった。「自主防災会組織の手引き」6)では、①情

報収集・伝達用②初期消火③水防用④救出用⑤救護用⑥避難

所・避難用⑦給食・給水用⑧訓練・防災教育用⑨その他と目的

別の主な防災資機材(例)を挙げている。見学したの全ての自治

会等で⑧訓練・防災教育用は見当たらなかった。C ではさらに

④救出用防災資機材が無かったが、この地域は農業従事者も多

く④の救出用防災資機材のうち何かしらは自宅に持っていると

思われる。 

資機材は管理・保有していれば良いという事ではなく、非常

時にすぐ使えるよう点検整備や試用を繰り返す必要がある。A

では、使わないや何に使うか分からないとされていたり、使っ

たが調子が悪い備蓄品もある一方で、C では同じ備蓄品でも地

域内の業者が日常使用している様子もみられた。 

３．考察 

 3か所の自治会等においては、その場所で予想される災害、

地形・地目、住民の様子、自治会等の様子など大きく異なる状

況で、それぞれが災害に備えることに尽力していたことは言う
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までもない。しかしながら、Aにおいては、行政が主導してい

る様子がみられ自治会長は備蓄品を機会を得て使ってはいるも

ののその使途が分からなかったり、使えないと認識している状

況がみられた。Bにおいては、単年で入れ替わる理事長の下、

理事が住民のもつ問題を共有し、解決方法を探ろうとする姿勢

がみられた。Cにおいては、20年間自治会長に就き、自治会と

して整備すべき点を考え近年の災害の様子から学び、毎年工夫

をし備蓄等をしている様子がみられた。防災倉庫の見学・聞き

取りから、備蓄されていても使途不明と認識していたり、使用

機会が少なく、整備方法を理解していない機器があったり、備

蓄が必要とされていても備蓄されていない物があった。これら

は、災害に関し学ぶ機会を持つことで改善されるのではないか。 

非常時に役立つ防災倉庫とは、個人の備えとは別に自治会と

して誰でもに使える物を備え、誰でもが直ぐに使えるようにし

ておくことが必要であると考える。そのため、備蓄品の選定・

機器の整備・経費の調達等、防災に関して知識や対応能力を向

上させるため「避難所運営ガイドライン」1)に記されているよ

うに、日常の行政等支援が必要だと考え、行政が行う防災リー

ダー養成研修や、「内閣府(防災担当)『防災に関する標準テキ

スト』」を用いた講習などを受講することも必要だと思われる。 

表１．調査日・調査対象の概要・調査対象の予想される災害 

項目

1 調査日

2 場所

3

調査地域につ
いて
各市のHPより
引用
(固有名詞削除)

4

南海トラフ地
震想定
過去地震最大
モデル
HP 防災(ハ
ザード)マップ
より

5

その他の災害
の可能性
(調査地)

A市防災マップ
A学区　無し

名古屋市B区　洪水ハザード
マップ　Bマンション付近
洪水浸水予測：１～２m未満
内水氾濫浸水予測：0.2m～
0.5m未満

愛媛県C市C学区西自治会
土砂災害警戒区域(土石流)

愛知県A市A自治会 名古屋市B区高層マンション 愛媛県C市C学区西自治会

A市は愛知県のほぼ中央、西三河
地域の北西部に位置。
名古屋市や豊田市のベッドタウ
ン、農村地域と豊かな自然、産
業・自然・文化など調和のとれ
た、住環境に恵まれたまち。

B区は名古屋市の東南部に位置
し、東西、西部区界、南部に川
が流れ、平地とゆるやかな丘陵
地で形成され、恵まれた自然環
境。広い範囲で土地区画整理事
業が行われ、発展を遂げつつあ
る。

C市は平成16年4月1日に2市1町1
村が合併して誕生。愛媛県の東
部、四国の高速道路の中央結節
点に位置。市街地が瀬戸内海に
面し、法皇山脈と四国山地との
間に吉野川支流を有し、町・
海・山と多様な表情をもつ。

震度：６強～５弱
原因別死者数
建物倒壊等：5人未満　浸水・津
波：5人未満
急傾斜地崩壊等：5人未満　火
災：5人未満

震度：最小6弱、最大6強
浸水面積：浸水１㎝以上割合
2.8％
死者
建物倒壊等：約20　津波：約30

揺れ：最大震度７
最高津波水位：3.6ｍ、404分後
人的被害（冬深夜）
死 者 数：1,043人（建物倒壊：
756人、津波：26人）

A B C

2020年1月24日 2021年7月18日 2024年2月17日

表２．自治会地域の様子 

項目

6

周囲の
様子

7

住民の
様子

8

管理自治会の様子昭和56年から11年をかけ
て、住宅・都市整備公団
により開発。
街びらき：１９８８年３
月
５行政区：人口16,400
人、約6,300世帯。
全ての建物が、新耐震強
度基準（昭和56年）を満
たす。
地区のHPより

築45年　地上9階　エレ
ベーター１基　各戸は３
LDK。非常ベルボタンと
非常ベルと連動した玄関
外の非常灯あり。
理事会では、防災関係目
標と課題を設定し取り組
んでいる。

二本二級河川に挟まれた
急傾斜地の地区。
１学校区の自治会のうち
の１つ。
海から山側までの環境差
の大きな地区。
工場や低層住宅もしくは
戸建てや農地が混在す
る。

子どもから高齢者まで様々な
世帯が生活する様子が見られ
た。

理事会長によると、108世
帯。平均年齢75歳。住民の高
齢化。独居高齢者宅約1割。
一部賃貸となり子育て世代の
入居も。自主管理。管理作業
は住民が実施。１基のエレ
ベーターでは、住民が挨拶を
交わす様子も見られた。

子どもから高齢者まで様々な
世帯が生活している様子が見
られたが、自治会長による
と、住民数とその構成は
「500人くらいおる　年齢は
高いかな。」とのこと。

A B C
A市を通る鉄道(市内の駅は２
つ)の駅に近く、高層マンショ
ンと戸建ての混在する住宅
地。近くに小学校が見える。
調査地は公民館横。

高層マンションが多く、戸建
てもある地域。
調査地は高層マンション。
近くに２級河川の堤防があ
り、支流との間。
過去の地目は田。

海側に工場、主要道路が海に
並行し、その周辺は密集した
住宅地や田畑。山側へ向かう
につれ畑や敷地の広い戸建
て。高速道路が山と住宅を分
けるように走る。調査地は畑
や敷地の広い家がある地域の
公民館。

表３．防災倉庫の様子とその他の備え、備蓄品の使用状況 

項目

8

防災倉庫の様子

10
管理者

11
説明者

12
説明者の任期

13 購入経費

14 使用者

15

備蓄内容

16
その他の備え

17

日常の使用

A市危機管理課職員(機器整備等は専門
職員が行っている)
自治会

自治会 理事会 自治会

倉庫ごとに整理され工具、食品、避難
所開設用品。
中は整然と整理され、ぎっしりと水や
食品、調理道具、資機材、発電機、燃
料、毛布、トイレ、パーテーション等
が入っていた。

理事会 自治会

A市危機管理課職員3名(うち2名は専門
職員)
A学区　地区長

理事長をはじめとする理事

A B C

集会所の玄関前に大型の倉庫型防災倉
庫が３基設置。鍵は、集会場事務員と
区長が持つ。「〇〇行政区防災倉庫」
と書かれ、それぞれABCと表示。Aは
工具、Bは食品、Cは避難所開設用
品。担当者しか中身が分からない。

集会室下１階に建物内倉庫室。自治会
使用の様々な道具・備蓄品が収納され
ている。各階エレベーター横ベランダ
に物置型防災倉庫あり。その階の住民
用飲料水・携帯トイレ。

集会所は傾斜地に建っており、玄関下
がピロティ。ピロティ側面に倉庫、マ
ンホールトイレや大型クーラーボック
ス、ブルーシートなどが複数。倉庫に
はポリタンク。

地区長からの聞き取り
チェンソーとか使わない、発電機も普
段使っていない。この前使ったけど、
調子が悪い。／工具はいつ買ったか、
誰が買ったか、何に使うか分からない
(ツルハシ、スコップ、土嚢袋)ここで
は水害もないから要らない。

理事12名を対象としたアンケートより
・実体験を年に1回くらいは必要なの
か・・・。高齢化で険しいが。
・保管されている物品が管理されてい
るが緊急時の場合に冷静に扱うことが
出来るか
・必要な物の使用技術

自治会長からの聞き取り
祭りで集会場を使用。台所など集会所
の施設も使用。／発電機は、土木関係
者が通常業務で使用。／生活用水用水
道(地下水)も農作業のために日常使
用。／自由に持ち帰り使用可の土嚢を
常備。／マスコミとか見寄ったら、み
んなが困らんようにと考えとかないか
んやろと、小さいことから次々してき
たんやけど。

自治会長

ー 理事会長1年
理事12名

現自治会長は20年

市の補助金 ― 自治会費　県の補助金　宝くじ

集会室下の倉庫室に、工具や作業用
具、炊き出し資材、食糧、燃料、照
明、トランシーバーなどが保管。当年
度購入予定品として簡易トイレやブ
ルーシート、マスクなどが挙げられて
いた。

祭り小屋にマンホールトイレ6基(他2
基)、集会所ピロティに大型クーラー
ボックス、ブルーシート500枚、ポリ
タンク。生活用水給水場(地下水)が区
内3か所。移動できる調理機器。米は
各家庭で備蓄。発電機。役員各戸に無
線設置。

ー ー 災害後の復旧のために保管加入。
福祉避難所、独自契約。
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応援職員を含めた業務運営体制構築過程の実態解明

-輪島市の住家被害認定調査（第1次調査）を対象として-
Clarification of the Actual Situation of the Process of Building a Business Operation 

System Including Disaster Support Staff 
 : A Case Study of the First Residential Damage Certification Survey in Wajima City 

○藤原 宏之1 
，上杉 英一2

Hiroyuki FUJIWARA1
，Eiichi UESUGI2 

1 伊勢市役所 
    Ise City Local Government 
2 輪島市役所 
    Wajima City Local Government 

In order to clarify the process of building a business operation system including disaster support staff in disaster response, 
action research was conducted on the practical process of the residential damage certification survey in Wajima City during 
the 2024 Noto Peninsula Earthquake . As a result, it was found that the establishment of a business operation system was 
possible by delegating the authority to create manuals to support staff. Based on these results, we considered that the key to 
delegating authority lies in the sharing of goals and the division of roles toward achieving those goals, based on a unified 
recognition of the situation. 

Keywords : The 2024 Noto Peninsula Earthquake, Wajima City, building damage, disaster operation 

１．はじめに
(1)研究背景

2024年 1月 1日に発生した令和 6年能登半島地震（以
下「能登半島地震」とする．）では多くの建物被害が発

生した．2024年 2月 20日に全壊住家数が平成 28年熊本
地震を超えたことが報道されたことからも，その被害の

甚大さが示唆される 1)．住家の被害が発生すると，被災

自治体は，被災者からの申請に対して，被害の程度を証

明する罹災証明書を交付しなければならない．罹災証明

書は災害対策基本法第 90条の 2に基づき，被災自治体が
被害を受けた住家を調査（以下「被害認定調査」とす

る．）し，被災者に交付する．罹災証明書は，被災者が

各種生活再建に関する制度を利用するために用いられる．

罹災証明書の交付が遅れたことに対して，平成 28年熊
本地震の対応を基に，その原因が指摘されている．古賀

ら 2)は，益城町が熊本市などの他の被災自治体と比較し

て罹災証明書の交付が遅れた理由を，被害が大きく役場

機能が低下したことに加え，事前準備や訓練が実施され

ていないことと指摘している．総務省九州管区行政評価

局 3)の調査結果では，被害認定調査の開始が遅れた理由

の一つとして，自庁職員または応援職員に罹災証明書の

交付に関する知見を有する職員がいなかったことが報告

されている．さらに，平成 28年熊本地震で支援を行った
多くの団体からは，被災自治体の調査体制の確立や，人

員の確保が課題として報告されている 3)． 
被害認定調査を効率的に進めるための新たな取り組み

が能登半島地震で行われた．輪島市では，被災建築物応

急危険度判定の結果を利用し，遠隔地からの評価が行わ

れた 4)．珠洲市ではドローンで撮影した写真を用いて被

害認定調査の評価が行われた 5)．しかし，能登半島地震

で行われた被害認定調査の大部分は，応援職員を受け入

れ，現地調査を主として被害認定調査が行われているの

が実態である．では，被災自治体職員と応援職員の間で，

どのような役割分担や調整が行われているのであろうか．

(2)先行研究

本研究の議論に関連する応援職員と被災自治体職員の

調整に関する先行研究を確認する．新谷ら 6)は，倉敷市

の平成 30年 7月豪雨の事例を対象に，どのようなスキー

ムで支援が入ったのかを定量的に評価し，受援担当部署

のマネジメント機能の確保が受援体制の課題であること

を指摘している．しかし，本研究で対象とする個別業務

を対象とした被災自治体職員と応援職員の役割分担につ

いて分析したものではない．永松ら 7)は東日本大震災の

南三陸町の対応において，応援職員がどのような指揮命

令系統の基で活動を行ったのかを明らかにしている．本

研究に関連する結果が，応援職員への質問紙調査を通じ

て以下の 2点が判明している．1点目は，応援職員の支援

チームリーダー以外の職員であっても，支援チームリー

ダーからの指示より，南三陸町職員からの指示で活動し

ていることが多かったこと．2 点目は，複数自治体によ

って構成された支援チームほど，南三陸町の職員の指示

を受けて活動が行われたこと．これらの結果から，応援

職員を運用するためには，被災自治体の指示がなければ

活動できないことが示唆される．また，結果を踏まえて，

「受援側としては，自律的に活動できる部隊の派遣を要

請し，かなりの程度権限移譲して丸投げする勇気と備え

が必要かもしれない」と考察されている．河本ら 8)も東

日本大震災の対応で応援を行った自治体職員へのヒアリ

ング調査の結果から，受援側自治体は，流動的な状況下

での対応を柔軟に行うために，応援職員による引き継ぎ

完結型を前提として，現場（応援職員）に権限委譲する

ことを提案している．一方で，これらの提案を災害発生

直後の応援職員の派遣を通じて検証された事例を確認す

ることはできなかった．
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次に，応援職員の派遣記録から被災自治体の実態を確

認する．熊本地震で被害認定調査の支援を行った福岡市
9)によると，派遣先の熊本市では被災自治体と応援自治

体の役割分担の明確化が教訓として報告されている．

これらを踏まえると，災害直後から被災自治体へ派遣

される応援職員の受け入れに関しては，課題および改善

の方向性は示されているものの，実際に応援職員への権

限委譲が可能であるのかは不明確である． 

(3)研究目的

本研究の目的は，能登半島地震で甚大な被害を受けた

輪島市を対象に，被害認定調査に関する運営体制がどの

ような調整の基に構築されたのか明らかにすることであ

る．つまり，本研究は被害認定調査に関する新たな手法

を提案するものではなく，被害認定調査を事例として，

多くの応援職員を受け入れる業務において，どのように

応援職員に権限委譲を行い，応援職員と共に業務運営体

制を構築するのかに主眼を置くものである．結果を踏ま

えて，応援職員への権限委譲に関する要点を考察する． 

２．研究方法
 本研究では，筆頭著者「以下「著者」とする．」が輪

島市職員と共に災害対応を行うアクションリサーチを通

じて研究目的を達成する．草郷 10)はアクションリサーチ

を「常に変化していく社会が抱えているさまざまな問題

に対して，研究者と一緒に個々の当事者が自身の解決策

を考え，その解決策の有効性について検証し，検証結果

をもとにして，自身の解決策を修正し改善して行くこと

で問題解決を目指す調査活動手法」と定義している．防

災関連の研究では，菅野 11)が平成 28年熊本地震の対応に
おいてアクションリサーチを実施している．本研究で対

象とする業務は被害認定調査とし，対象期間は業務開始

から 1 次調査開始までの期間とする．分析に用いるデー

タは，業務を進めるために著者が作成し輪島市へ提供し

た一次資料と，著者の送受信メール，著者が記録したフ

ィールドノートである．これらの資料から本研究に関連

するデータを抽出し分析を行う．

３．アクションリサーチの経緯
著者は，総括支援チーム(1)を構成する災害マネジメン

ト支援員としての派遣要請を三重県から受けて輪島市の

支援に携わることとなった．総務省の応急対策職員派遣

制度による調整で，三重県が輪島市へ総括支援チームを

派遣することが 2024年 1月 2日に決定された．著者は三

重県の総括支援チームの構成員として，2024年 1月 3日
から 4月 10日までの期間で，延べ 57日間の派遣の命を

受けた．1月 3日から 5日までの間は，三重県以外の対口

支援団体と輪島市の間で行う調整のスキーム設計や，輪

島市の避難所運営に対して助言が行える NPOの参画調整

などのため石川県庁で活動した．輪島市役所での活動は

1月 6日からである．著者が実施した活動のうち，本研究

に関連する具体的な活動は，被害認定調査に関連する業

務の企画・調整・資源調達である．なお，輪島市役所を

離れている期間は，遠地から資料作成や関係機関との調

整などの活動を継続的に行なった．著者が企画した施策

や方針は輪島市職員を通じて，輪島市の決定を得るよう

働きかけた．意思決定にあたっては輪島市の意向を尊重

するよう心がけた．決定した施策を実行するために必要

となる対口支援団体への説明や調整は著者が担った．な

お，対口支援団体へ説明する資料は，全て輪島市職員に

事前確認を行なったうえで提示した．

４．結果：業務運営体制構築過程の概観
本章では，業務の開始から 1 次調査の業務運営体制構

築まで期間の概観から，応援職員に対して実施した権限

委譲の過程を確認する．表１に時系列で，主な支援内容

とイベントを示す．前提条件として，輪島市で主に被害

認定調査に携わることができる職員は税務課資産税係の

3 名に，主に現場調査業務を担うために他部署から一時

的に動員を行った3名を加えた合計6名と限られている． 
著者が輪島市役所で活動を開始した1月6日時点では，

被害認定調査の実施計画を確認することはできなかった．

そこで，平成 19年能登半島地震の対応において輪島市は

全棟調査を行ったことを踏まえ，全棟調査をベースに対

象となる建物数に対して編成するチーム数と調査に要す

る日数を推計することとし，翌 7 日に輪島市へ推計結果

を含めた業務のロードマップを提示した．

被害認定調査の詳細な実施計画を作成する前に解決す

べき課題が判明した．6 日に到着した避難所運営に従事

する対口支援団体のリエゾンから，総括支援チームに対

して，継続的に応援職員を派遣するためには，職員が寝

泊まりできるスペース（以下「ベースキャンプ」とす

る．）を確保して欲しい旨の要望を受けた．この時点で

は著者も含め，応援職員は市役所の廊下などで寝泊りし

ていた．被害認定調査でも同様の課題が生じることが推

測できたため，著者はベースキャンプを確保するための

調査，調整を優先して行うこととした．輪島市職員は，

令和 5 年度に石川県の主導で導入した被害認定調査を行

うためのシステムを稼働させるためのデータセットアッ

プを進めた．

17 日に総括支援チームから石川県リエゾンを通じて，

被害認定調査に関する対口支援団体の追加を要請し，翌

18 日に 6 団体（北九州市，福岡市，熊本県，高知県，山

口県，広島県）が決定した．被害認定調査の実施計画に

ついて輪島市の合意を得ることができたことに加え，シ

ステム稼働のためのデータセットアップが完了し，さら

にベースキャンプとして利用するためのキャンピングカ

ー20台が 18日に到着することが決定したことから要請に

至った．

19 日に，北九州市および福岡市の先遣隊が到着した．

輪島市では，被害認定調査に従事できる職員が限られて

いることから，段階的に被害認定調査員を増員し，運営

体制を構築することを計画していた．計画を対口支援団

体の調整窓口に送付していたが，両市の先遣隊は把握し

ていなかった．両市の派遣計画は段階的に派遣職員を増

やすものではなく，当初から概ね１クールあたりの最大

数を派遣する計画であることが判明した．また，同日に

輪島市職員による被害認定調査と，火災により全焼した

区域の罹災証明書発行が開始された．

20日に，両市の被害認定調査員が 22日に到着すること

が判明した．同日に残り 4団体の被害認定調査員が 24日
に到着することが判明した．また，4 団体も当初から派

遣可能な職員数での派遣が行われることが判明した．つ

まり，2日後(22日)に 26 名が到着し，4日後(24日)に 66
名が加わり，総勢 92 名の応援職員が集結することが判明

した．

これらの判明した事実から，総括支援チームと輪島市

職員だけで，運営体制構築に関する準備を完了させるこ

とができないことが推察された．このため，22 日に被害
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認定調査員が到着する北九州市および福岡市の職員を運

営体制構築に参画させる方針を執った．

21 日に，両市の先遣隊に対して現状の説明と「24 日
100 人受け入れ大作戦」と称した被害認定調査の運営体

制を構築するために必要な準備を行うプロジェクトへの

参画を依頼し承諾を得た．

22日に到着した北九州市（16 名），福岡市(10 名)の被 
害認定調査員に対して，現状を説明したうえで「24 日
100 人受け入れ大作戦」への参画を依頼し承諾を得た．

承諾を得る過程で，一部の被害認定調査員から，「被害

認定調査に従事するために派遣されており，過去の被災

自治体では被災自治体の職員が担ってきた調査箇所の割

り当て，被害認定調査の運営体制構築，評価方法に関す

るマニュアルの作成などを担うことについて事前に説明

を受けていない」旨の不満を示す意見が出された．不満

の原因は，現場で活動する職員に，被災自治体の状況お

よび計画が共有されていなかったことと推察される．

「24 日 100 人受け入れ大作戦」は，北九州市，福岡市

と輪島市が，24 日に約 100 名体制での被害認定調査員を

受け入れる共通の目標を達成するために実行したプロジ

ェクトである．図 1 は，対口支援団体と輪島市のそれぞ

れが実施すべき業務を整理し，先遣隊および被害認定調

査員に示したものである．調整の結果，シフト係を福岡

市が担い，評価手順係と被害認定調査事務所係を北九州

市が担うこととなった．「24 日 100 人受け入れ大作戦」

への参画が承諾された後は，両市に割り振られたマニュ

アル作成が開始され，半日ごとに進捗状況を確認するた

めの時間が設けられた．

23 日には，輪島市，総括支援チーム，北九州市，福岡

市の協議を通じて次の 3点が決定された．1点目は，集結

予定日である 24 日に，降雪が予測されたため集結を 25
日に延期すること．2 点目は，集結時に「自治体応援職

員 100 人体制による輪島市被害認定調査の開始式」を実
施することである．3 点目は，6つの対口支援団体を取り

まとめる幹事団体を置くこととし，25 日からはまず，北
九州市が担い，2週間ごとに交代することを 6団体の集結
後に議論することである．

25日には「自治体応援職員 100人体制による輪島市被
害認定調査の開始式」が行われた（写真 1）．式は，輪
島市長の挨拶，応援自治体の紹介，対口支援団体の代表

（北九州市）挨拶の順で進められた．式の終了後に北九

州市の一部と福岡市の職員は 1 次調査を開始した．その

他の職員に対しては，著者から被害認定調査に関する輪

島市の状況および完了目標などの説明を行った．続いて，

表 1 主な支援内容とイベント 

日 事項 詳細

1月6日 被害認定調査担当者・関係者への挨

拶・情報収集

平成19年能登半島地震で被害認定調査を担当した職員から，①応急危険度判定のデー
タを用いて被害認定調査を行う計画があること②平成19年能登半島地震では全棟調査
を実施したことを確認した．

1月7日
被害認定調査（第1次調査）のロード
マップ提示

ベースキャンプの確保

事務所での役割および人員数と対象家屋数を基に編成するチームによって、全棟を対

象として１次調査の完了までに、どの程度の日数を要するのかを提示した．

被害認定調査に従事する応援職員を要請するために，ベースキャンプの確保に関する

調査・調整を開始した．

1月17日 被害認定調査に従事する対口支援団

体の追加を要請

総括支援チームから石川県庁リエゾンに対して被害認定調査等に従事する対口支援団

体の追加派遣について説明・依頼した．

1月18日 被害認定調査に関する対口支援団体

の決定

総務省から全国知事会・政令都市市長会に対して対口支援団体の追加依頼が行われ

た．11時30分に広島県、山口県、高知県が決定し、18時に熊本県、北九州市、福岡市
が追加で決定された．

1月19日 対口支援団体への資料提供

輪島市職員による被害認定調査開始

総括支援チームから対口支援団体に輪島市の被害認定調査に関する現状・応援職員の

派遣スキーム・シフト表を送付した．

輪島市職員６人体制で被害認定調査を開始し，火災による全焼地域の罹災証明書発行

が開始された．

1月20日 北九州市、福岡市の先遣隊到着
輪島市役所に北九州市・福岡市の職員が到着した．先遣隊に被害認定調査に関する資

料が届いていないことを確認し，現状および送付した資料を説明した．

1月21日 広島県の先遣隊到着
輪島市役所に広島県の職員が到着した．先遣隊に被害認定調査に関する資料が届いて

いないことを確認し，現状および資料を説明した．

1月22日 「24日100人受け入れ大作戦」開始 北九州市16名、福岡市10名の被害認定調査担当が到着した．現状の説明後にマニュア
ル作成担当を北九州と、福岡市で分担し作成を開始した．

1月23日 マニュアル作成継続・24日の集結の
延期を決定

北九州市16名、福岡市10名は継続してマニュアル作成を行なった．輪島市，三重県総
括支援チーム，北九州市，福岡市の協議の結果以下の3点を決定．①雪のため集結を25
日に延期，②出発式の実施，③幹事団体をおくことを出発式後に協議

1月25日
自治体応援職員100人体制による輪島
市被害認定調査の開始式

マニュアル説明・調査開始

市長挨拶，応援自治体の紹介，総括班長（北九州市）挨拶の順で式が進められた．

開始式の終了後に，対口支援団体に対して著者から輪島市における被害認定調査の実

施方針を説明し，北九州市から作成したマニュアルの説明を行った．北九州市の一部

と福岡市の職員は並行して被害認定調査を開始した．

図 1 対口支援団体へ示した資料（著者作成） 

－ 217 －



マニュアル作成に携わった北九州市の職員からマニュア

ルの説明が行われた．これらの説明が終了した後に，運

営体制に関する打ち合わせが行われた．参加者は，輪島

市職員，総括支援チーム，6 つの対口支援団体の代表者

である．打ち合わせの結果，持ち回りで幹事団体を受け

持つことが決定した．

５．考察：応援職員への権限委譲の可能性
被害認定調査業務を例に，第 4 章で業務運営体制構築

過程の概観を確認した．「24 日 100 人受け入れ大作戦」

での権限委譲を通じて，被災自治体職員が担う業務量を

低減することができた．本事例を通じて，被災自治体の

職員のみで業務運営体制を構築できない場合には，業務

運営体制の構築から応援職員へ権限委譲する選択肢があ

ることを提示できた．本研究で実施した権限委譲は，太

田ら 12)が 5 つの類型に分類する権限委譲の類型Ⅲに分類

されるものと考えられる．類型Ⅲの例として，緊急消防

援助隊の単独チームに特定の地域の特定業務の執行を任

せることを挙げており，本研究では，北九州市と福岡市

の 2つのチームにマニュアル作成を任せた． 
「24 日 100 人受け入れ大作戦」を完了できた要点は，

関係者で状況認識の統一を行い，目標と進捗状況を共有

し，目標達成に向けた権限委譲を行えた結果と考えられ

る．これは，近藤ら 13)が「目標による管理」として説明

する「災害対応にかかわるすべての組織が応急対策にお

ける同一の目標を共有し，それを達成するために業務を

遂行すること」が実践されたものである．

「24 日 100 人受け入れ大作戦」に参画した職員から，

業務運営体制構築に携わることは初めての経験であった

ことから，派遣元へ知見として還元できる旨の発言を確

認できた．島崎 14）は，応援職員派遣の目的は，被災自治

体を助けることであるが，職員のスキルアップもできる

ことが望ましいと指摘している．応援職員の発言からは，

本研究で実施した業務運営体制構築に関する権限委譲を

通じて，職員のスキルアップに繋がる副次的な効果が生

まれたことが示唆される．

６．まとめ
本研究では，能登半島地震で被害を受けた輪島市を対

象に，被害認定調査に関する，業務運営体制構築過程を

アクションリサーチを通じて明らかにした．結果を基に，

応援職員への権限委譲の要点を考察した．今後は，異な

るフェーズの事例を分析対象に加えて，応援職員の業務

運営体制への携わり方に関する検討を深めたい．

補 注
(1) 総括支援チームとは，総務省の応急対策職員派遣制度によ

り派遣される被災市区町村が行う災害マネジメントの支援

を担うチームである．マンパワーが不足する場合には，災

害対応業務を担う「対口支援チーム」が派遣される．
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